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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年２月２４日

自  午前１１時４９分

至  午前１１時５４分

於  本 会 議 場

２、出席委員の氏名

委 員 長 近藤 智昭 君

副 委 員 長 中村 泰輔 君

委 員 田中 愛国 君

〃 小林 克敏 君

〃 中山  功 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 瀬川 光之 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 前田 哲也 君

〃 深堀ひろし 君

〃 中島 浩介 君

〃 ごうまなみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 山本 由夫 君

〃 宅島 寿一 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 中村 一三 君

〃 石本 政弘 君

〃 堤  典子 君

〃 庭 敦子 君

  〃 山下 博史 君

   〃 中村 泰輔 君

   〃 千住 良治 君

   〃 坂口 慎一 君

   〃 清川 久義 君

       〃 鵜瀬 和博 君

   〃 初手 安幸 君

   〃 本多 泰邦 君

   〃 山村 健志 君

       〃 中村 俊介 君

   〃 大倉  聡 君

   〃 大久保堅太 君

  〃 白川 鮎美 君

   〃 冨岡 孝介 君

   〃 湊  亮太 君

   〃 畑島 晃貴 君

   〃 虎島 泰洋 君

３、欠席委員の氏名

委 員 浅田ますみ 君

    〃 吉村  洋 君

４、委員外出席議員の氏名

な     し

５、県側出席者の氏名

知 事 大石 賢吾 君

副 知 事 浦  真樹 君

副 知 事 馬場 裕子 君

秘書・広報戦略部長 陣野 和弘 君

企 画 部 長 早稲田智仁 君

総 務 部 長 中尾 正英 君

危 機 管 理 部 長 今冨 洋祐 君

地 域 振 興 部 長 小川 雅純 君

地域振興部政策監 渡辺 大祐 君
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文化観光国際部長 伊達 良弘 君

   文化観光国際部政策監 村田 利博 君

   県民生活環境部長 大安 哲也 君

福 祉 保 健 部 長 新田 惇一 君

こども政策局長 浦  亮治 君

産 業 労 働 部 長 宮地 智弘 君

産業労働部政策監 石田 智久 君

水 産 部 長 吉田  誠 君

農 林 部 長 渋谷 隆秀 君

土 木 部 長 中尾 吉宏 君

土 木 部 技 監 植村 公彦 君

教育委員会教育長 前川 謙介 君

教 育 次 長 狩野 博臣 君

会 計 管 理 者 井手美都子 君

選挙管理委員会

総 括 書 記 長 補 佐
小橋 和則 君

監 査 事 務 局 長 桑宮 直彦 君

人事委員会事務局長

(労働委員会事務局長併任) 田中紀久美 君

議 会 事 務 局 長 中尾美恵子 君

警 察 本 部 長 遠藤 顕史 君

議会事務局職員出席者

次長兼総務課長 濵口  孝 君

議 事 課 長 佐藤 隆幸 君

政 務 調 査 課 長 大宮 巌浩 君

議事課課長補佐 永尾 弘之 君

議事課課長補佐 川原 孝行 君

議 事 課 係 長 山口祐一郎 君

会計年度任用職員 天雨千代子 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１１時４９分 開会 ―

【近藤委員長】 ただいまから、予算決算委員会

を開会いたします。

なお、浅田委員、吉村委員から欠席する旨の届

が出ておりますので、ご了承をお願いいたしま

す。

まず、委員席でございますが、お手元に配付い

たしております委員配席表のとおり決定したい

と存じますので、ご了承をお願いします。

議事に入ります前に、委員選任後、初めての委

員会でございますので、一言ごあいさつを申し

上げます。

予算決算委員会 委員長を仰せつかりました

近藤智昭でございます。

ご承知のとおり、本委員会は、予算議案及び

決算認定議案の審査を行うため、議長を除く全

議員により、常任委員会として設置されており

ます。

本委員会では、所管部局毎の審査ではできな

い、部局横断的な政策や事業などの審査をはじ

め、予算編成方針や事業成果に対する論議等、現

状の課題や問題点などを踏まえた 総合的な視

点からの審査を行っているところであります。

本県では、厳しい財政状況の中、人口減少問題

をはじめ、多くの課題に直面しておりますが、さ

らなる県勢の発展を図っていくためには、議会、

理事者一体となって、的確な施策を推進してい

くことが必要であります。

本委員会といたしましても、予算及び決算の

審査を通じて、最大限の成果が得られますよう、

取り組んでまいりたいと存じますので、中村泰

輔副委員長をはじめ、委員各位、並びに、知事を

はじめ、理事者の皆様方のご協力を賜りますよ

う、よろしくお願い申し上げます。

以上、簡単ではございますが、開会にあたって

の、ご挨拶とさせていただきます。

これより、議事に入ります。

まず、今定例会における会議録署名委員を慣
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例により、私から指名させていただきます。

会議録署名委員は、川崎委員、石本委員のご両

人にお願いいたします。

次に、委員会の審査日程についてお諮りいた

します。

今定例会における、委員会の審査日程は、お手

元にお配りしております「令和 7 年 2 月定例会
予算決算委員会日程案」のとおり決定すること

に、ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認めます。よって、そのとおり決

定されました。

次に、各分科会の委員及び分科会長並びに副

会長の選任を行います。

各分科会の委員及び分科会長並びに副会長は、

お手元の名簿のとおり、それぞれ選任すること

にご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認めます。よって、そのとおり選

任することに決定されました。

次に、先ほどの本会議において、本委員会に付

託されました第 64号議案につきましては、お手
元に配付いたしております「分科会審査議案」の

とおり、各分科会において審査いただきますよ

う、お願いいたします。

次回の委員会は、各分科会長の報告を受ける

ため、２月 26日、午前 10時に開催いたします。
本日は、これをもちまして散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午前１１時５４分 散会 ―



令和７年２月定例会・予算決算委員会（分科会委員・正副会長の選任等）（２月２１日）

- 4 -



２ 月 ２６ 日

（分科会長報告・採決・概要説明）



令和７年２月定例会・予算決算委員会（分科会長報告・採決等）（２月２６日）

- 5 -

１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年２月２６日

自  午前１０時００分

至  午前１１時３７分

於  本 会 議 場

２、出席委員の氏名

委 員 長 近藤 智昭 君

副 委 員 長 中村 泰輔 君

委 員 田中 愛国 君

〃 小林 克敏 君

〃 中山  功 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 瀬川 光之 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 浅田ますみ 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 前田 哲也 君

〃 深堀ひろし 君

〃 中島 浩介 君

〃 ごうまなみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 山本 由夫 君

〃 宅島 寿一 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 中村 一三 君

〃 石本 政弘 君

〃 堤  典子 君

〃 庭 敦子 君

  〃 山下 博史 君

   〃 千住 良治 君

   〃 坂口 慎一 君

   〃 清川 久義 君

       〃 鵜瀬 和博 君

   〃 初手 安幸 君

   〃 本多 泰邦 君

   〃 山村 健志 君

       〃 中村 俊介 君

   〃 大倉  聡 君

   〃 まきやま大和 君

   〃 大久保堅太 君

  〃 白川 鮎美 君

   〃 冨岡 孝介 君

   〃 湊  亮太 君

   〃 畑島 晃貴 君

   〃 虎島 泰洋 君

３、欠席委員の氏名

委 員 吉村 洋 君

４、委員外出席議員の氏名

な     し

５、県側出席者の氏名

企 画 部 長 早稲田智仁 君

総 務 部 長 中尾 正英 君

危 機 管 理 部 長 今冨 洋祐 君

地 域 振 興 部 長 小川 雅純 君

   県民生活環境部長 大安 哲也 君

福 祉 保 健 部 長 新田 惇一 君

こども政策局長 浦  亮治 君

産 業 労 働 部 長 宮地 智弘 君

水 産 部 長 吉田  誠 君
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農 林 部 長 渋谷 隆秀 君

教育委員会教育長 前川 謙介 君

議会事務局職員出席者

議 会 事 務 局 長 中尾美恵子 君

次長兼総務課長 濵口  孝 君

議 事 課 長 佐藤 隆幸 君

政 務 調 査 課 長 大宮 巌浩 君

議事課課長補佐 永尾 弘之 君

議事課課長補佐 川原 孝行 君

議 事 課 係 長 山口祐一郎 君

会計年度任用職員 天雨千代子 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時００分 開会 ―

【近藤委員長】ただいまから、予算決算委員会

を開会いたします。

なお、吉村委員から欠席する旨の届が出てお

りますので、ご了承をお願いいたします。

これより議事に入ります。

開会日に本委員会に付託されました第64号議
案を議題といたします。

これより各分科会長から審査結果の報告を求

めます。

まず、総務分科会長の報告を求めます。

鵜瀬総務分科会長。

【鵜瀬総務分科会長】総務分科会の審査結果に

ついて、ご報告いたします。

本分科会が審査いたしました案件は、第64号
議案「令和6年度長崎県一般会計補正予算第8号」
のうち関係部分であります。

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、異議なく、原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

以下、本分科会で論議のありました事項につ

いて、ご報告申し上げます。

まず、地域振興部関係の「地域公共交通デジ

タル化等推進事業費」に関し、「インバウンド

対策として、クレジットカードタッチ決済を推

進すべきと考えるが、県内公共交通事業者にお

ける導入の検討状況はどうか。」との質問に対

し、「公共交通事業者への事前調査時点では、

長崎市内の軌道事業者と、外国人利用者が多い

空港線のバス事業者において導入が検討されて

いる。」との答弁がありました。

これに対し、「今後、県全域への拡大に向け

て、県の後押しが必要と考えるがどうか。」と

の質問に対し、「クレジットカードタッチ決済

については、交通事業者の業務効率化と、利用

者の利便性向上の両面でメリットが大きいこと

を踏まえ、検討していきたい。」との答弁があ

りました。

次に、危機管理部関係の「能登半島地震を踏

まえた防災対策充実強化事業費」に関し、「ヘ

リコプターの離発着適地の調査とあるが、何箇

所程度の確保が必要と考えているのか。」との

質問に対し、「本県は、離島・半島地域が多く、

さらに土砂災害警戒区域の数も都道府県で2番
目に多い状況にあり、孤立集落への対応を迅速

に行うためには、空路等の活用が重要と認識し

ている。ヘリ離発着適地に必要な箇所数として、

現時点で、約190箇所の調査を予定しているが、
調査を進めていく中で、必要となる適地につい

てはさらに追加をしていくこととしている。」

との答弁がありました。

次に、「放射線防護施設の換気設備更新」に

関し「本県には、玄海原発から30キロ圏内の市
町が複数存在するが、当該防護施設は、県内に

何箇所あり、また収容人数はどれくらいか。」

との質問に対し、「放射線防護施設は、二次離

島など速やかに避難することができず、その場
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に一旦待機する必要がある方々のために県内に

10箇所設置している。また、収容に関しては、
二次離島すべての住民を収容できる。」との答

弁がありました。

以上のほか、総務関係の補正予算に関し、熱

心な論議が交わされましたが、その詳細につい

ては、この際、省略させていただきます。

以上で、総務分科会の報告といたします。

委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。

【近藤委員長】次に、文教厚生分科会長の報告

を求めます。

中村泰輔文教厚生分科会長。

【中村（泰）文教厚生分科会長】文教厚生分科

会の審査結果について、ご報告いたします。

本分科会が審査いたしました案件は、第64号
議案「令和6年度長崎県一般会計補正予算第8号」
のうち関係部分であります。

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、異議なく、原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

以下、本分科会で論議のありました主な事項

について、ご報告申し上げます。

総務部関係の「私立学校助成費」に関し、「私

立中学校・高等学校の寄宿舎運営費及び私立小・

中学校の給食費を支援するとあるが、積算はど

のようになっているのか。また、1校あたりの経
費はどうか。」との質問に対し、「寄宿舎運営

費は、寄宿舎がある中学・高等学校の22校に対
し補助金の活用希望調査を行い、令和7年度にお
いて申請の可能性がある15校分を積算している。
給食がある小・中学校は13校あり、すべての学
校が申請の可能性があるため、13校分を積算し
ている。また、1校あたりの経費は、令和3年度
と比較した物価上昇率14％を上限として補助を
行い、平均的な補助額は、寄宿舎運営費が約241

万円、給食費が約53万円としている。」との答
弁がありました。

次に、教育委員会関係の「学校給食実施費」

に関し、「物価高騰の影響を受ける子育て世帯

の負担の軽減を目的とした県立学校に対する給

食費及び寄宿舎での食費の支援ということだが、

予算の積算根拠は。また、物価上昇のどの部分

について今回の予算を充当するのか。」との質

問に対し、「今回の支援は、円滑な学校給食等

の実施につなげようとするもので、積算は学校

給食費を牛乳、パン、その他の一般食材の3つに
分け、令和3年度の単価を基準に物価上昇見込み
相当額を算出し、提供する児童生徒数、実施回

数を乗じ積算している。具体的には牛乳は1本で
16．4円、パンは1個で16．9円、その他の一般
食材は14％の増加を見込んでいる。」との答弁
がありました。

次に、福祉保健部関係の「介護人材確保・職

場環境改善等事業費」に関し、「事業所に対し、

賃上げや人材確保の取組等を対象として、常勤

職員1人あたり5万4千円程度の予算を確保して
いるとあるが、県内の介護職員何人に対し、具

体的にどのように補助を行うのか。」との質問

に対し、「県内の介護職員は約3万人と推計して
いるが、職員に対して一律補助を行うという事

業ではなく、事業所が実施する、介護職員の業

務の切り分けや、介護補助者の採用活動、職員

に対する研修に要する経費のほか、賃上げなど

に活用するものであり、一定の裁量がある補助

制度となっている。事業所の状況に応じて継続

的な職員の賃上げ及び労働環境の改善につなげ

ていただきたいと考えている。」との答弁があ

りました。

これに対し、「一時的な補助ではなく、事業

所内での賃上げや業務改善の取組に効果的に使

われる意味で自由度の高い部分は評価したい。
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今回の事業によって、効果が上がった点などを

把握し、フィードバックすることで、今後の事

業形成につなげていただきたい。」との意見が

ありました。

以上のほか、文教厚生関係補正予算に関し、

熱心な論議が交わされましたが、その詳細につ

いては、この際省略させていただきます。

以上で、文教厚生分科会の報告といたします。

委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。

【近藤委員長】次に、観光生活建設分科会長の

報告を求めます。

坂口観光生活建設分科会長。

【坂口観光生活建設分科会長】観光生活建設分

科会の審査結果について、ご報告いたします。

本分科会で審査いたしました案件は、第64号
議案「令和6年度長崎県一般会計補正予算第8号」
のうち関係部分であります。

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、異議なく、原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

以下、本分科会で論議(ろんぎ)のありました主
な事項について、ご報告申し上げます。

県民生活環境部関係の「海岸環境保全対策推

進事業」に関し、「海岸漂着ゴミの量は、年々

増加しているのか。また、国内よりも海外から

の漂着ゴミが多いのか。」との質問に対し、「本

事業で回収したゴミの量は、令和元年度から令

和5年度にかけ、おおよそ2,000トンから2,500ト
ンで推移している状況である。また、対馬市に

おいて、ペットボトルを対象に、どこから漂着

しているのか調査をした結果、令和5年度では、
韓国及び中国のものが、それぞれ31％で、その
他の国も併せると、約66％が海外から漂着して
いる。離島地区においては、同様の傾向である

と考えられるが、本土地区のゴミは、一般的に

8割程度が流域からの漂着といった状況にあると
考えられる。」との答弁がありました。

これに対し、「本事業における補助金の実績

及び今後の見通しをどう考えているのか。また、

海外からの漂着は、外交上の問題もあると考え

るが、どうか。」との質問があり、「過去5年間
の補助金の実績は、毎年度5億円程度であり、そ
の9割程度が離島地区への補助である。本事業に
ついては、毎年繰り返し、ゴミが、漂着してい

る状況を考えると、今後も長期的に対応するた

め、回収・処理に係る財源の確保が必要である。

また、本県における外国由来の漂着物は大変

多く、外交上適切な対応が求められている。県

では、政府施策要望として、国へ強く要望して

いるところである。」との答弁がありました。

以上のほか、観光生活建設関係補正予算に関

し、熱心な論議が交わされましたが、その詳細

については、この際、省略させていただきます。

以上で、観光生活建設分科会の報告といたし

ます。

委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。

【近藤委員長】次に、農水経済分科会長の報告

を求めます。

清川農水経済分科会長。

【清川農水経済分科会長】農水経済分科会の審

査結果について、ご報告いたします。

本分科会で審査いたしました案件は、第64号
議案「令和6年度長崎県一般会計補正予算第8号」
のうち関係部分であります。

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、異議なく、原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

以下、本分科会で論議のありました主な事項

について、ご報告申し上げます。

まず、産業労働部関係の「ながさき消費拡大・
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地元企業応援事業費」に関し、「今回初めて県

が、市町が行うプレミアム商品券発行等に対し

補助を行うが、県としてこの事業のねらいをど

のように考えているのか。」との質問に対し、

「国の交付金の対象になるという中で、まず県

内の消費者物価の伸び率が総務省の統計では、

全国よりも高い傾向が見られ、少しでも県民生

活を下支えしたいというのが一つ、もう一つは、

県内の中小・小規模事業者の生産性を上げるた

め、デジタルでの商品券の発行により、事業者

側もデジタルのシステム等を導入しやすくする

という二つのねらいがある。」との答弁があり

ました。

次に、水産部関係の「養殖資材高騰対策事業

費」に関し、「足し網は赤潮被害の軽減に有効

な手段とされているが、本県の海域では有効に

活用できるのか。」との質問に対し、「本県の

養殖は多様な海域で行われており、全ての海域

に足し網が適しているとは考えていない。そう

した中で、今回の事業では、既に9月、11月補正
で予算措置をした3漁協以外の9漁協で、足し網
の効果が期待される養殖業者の生簀において、

導入を進めようとするものである。」との答弁

がありました。

これに対し、「今回の支援では、本県に有効

な手段が何かについて実証する経費も含まれる

のか。」との質問に対し、「足し網が適さない

海域において、赤潮被害を防ぐ手段についての

実証試験を本事業で実施する方向で計上してい

る。具体的には、国で技術開発が進められてい

る赤潮被害を軽減できる新しい餌や、エラに損

傷を受けて、酸欠で魚が死亡するのを防ぐため

の酸素濃度を上げる装置などの実証ができない

か数地区で検討を行っている。」との答弁があ

りました。

次に、農林部関係の「農地中間管理機構事業

促進対策費」に関し、「県全体の事業目標と実

績はどのようになっているのか。」との質問に

対し、「本事業は平成26年度から昨年度までの
10年間で、県農地中間管理機構が貸し付けた面
積は、8,000ヘクタールの目標に対し、実績は
6,938ヘクタールで、達成率は87パーセントとな
っている。」との答弁がありました。

これに対し、「特に中山間地域の農地につい

ては、集約されなければ耕作放棄地になるのが

実態であり、いかに農地として残していくかが

大事であると思うので、しっかり対応をお願い

したい。」との意見がありました。

以上のほか、農水経済関係補正予算に関し、

熱心な論議が交わされましたが、その詳細につ

いては、この際、省略させていただきます。

以上で、農水経済分科会の報告といたします。

委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。

【近藤委員長】以上で、各分科会長の報告が終

了いたしました。

お諮りいたします。

第64号議案は、質疑討論を省略し、直ちに採
決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、各分科会長報告のとおり決するこ

とにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議なしと認めます。

よって、第64号議案は、原案のとおり可決す
べきものと決定されました。

以上で、本委員会に付託されました議案の審

査は終了いたしました。

この後、議会運営委員会及び本会議が開催さ

れますので、本委員会は、一旦休憩することと
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し、本会議終了後に、委員会を再開し、令和7年
度当初予算の概要説明を理事者より受けること

といたします。

委員会は、これより、しばらく休憩いたしま

す。

― 午前１０時 １８分 休憩 ―

― 午前１１時 １２分 再開 ―

【近藤委員長】委員会を再開いたします。

これより、本委員会を協議会に切り替え、理

事者より令和7年度当初予算の概要説明を受け

ることにしたいと存じますが、ご異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議ありませんので、これよ

り、委員会を協議会に切り替えます。

〔協議会・総務部長、財政課長説明・省略〕

【近藤委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、本日の委員会を終了いた

します。

なお、次回の委員会は、3月6日、午前10時よ

り開催し、総括質疑を行います。

本日は、これをもちまして、散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午前１１時 ３7分 散会 ―
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予算決算委員会委員長 近藤　智昭

１　議　　案

審査結果

令和６年度長崎県一般会計補正予算（第８号） 原 案 可 決

計  １件  (原案可決  １件）

番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

予 算 決 算 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和7年2月26日

　　　　議長　　徳永　達也　　様

記

第 64 号 議 案

－ 12 －



３ 月 ６ 日

（ 総 括 質 疑 ）
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年３月６日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ４時４８分

於  本 会 議 場

２、出席委員の氏名

委 員 長 近藤 智昭 君

副 委 員 長 中村 泰輔 君

委 員 田中 愛国 君

〃 小林 克敏 君

〃 中山  功 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 浅田ますみ 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 前田 哲也 君

〃 深堀ひろし 君

〃 中島 浩介 君

〃 ごうまなみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 山本 由夫 君

〃 宅島 寿一 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 中村 一三 君

〃 石本 政弘 君

〃 堤  典子 君

〃 饗庭 敦子 君

〃 山下 博史 君

〃 千住 良治 君

〃 坂口 慎一 君

〃 清川 久義 君

〃 鵜瀬 和博 君

〃 初手 安幸 君

〃 本多 泰邦 君

〃 山村 健志 君

〃 中村 俊介 君

〃 大倉  聡 君

〃 まきやま 大和 君

〃 大久保堅太 君

〃 白川 鮎美 君

〃 冨岡 孝介 君

〃 湊  亮太 君

〃 畑島 晃貴 君

〃 虎島 泰洋 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、県側出席者の氏名

知 事 大石 賢吾 君

副 知 事 浦  真樹 君

副 知 事 馬場 裕子 君

秘書・広報戦略部長 陣野 和弘 君

企 画 部 長 早稲田智仁 君

総 務 部 長 中尾 正英 君

危機 管理部 長 今冨 洋祐 君

地域 振興部 長 小川 雅純 君

地域振興部政策監 渡辺 大祐 君

文化観光国際部長 伊達 良弘 君

文化観光国際部政策監 村田 利博 君
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県民生活環境部長 大安 哲也 君

福祉 保健部 長 新田 惇一 君

こども政策局長 浦  亮治 君

産業 労働部 長 宮地 智弘 君

産業労働部政策監 石田 智久 君

水 産 部 長 吉田  誠 君

農 林 部 長 渋谷 隆秀 君

土 木 部 長 中尾 吉宏 君

土 木 部 技 監 植村 公彦 君

交 通 局 長 太田 彰幸 君

教育委員会教育長 前川 謙介 君

教 育 次 長 狩野 博臣 君

会 計 管 理 者 井手美都子 君

選挙管理委員会委員長 渡邊 敏則 君

選挙管理委員会総括書記長補佐 小橋 和則 君

監査事務局監査課長 重井 健次 君

人事委員会事務局長
（労働委員会事務局長併任）

田中紀久美 君

議会 事務局 長 中尾美恵子 君

警 察 本 部 長 遠藤 顕史 君

議会事務局職員出席者

次長兼総務課長 濵口  孝 君

議 事 課 長 佐藤 隆幸 君

政 務 調 査 課 長 大宮 巌浩 君

議事課課長補佐 永尾 弘之 君

議事課課長補佐 川原 孝行 君

議 事 課 係 長 山口祐一郎 君

会計年度任用職員 天雨千代子 君

６、付議事件の件名

第1号議案
令和7年度長崎県一般会計予算

第2号議案
令和7年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会

計予算

第3号議案
令和7年度長崎県農業改良資金特別会計予算
第4号議案
令和7年度長崎県林業改善資金特別会計予算
第5号議案
令和7年度長崎県県営林特別会計予算
第6号議案
令和7年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計予
算

第7号議案
令和7年度長崎県小規模企業者等設備導入資金
特別会計予算

第8号議案
令和7年度長崎県用地特別会計予算
第9号議案
令和7年度長崎県庁用管理特別会計予算
第10号議案
令和7年度長崎県長崎魚市場特別会計予算
第11号議案
令和7年度長崎県港湾施設整備特別会計予算
第12号議案
令和7年度長崎県公債管理特別会計予算
第13号議案
令和7年度長崎県国民健康保険特別会計予算
第14号議案
令和7年度長崎県交通事業会計予算
第15号議案
令和7年度長崎県流域下水道事業会計予算
第47号議案
令和6年度長崎県一般会計補正予算（第6号）
第48号議案
令和6年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会
計補正予算（第1号）
第49号議案
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令和6年度長崎県農業改良資金特別会計補正予
算（第1号）
第50号議案
令和6年度長崎県林業改善資金特別会計補正予
算（第1号）

第51号議案
令和6年度長崎県県営林特別会計補正予算（第
2号）

第52号議案
令和6年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補
正予算（第1号）

第53号議案
令和6年度長崎県小規模企業者等設備導入資金
特別会計補正予算（第1号）

第54号議案
令和6年度長崎県庁用管理特別会計補正予算
（第1号）

第55号議案
令和6年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算
（第1号）

第56号議案
令和6年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予
算（第2号）

第57号議案
令和6年度長崎県公債管理特別会計補正予算
（第1号）

第58号議案
令和6年度長崎県国民健康保険特別会計補正予
算（第1号）

第59号議案
令和6年度長崎県交通事業会計補正予算（第1
号）

第60号議案
令和6年度長崎県流域下水道事業会計補正予算

（第3号）

第61号議案
令和6年度長崎県一般会計補正予算（第7号）
第62号議案
令和6年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予
算（第3号）
第63号議案
令和6年度長崎県流域下水道事業会計補正予算
（第4号）

７、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【近藤委員長】 おはようございます。

ただいまから、予算決算委員会を開きます。

なお、小林委員より、所用のため少し遅れる旨、

連絡があっておりますので、ご了承をお願いい

たします。

また、楠本選挙管理委員会書記長が欠席のた

め、小橋選挙管理委員会総括書記長補佐が代理

出席、また、桑宮監査事務局長が欠席のため重井

監査課長が代理出席しておりますので、ご了承

をお願いします。

これより議事に入ります。

本委員会に付託されました案件は、お手元の

付託議案一覧表のとおり、第1号議案「令和7年度
長崎県一般会計予算」ほか31件であります。
これより、本委員会に付託されました予算議

案について総括質疑を行います。

総括質疑は、一問一答方式とし、答弁時間を含

めてお手元の質疑時間の範囲内で行うこととい

たします。

まず、自由民主党の質疑を行います。なお、質

疑時間は、答弁を含め180分であります。
前田委員。

【前田委員】 おはようございます。
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自由民主党、前田哲也です。自民党に与えられ

た180分の予算質疑を始めさせていただきたい
と思います。

亡くなられた吉村副議長も、令和5年に予算決
算委員長を務められておりました。在りし日を

しのび、心からご冥福をお祈りしたいと思いま

す。

1、令和7年度当初予算と財政運営について。
（1）令和7年度当初予算の基本的認識について。
県においては、これまで財政調整のための基

金の取崩しに依存しない持続可能な財政運営を

目指し、歳入歳出両面からの収支改善対策に取

り組み、健全な財政運営に努めてきたものと認

識しています。

しかしながら、地方財政を取り巻く環境は、長

引く物価高の対応に加え、社会保障関係費の増

加が見込まれる中、人件費の大幅増、地方創生2.0
の推進、子ども・子育て政策の強化やデジタル化、

脱炭素化、防災・減災対策といった様々な課題へ

の対応が求められるなど、激しさを増していっ

ている状況にあります。

そうした中、令和7年度の当初予算をどのよう
な財政認識で編成し、今後の財政運営をどうし

ていくのか、基本的な考え方を、まずお尋ねいた

します。

【大石知事】 令和7年度当初予算につきまして
は、厳しい財政状況にありながらも、直面する物

価高騰対策に加えまして、県勢の発展に向けた

経済活性化、県民の安全・安心の確保などに資す

る施策を積極的に展開するため、歳入・歳出の両

面からの収支改善等に努めながら編成を行った

ところでございます。

そうした中、社会保障関係費などの義務的経

費の増加もあり、財源調整のための基金の取崩

しは、前年度の実質的な取崩し額でございます

140億円よりも16億円多い156億円となりまして、
財政状況は厳しさを増している状況にございま

す。

今後も、社会保障関係費や公債費の増加等に

より厳しい財政状況が見込まれることから、引

き続き有利な財源の確保であったり施策の重点

化等による一層の収支改善に取り組むほか、全

国知事会等と連携をして、国に対して地方税財

源の確保、充実を強く要請するなど、健全な財政

運営に努めてまいりたいと考えております。

【前田委員】 知事から、基金の取崩し等も含め

て努力して予算編成をしたというような答弁で

あったと思いますけれども、総じて思っている

ことは、一つひとつの施策や事業はしっかり組

めているなと思っています。評価をいたします。

ただ、全体的に見た時に、やっぱり大石知事の

カラーがなかなか出せてないというか、無難に

まとめている予算であるなというふうな認識を

私は持ちました。

というのは、昨年度の予算決算委員会でも指

摘したんですけれども、この予算編成のあり方

というか組み方を、手法を変えていかないと、な

かかな知事の求めるようなダイナミックな予算

というのが組めないのかなと思っていて、今回

も新規事業等の予算の計上状況を確認させてい

ただきます。

（2）歳出予算の確保について。
総合計画の総仕上げと新しい長崎県づくりの

ビジョンの推進と位置づけ、計画の総仕上げに

向け、成果の出ている政策をさらに伸ばし、課題

が残る施策は対策を強化とあるが、現行の予算

要求の手法、予算ガイドラインでは、果たして十

分な施策を打ち出せるのか、疑問を感じており

ます。

事業要求ベースでの要求額と予算査定はどう
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なっているのか。また、「視点を変えて、ビジョ

ン枠を中心とした予算づけになっているため、

各部で把握している現場のニーズに応じた予算

づけになりにくい」、「取り巻く環境に応じたダ

イナミックな新たな編成ができにくい」、また

「新たな事業を実行する人の確保も難しい」等

の声も聞こえてきております。

新たな総合計画を策定するに当たり、歳出予

算の確保のさらなる取組、ひいては編成方針の

転換が必要と考えますが、いかがでしょうか。

【中尾総務部長】まず、来年度、令和7年度当初
予算の編成方針についての考え方について申し

上げます。

編成方針の中では、政策的経費へのマイナス

5％等のシーリングを設定し、それにより捻出し
た財源等を活用して、ビジョンの実現に資する

特別事業や各分野の重点課題に対応した重点政

策枠事業として新規事業、新規施策等を構築し

たところでございます。

これら全体の要求額について事業費ベースで

申し上げますと20億600万円でございまして、事
業内容等を精査した最終的な計上額は13億
5,700万円となっております。
また、今後の予算編成方針についてのお尋ね

もございました。

県においては、厳しい財政状況の中、毎年度予

算編成の方針は見直しを行いながら、効果的な

事業構築に努めてきているところでございます。

令和7年度当初予算においては、総合計画の総仕
上げとビジョンのさらなる推進を念頭に、部局

連携についても促進を図るべく、ビジョン特別

枠と各分野の重点課題について対応した政策枠

を設け、編成作業を行ったところでございます。

令和8年度以降においても、効率的、効果的な
予算編成に向け、要求ルールの不断の見直しに

取り組むこととしており、今後、ビジョンの推進

や次期総合計画の検討状況等を踏まえながら、

適切に対応してまいりたいと考えております。

【前田委員】 総務部長からご説明がありました

けれども、要求ガイドラインの手法というのは

前年と変わってないんですね。そうした中で、今

答弁があったように、10億円を何とか絞り出し
た形ですけれども、ビジョンの実現特別事業、も

しくは重点政策枠事業、このあたりに多分力を

入れているんですけれども、その要求額と計上

額のパーセントについては、件数自体も減って

いるので、そこを一概に見て評価することは難

しいと思うんですが、ビジョン実現特別事業で

も、昨年よりも計上の額が減っているという現

状にあります。

そうしたことを考えた時、そしてまた、後から

ご提案いたしますけれども、超過課税の見直し

とか法定外目的税の新設によって新たな財源を

見出したり、一般基金の組み換え等も、これまで

も有効的にやったらどうかということも提案し

てきましたけれども、そこも策が打たれない中

で、例えば、この10億円捻出していますけれども、
産業振興基金の残高は、令和4年度と令和6年度
末を見たら40億円使っているんですね。令和6年
度の入りをチェックしていないので、もしかす

ると40億円を超えているかもしれませんけれど
も、一方で基金において40億円ぐらいのお金を2
年間で使いながら、汲々としながら10億円の予
算を絞り出して新規施策を打っているというこ

とについて考えた時に、もう少しやっぱり財源

の確保並びに基金との組み換えによって、知事

が打ち出すビジョンを明確に施策に活かすため

の予算の策定というものをすべきだと思います。

それと併せて意見として申し述べておきます

けれども、やっぱり県だけで全ての施策が実現
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できるわけじゃなくて、市町と合わせた中で実

行していくということを考えた時に、もう少し

やっぱり市町との連携した予算というものを積

極的に打ち出し、それを見える化することが、と

ても大事なことだと思っています。

これまで7,000億円を6年間維持しましたとい
うことでしたけれども、平成30年（令和元年度）
も6,960億円、6,970億円、7,000億円を少し切っ
ていますが、その前もずっと7,000億円というの
は平成28年から続いているんですね。遡って見
ても、その前もずっと10年近く7,000億円台をず
っと行ったり来たりしているんですよ、県は。

21市町も、いみじくも県の予算の7,000億円に
近い額が21市町の合計として7,000億円がある
んです。ですから、足せば1兆4,000億円の予算が
あって、そこをうまく使いましょうという話を

しているんですが、令和7年度に関していえば、
ここ近年は21市町の予算がかなり増えていって
いるんですよね。頑張って7,347億円、令和7年度
組んでいますけれども、21市町、これまでは同額
程度と言っていたのが、21市町の令和7年度の一
般会計当初予算の合計は8,352億円なんですよ。
これは傾向として、各自治体の予算が増えてい

っている。

そういうことを考えた時に、もう少しやっぱ

り市町の方にしっかりと事業転嫁をして、そこ

に対して、限られた予算の中で県がそこをフォ

ローしていくというふうな仕組みをしっかりつ

くっていくべきだと思いますので、その点を要

望としておきたいと思います。

財源確保のための超過課税の見直しや法定外

目的税の新設、一般基金の組み換えも質疑しよ

うと思っていましたが、省略させてもらいます

けれども、各部から、しっかりそこも検討したい

と言っているので、来年度に活かしてほしいと

思います。

（3）地方創生予算の検証について。
それでは、財政の最後の質問として、これまで

国の地方創生予算を使い多くの政策が展開され

てきました。国は、新年度にこの予算の増額を明

言しております。これまでも問題意識を持って

質疑をしてきましたが、本当にこれまでの施策

が成果を出してきたのかについては検証が必要

と私は意見してきました。どのような検証を行

っているのか。また、第2期総合戦略の最終年度
を迎え、これまでの進捗状況と、先日公表された

令和6年度の移動人口調査の状況についてお尋
ねしたいと思います。

【早稲田企画部長】 地方創生関連施策の検証に

当たりましては、県の政策評価により行います

とともに、産学官等の有識者から構成されます

「まち・ひと・しごと創生対策懇話会」において

も検証が行われており、令和6年度の懇話会では、
外国人材の受入れ環境整備や子育て環境の充実

などについてご意見をいただいたところであり

ます。

また、第2期総合戦略の進捗状況については、
令和5年度の実績で、評価可能な115項目のうち
「達成・順調」が約50％、「やや遅れ」が約30％、
「遅れ」が約20％となっております。
主なKPIの進捗状況で申し上げますと、県内の
外国人労働者数や誘致企業等の雇用計画数は順

調である一方、大学生等のUターン就職者数は
「やや遅れ」、観光消費額は「遅れ」などといっ

た状況となっております。

全体としましては、コロナ禍から回復傾向に

あるものの、戦略最終年度の目標達成に向けて、

市町や民間団体等とも連携しながら、さらなる

施策の充実を図ってまいりたいと考えておりま

す。
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また、令和7年度当初予算においては、検証状
況等を踏まえ、外国人材の受入れ定着のため、相

談体制の強化や受入れ環境整備への支援ととも

に、子どもたちが健やかに成長し活躍できる社

会の実現に向け、子どもの居場所や体験機会の

充実のための施策を構築したところであります。

なお、令和6年長崎県移動人口調査によります
と、長崎市や佐世保市の転出者が減少したこと

などによって、転出超過数が令和5年の約4,100
人から令和6年は約2,700人となり、前年から約
1,400人改善をしております。
県としましては、引き続き国の交付金等を有

効に活用しながら、地方創生の推進に取り組ん

でまいりたいと考えております。

【前田委員】 ありがとうございました。ちょっ

と時間の関係で次に移らせていただきます。

2、こども関連（少子化対策）予算について。
（1）こども政策の取り組みの成果について。
一丁目一番地の子ども施策で、大石知事は子

ども施策を一丁目一番地と認識しているという

ふうに語っておりますけれども、知事自らの思

いを込めた予算は3年目であり、数値で成果を示
すことは酷かもしれませんが、最終年度の予算

編成をされた中で、各種KPIの数字を確認させて
いただきます。順調なものは何なのか、そして逆

にてこ入れが必要なものはどんな内容なのか、

まずお尋ねしたいと思います。

【浦こども政策局長】 県の総合計画における令

和5年度のこども政策局関係施策の進捗状況に
つきましては、ココロねっこ運動の登録団体数

や保育所等待機児童数などは一定順調に推移し

ております。

一方で、婚活支援事業による成婚数や県事業

によるひとり親家庭の就職者数は「やや遅れ」や

「遅れ」となっているなど、きめ細かな支援も含

め、県民が希望どおりに結婚、妊娠・出産、子育

てできる社会の実現に向けては、様々な課題が

山積しているものと認識しております。

そのため令和7年度におきましては、若い世代
の結婚や子育て等を含めたライフデザイン支援

の取組強化や、ひとり親家庭の実態調査を通じ

た施策の検討に加えまして、産後ケアの充実や

保育現場のDX、ICT化など、子ども施策のさら
なる充実強化に努めてまいります。

【前田委員】 予算の総額が全てじゃないという

ことを理解しつつも、知事が一丁目一番地と位

置づけている割には予算が増えてないです。

令和4年の肉づけ、これは1年目ですから、中村
県政の延長線上にあった骨格予算に肉づけをし

たものが264億円でした。令和5年当初が261億円、
令和6年当初が267億円、そして今回、令和7年が
280億円と20億円ぐらい増えていますけれども、
この内容をよく見ると、公定価格や補助金の増

減であり、政策によるものではありません。

そういったことを考えた時に、もう少し子ど

もに対する予算というものを増やす中で充実に

努めていただきたいということを要望しておき

たいと思います。

（2）合計特殊出生率1.49への所見。
子どもを安心して出産できる環境が大事であ

りますけれども、近い未来の県内の産科の体制

は極めて深刻な状況であると認識をしておりま

す。先立っても小児科の質問があっていました

けれども、産科の方も極めて厳しい状況にあり

ます。

まず、県内の出生数の推移と将来予測をご答

弁いただき、その後、その課題解消に向けどのよ

うに取り組もうとしているのか、お尋ねいたし

ます。

【浦こども政策局長】 本県の令和5年の合計特
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殊出生率は1.49でありまして、全国的に高い水準
にあるものの、出生数は全国を上回るペースで

減少が続いておりまして、令和5年の出生数は過
去最少となる7,656人となりまして、前年と比べ
て約8.5％、約700人の減となっております。
平成30年の社人研推計によれば、令和3年から

令和7年の5年間の出生数の推計は4万5,000人、
単純平均で1年間約9,000人とされておりまして、
現状の出生数を踏まえれば、今後、推計値との大

幅な乖離が見込まれる厳しい状況となっており

ます。

少子化につきましては、経済的な不安定さや

出会いの機会の減少、仕事と子育ての両立の難

しさなど、個人の希望の実現を阻む様々な要因

が複雑に絡み合う問題でありまして、今後とも

県民の皆様が希望どおりに結婚、妊娠・出産、子

育てができる環境の整備に総合的に対策を講じ

ていく必要があるものと考えております。

【前田委員】 今回、出産に絞って少し質疑をし

たいと思っています。

先立って、2月中旬の新聞報道で、島原半島最
大の産科医院が閉院ということで、島原マタニ

ティ病院が7月に閉院するということです。その
ことによって、島原市の病床数は、61床あったも
のが31床に減ります。近く大村の方でも閉院が
あると聞いています。子どもを安心して産み、育

てる中で、安心して産める環境を整えることが

まず一番だと思うんですけれども、産科がそう

いう厳しい状況にあるということが一つ。

それから、どうしてもやっぱり子どもがなか

なか授かれない方が、不妊治療という形で出産

に取り組まれているということで、今、不妊治療

で生まれた子どもの数というのは、全国で7万
7,206人いて、全出生数の10％を遂に超えており
ます。

そう考えた時に、本県においても、不妊治療に

対してもっと支援をすべきという意見を持って

いるんですけれども、そうした中で現状を質問

したいと思います。

本県において、生殖補助医療、いわゆる不妊治

療をしている医療機関がどこに幾つあるのかと

いうことと、長崎県でその不妊治療で生まれた

子どもの数がわかるとするならば、どのくらい

のパーセントいるのか、ご答弁をいただきたい

と思います。

【浦こども政策局長】 まず、本県における体外

受精等のいわゆる生殖補助医療に対応している

医療機関の状況でございますが、本県におきま

しては長崎市に3医療機関ございます。また、そ
の実施状況、出生数の状況につきましては、県内

の医療機関における令和3年の実績は244人であ
りまして、当時の本県出生数の約2.8％となって
おります。

一方で県外の医療機関で治療を受けられる方

もいらっしゃいます。こうした方の出生数が不

明であることから、現在、全体の状況としては把

握できていない状況でございます。

【前田委員】 県外がわからない中で、しかし、

本県の中では2.8％だということで、先ほど私が
申し上げた、全国的には10％を超えてきている
という話でいけば、やはり本県の不妊治療を取

り巻く環境というのが、まだまだ必要というか、

整備する必要があるんだというふうな認識を私

はしています。

今答弁があったように、長崎市内に3か所だけ
なんです。そうすると、ほかの地域の方は、不妊

治療をするためには長崎市まで足を運ばなきゃ

いけない状況にあるという現状であります。

その3医療機関で不妊治療をやっていく中で、
今後課題となってくるのは、県内の方をどうカ
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バーしていくかということで、当然県北とか離

島とか、いろんなところを含めて、そういう病院

が増えればいいんでしょうけれども、そこに対

する課題もあるという認識があるのが一つと、

もう一つは、高額療養費の引き上げが今、議論さ

れる中で、まともにこの不妊治療の方々に負担

がかかってくるんだという認識をしています。

私は自民党に所属していますので、地方から

声を上げていこうと思っていますけれども、こ

ういうことを考えた時に、どうやって数を増や

すかということと併せて、そういった不妊治療

に対しての助成をいま一度検討すべきだと思っ

ています。

今現在、令和7年度の予算で先進医療に対して
は助成をしていますけれども、不妊治療自身に

助成は県はやっていません。市町単独で一般不

妊治療に助成しているところが県内に3市ある
中で、もう少し県として手厚くそこを検討すべ

きだと思いますが、その点に関していかがでし

ょうか。

【浦こども政策局長】 まず、ただいま委員から

ご紹介がありました県が行っている先進医療に

ついての助成の状況でありますけれども、今年

度の助成件数は2月末時点で延べ390件となって
おりまして、昨年度年間実績の延べ259件を上回
る多くの皆様に、この助成事業をご利用いただ

いております。

そうした中、近年、治療の保険適用に加えまし

て、ただいまご紹介がありました地域の実情に

あわせ、独自に支援を行う市町も増加している

状況でございます。

また、不妊治療を取り巻く環境が変化してい

る中で、高額医療費の自己負担額の引き上げに

よる影響懸念等もございますので、こういった

ことも含めて、まずは不妊治療中の皆様の声を

お聞かせいただくなど、現状把握に努めてまい

りたいというふうに考えております。

【前田委員】 現状把握、ぜひアンケート等でや

ってほしいと思っています。

知事、知事は医師ですので、こういったことを

考えた時に、本当に長崎で安心して産んでくだ

さいと環境を整えることは、とても大事だと思

っていて、安心して産めなければ県外に行くと

いう選択肢もやっぱり出てくると思うんです。

足元を見た中で、こういった不妊治療について

も支援を検討してほしいと思います。

そうした中で課題としては、一つ、長崎以外で

そこを展開する中で、やはり一つには胚の培養

士がなかなか確保できないということがあると

思うんです。長崎市内でも長崎大学病院はちょ

っと不明ですけれども、2つの病院を合わせても
6名の培養士の方しかいません。
山梨県においては、山梨大学と一緒になって、

培養士の育成のための助成をしています。

そしてその治療も、先進治療は今、長崎は1か
所しかできないので県外に行っている患者さん

がたくさんいますけれども、他県、福島県などは、

基礎的なところは地元でやって、先進医療は東

京の方のクリニックと契約してやっている。そ

こに対する支援等もやっている実績もあります

ので、こども政策局が今は答弁いただいていま

すが、むしろ医療政策課の方かなとも思ってお

りますので、ぜひ、長崎に暮らす人たちが安心し

て子どもを産める環境の整備については積極的

に取り組んでほしいと思いますし、先ほど指摘

しましたように高額療養費が引き上げられたら、

必ずその方たちの負担が増すということを現場

の方々が心配していますので、今は県の補助は

ありませんけれども、その補助も含めてご検討

いただきたいということを要望しておきたいと
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思います。

3、国際戦略について。
（1）外国人材の受け入れと県産品の輸出につい
て。

昨年同時期の予算総括質疑でも質疑を行って

いますが、外国人材の受け入れは、全体はアジア

国際戦略の中で、最終年度の目標として外国人

労働者として5,012人を目標にしていますが、各
部署における実績を技能実習、特定技能の内訳

と国別という意味での実績、併せて年度当初予

算における関係部局の予算額、事業内容を、この

際確認させていただきます。

【石田産業労働部政策監】 長崎労働局が公表し

ました令和6年10月末時点の外国人雇用状況に
よりますと、技能実習が3,954人、特定技能が
2,552人、合計で6,506人となっております。
また、産業別では、製造業が2,755人と最も多

く、次いで農業が887人、建設業が772人、卸売
業・小売業が621人、医療・福祉が574人となっ
ております。

また、国籍別ではベトナムが2,264人と最も多
く、次いでインドネシアが1,632人、フィリピン
が1,019人、ミャンマーが799人、中国が107人と
なっております。

また、各部局の取組の状況でございますが、産

業労働部では、令和7年度当初予算といたしまし
て外国人材受入関係予算4,448万7,000円を計上
し、新たに長崎市など3市と連携いたしまして、
モデル的に企業における受入環境の整備を支援

するとともに、長崎県で働く魅力を外国人材の

方にお伝えする動画を制作し、積極的に発信す

ることといたしております。

また、企業向けのセミナーや相談窓口の充実

を図るほか、留学生の県内就職促進に取り組む

など外国人材の受け入れに努めてまいります。

【新田福祉保健部長】 続きまして、福祉保健関

係、介護関係の人材についてお答えします。

外国人介護人材の確保につきましては、県が

今年度、介護施設を対象に実施したアンケート

によりますと、外国人材を雇用しておらず、今後

も雇用する予定もない介護施設が半数に上って

おり、その理由といたしまして、住居の確保や受

入れ費用、受入れ後の人材育成などに不安を抱

えておられることがわかりました。

令和7年度の外国人介護人材確保定着促進事
業におきましては、約2,300万円の予算を計上し、
介護施設に対して、新たに県内で働き始める外

国人材の家賃相当額の一部を支援することとし

ております。

また、外国人介護人材育成支援センターを設

置し、介護施設などから人材育成の相談に応じ

るとともに、介護施設に勤務する外国人材に対

して、日本語や介護技術に関する研修を実施す

る予定としております。

【渋谷農林部長】 農業分野におきましては、人

口減少や高齢化に伴う担い手不足を解消し安定

的な労働力を確保するため、特定技能外国人材

の受入れについて株式会社エヌと連携して取り

組み、順調に拡大しているところでありますが、

県内の受入れ側における住環境整備の負担が課

題となっています。

このため令和7年度当初予算において685万
9,000円を計上し、外国人用住居としてJA等に貸
付ける公舎の改修等に引き続き取り組むととも

に、受入れを拡大するJA等に対し、生活に必要
なWi-fi設備や家電の設置等を新たに支援するこ
ととしております。

【前田委員】 委員長、すみません、先ほどの質

問で、不妊治療のところで知事が大きくうなづ

いてくれていたので満足して、3番と4番の質問
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を飛ばしています。最後にさせていただきます

ので、よろしくお願いします。

今、外国人の人材の受入れの状況を答弁いた

だきましたけれども、本当に目標以上に達成し

ているという現状にある中で、今回も予算は上

げていますけれども、その受入れた外国人の方

の生活支援というのは非常に大事だと思います。

各市町でもそういう予算が組めていますけれど

も、ぜひここも市町と連携する中で、受け入れた

外国人の方の就労の相談であったり、生活支援、

もろもろの生活していく中での相談事をきちん

と解決できるような体制整備というものを要望

しておきたいと思います。

あと、物産の方の答弁を求めたいと思います。

【吉田水産部長】水産物の輸出実績は、令和4年
度に過去最高の約72億円でありましたが、令和5
年度は、中国による日本産水産物の輸入停止の

影響により約64億円となっております。
令和7年度当初予算においては約6,900万円を

計上し、中国輸入再開後の県産水産物のシェア

の回復拡大や、アジア諸国における効果的なPR
の実施、生産量日本一の養殖クロマグロをリー

ディング商品とした新たな販路開拓など、県産

水産物の輸出拡大に取り組むこととしておりま

す。

【渋谷農林部長】 農産物の輸出につきましては、

令和5年度の輸出額は、対前年度比9％増の約8億
5,000万円で、近年は増加傾向で推移しており、
長崎和牛やいちご、みかんなどの品目を香港や

シンガポール等へ輸出しております。

令和7年度当初予算においては約6,300万円を
計上し、海外の規制やニーズに対応した輸出産

地の育成支援に取り組むとともに、シンガポー

ルへのさらなる輸出拡大や、周辺国のタイ、マレ

ーシアなどへも広げてまいります。

特に、今後の経済成長が見込まれるタイにお

いては、認知度向上や需要創出を目的として、ト

ップセールスによる長崎和牛やいちご、水産物、

酒などのプロモーションを部局横断で実施する

よう計画しております。

【村田文化観光国際部政策監】 加工品・陶磁器

等につきましてご説明いたします。

これまで中国をはじめとする東南アジアを中

心に輸出拡大に取り組んできており、令和5年度
の輸出実績は約6億9,000万円となり、前年度比
約11％増加しているところでございます。
令和7年度当初予算につきましては約3,200万

円を計上しており、引き続き中国や香港などの

重点地域において販路拡大に取り組むとともに、

海外市場で販路拡大が見込まれる県産品を中心

に、新規市場での商流構築を目指すこととして

おります。

これまでも農水産物等とあわせ県産品全体の

認知度向上や販路拡大に取り組んできたところ

でございますけれども、引き続き関係部局と一

体となりまして、さらなる県産品の輸出拡大を

目指してまいります。

【前田委員】 各部署しっかり取り組んでいただ

いていますので、これからもまた積極的に展開

してほしいと思いますけれども、一つだけ、本県

の特徴として、外国との商取引の窓口として株

式会社貿易公社を使ってやっていますけれども、

全国から見たら、県が株式会社の貿易公社をつ

くってやっているところはまれなんですね。そ

して、そこの社長は誰ですか。浦副知事ですよね。

以前も委員会で指摘していますけれども、やは

りこれだけ海外との取引が自由になってきた時

に、貿易公社のありようとして、浦副知事、忙し

いでしょうけれども、そこを併任する中で貿易

公社をやっていただいているというのも大変か
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なと思った時に、貿易公社のありようについて、

いま一度検討してほしいということを要望して

おきたいと思います。

（2）インドネシアとの連携について。
経済発展が著しいインドネシアにおいては、

経済成長、人口の増加が期待されており、今後の

我が国との交流拡大、外国人材の受入れの可能

性が大であると認識しております。

自民党の会派でも昨年、溝口会派長を団長と

して10人で視察に行き、西ジャワ州との連携協
定を結ぶ環境を整えてきました。

県下の自治体でも長崎市、諫早市、島原市が連

携を模索しており、そのような自治体からも、県

がインドネシアと連携協定を結ぶ中での各自治

体での取組を加速させたいという期待の声があ

ります。条件がそろった中で取り組まないとい

う選択肢は考えにくく、関係する部署には、今年

度から3か年の行程表等も提示させていただい
ております。

ぜひ、この外国に対して積極的に展開してい

く中で、知事としての所見をお尋ねしたいと思

います。

【大石知事】 経済成長が大変著しいインドネシ

アをはじめとする東南アジア諸国でございます

が、経済交流や人材確保等で有望な市場である

とまず認識をしております。

一方で、海外との交流促進や外国人材の受入

拡大に当たりましては、異文化への理解促進や

受入環境の整備等が必要になりますので、来年

度予算におきましても関連予算を計上している

ところでございます。

インドネシアとの連携を進める上では、本県

との関係性、また個別分野の連携について検討

する必要があると認識をしております。

いずれにしても、海外の活力を取り込んでい

くということは本県にとりまして重要であると

考えております。インドネシアとの連携につい

ても、どのような対応が図られるのか、今後検討

を深めてまいりたいと考えております。

【前田委員】 私たちは視察の中で、レバナ地区

の長官と、その7地区の方々の代表の方と意見交
換をしてまいりました。戦略特区を組むレバナ

地区は、7つの地区を合わせて人口が約1,000万
人います。そうした各地区の意見を聞く中で、本

県、日本とビジネスの中で連携が取れそうな業

種として、製造業や水産業、造船、観光分野等、

数多くの分野で本県との連携ができることを確

認してきております。

そして、先行的に政府の方もこの地区に対し

て、政府のプロジェクトとして、今、スマートシ

ティの展開をしているという中で、ぜひ、向こう

からの要望もあるという中で、この機を逃さず、

包括的な連携協定を結んでいただいて、その後、

どんな分野で進展をできるかというのは検討し

ていただいていいと思うんですけれども、その

入口のところを踏みとどまって、なかなか機を

逸してしまうというのは非常にもったいないと

思います。

私たちが行った中で日本語学校も視察してき

ましたけれども、そこでお聞きしたのは、滋賀県

の経済界の方たちが、お金を出し合ってインド

ネシアに日本語学校をつくっています。そこで

学んだ子どもたちは、優先的に滋賀県の中小企

業に出てきているんですね。そういった取組を

している県もありますので、インドネシアに対

しては複数の県の知事も、人材の確保という意

味でもオファーをかけているというふうに聞い

ていますので、ぜひこの機を逸することなく、早

急な検討を企画部や産業労働部を含めたところ

でやっていただいて、検討の結果というものを
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いち早く私たち議会の方に示していただきたい

ということを要望しておきたいと思います。

4、県営バス事業の利用・収支実績について。
（1）バス事業の実績と今後の経営見通しと課題
認識について。

県営バス事業に対する質疑をさせていただき

ます。厳しい環境にあることは理解しておりま

す。これまでの実績と中期経営計画に照らして、

今後の経営見通しと課題の認識についてお尋ね

いたします。

【太田交通局長】 交通局の乗合バスの輸送人員

は、平成26年度以降、高速シャトルバスの強化な
どにより増加傾向にありましたが、コロナ禍以

降、大幅に減少し、収支につきましても令和2年
度は約6億円の赤字となるなど、コロナ禍の影響
を大きく受けたところでございます。

このため交通局では、中期経営計画を見直し、

共同経営方式による長崎自動車株式会社との路

線再編や投資の抑制、長崎県央バスの交通局へ

の統合、資産の有効活用などの経営改善策に着

実に取り組んでまいりました。

その結果、令和4年度及び令和5年度の収支は
黒字を確保し、令和6年度以降も経営計画上、収
支均衡を見込むなど、経営状況は一定回復して

きております。

一方、バス事業を取り巻く環境は依然として

厳しく、軽油費等の物価高騰への対応や、コロナ

禍で抑制していたバス車両の更新のほか、バス

運転士の確保に向けた給与等の処遇改善など

様々な課題への対応が求められております。

こうした中、今後も安全性の確保と経営の健

全性を維持しつつ地域生活路線をしっかりと守

るため、さらなる経営努力を重ねるとともに、同

業他社の動向に留意しながら、運賃の改定につ

いても実施に向けて検討を進めてまいりたいと

考えております。

【前田委員】 コロナ禍で大変なご苦労をした中

で、今、答弁があったように非常に頑張っている

ということは、この数字上からもわかりますし、

今後の中期経営計画をしっかり実行しようとい

う姿勢も感じますので、引き続き頑張っていた

だきたいと思いますけれども、思いますけれど

も、しかし、以前から私は言っている、やっぱり

バス事業の将来的なあり方として、県営バスじ

ゃなきゃならないんだというこの役割ですね、

そこについては、時代が変わっていく中で、また

求められるニーズも変わってくると思います。

先立って、山村議員が質問した中で、島鉄のバ

ス転換は難しいという答弁も出ていましたけれ

ども、そういうところこそ県営バスがチャレン

ジできないのかなということを思ったりしなが

ら聞いていたところです。

以前から、長崎県営バスというのは組織を維

持しなきゃいけないけれども、やはりあるべき

姿としては、県民の足を守る、生活の足を守ると

いうのが大前提としてありますから、今まで以

上に、県民の期待に応えるバス事業を展開して

いくことを要望しておきたいと思います。

（2）バスタ構想の概要と進捗について。
次に、バスターミナルについて質問いたしま

す。今回の委員会の資料等でたくさん出てきて

いますので、委員会の方でいろんな説明があろ

うかと思いますけれども、先だっても質問が出

ていましたけれども、なかなか一般の方に対し

てこの事業の概要や内容というものが知られて

いないという思いを私もいたしております。

改めて、事業の概要と今後の工程について確

認をさせてください。

【中尾土木部長】 長崎駅前バスターミナルの再

整備につきましては、周辺建物との共同建替え
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を目的としまして、関係地権者で構成される準

備組合が昨年設立され、現在、県と長崎市により、

市街地再開発事業の都市計画決定の手続を進め

ております。

現在の事業案の概要ですが、再開発区域は2つ
の街区に分けられます。そのうちの一つ、A街区
は、バスターミナル、商業、業務、宿泊施設を含

む延べ床面積約1万7,000平方メートルのビルと
なり、前面国道にバス停車帯を整備することと

しております。

そしてもう一方の街区、B街区は、商業施設、
駐車場を配置する延べ床面積約4,000平方メー
トルのビルとなり、2つの街区は上空通路にて接
続する形の整備を行うこととしております。

都市計画決定がなされた後は、事業計画や権

利変換計画を策定し、その認可手続を経て工事

へと進んでいく予定でありまして、県と市では、

事業主体であります組合に対して技術的、財政

的な支援を行ってまいります。

【前田委員】 これから建設に入っていくわけで

すけれども、まだまだ現状のバスターミナルと

いうものが何年か使われていく中で、私が問題

視しているのはバリアフリー化がきいてないと

いうことであったり、遊休スペースがあるとい

うことを含めたところで、もっと現状のバスタ

ーミナルの利便性を向上させるべきと思います

けれども、見解を求めたいと思います。

【太田交通局長】 長崎駅前バスターミナルビル

につきましては、現地建替えの方針であること

から、多額の投資は行わず、必要に応じて修繕等

を実施しておりますが、利用者の利便性確保は

重要な課題と認識しております。

そのため交通局では、多言語対応が可能なデ

ジタル運行案内システムの設置のほか、売店を

コンビニへ入れ替えること、コインロッカーの

増設など利用しやすい環境整備に取り組んでき

たところでございます。

遊休スペースの活用につきましては、現在空

室となっている中2階への入居の打診を受けて
調整を行っているところでございます。今後と

も、利用者の利便性向上と施設の有効活用に取

り組んでまいります。

【前田委員】 特に障害を持った方の利用につい

ては、できるだけの配慮をしていただきたいと

いうことを要望しておきます。

（3）現在の長崎駅前バスターミナルの利便性の
向上について。

それで、ヒアリングしていく中で、仮設の期間

があるということでお聞きしました。私は、そこ

の買収した土地の中で仮設を造ると思っていた

んですけれども、仮設は、現在の駅前の方、当初、

バスターミナルを予定していたところに仮設を

造るというふうに確認をさせていただきました。

そういうことを考えた時に、仮設が一定期間

ある中で、今のバスターミナルはその前には仮

設の場所に造るということで基本設計までして、

そこから計画を変更しているんですよね。それ

で今、バスターミナルの計画はありますけれど

も、その建設期間中の仮設を一定期間、駅前のも

ともとの場所で仮設でやるのであるならば、最

初からそこでよかったんじゃないのかなという

疑問も感じているんですよ。それは、基本設計を

された方たちもそういうことをおっしゃってい

ます。

何を言いたいかというと、やはりこういう大

型の案件については、もう少し計画性をもって

やらないと。場所をせっかく移しているのに、そ

の場所がまだ空いていて仮設で使うという現況

がいかがなものなのかなということを思ってい

ますけれども、ぜひ、紆余曲折はありましたけれ
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ども、いいバスターミナルを造ることに邁進し

てほしいということを要望しておきたいと思っ

ています。

質問を落としておりました。2点について質問
をいたします。

（3）こども場所推進事業の財源確保について。
こども場所推進事業の財源確保の問題であり

ますけれども、今回、2,000万円が計上されてい
ますが、人材育成に力を入れてやりたいと言っ

ていますけれども、それぞれの活動が十分に行

えることが前提だと思っていて、この子ども未

来応援基金というものは、まずは場所の提供で

あります。人材の育成かもしれませんが、その先

には、それぞれの民間でやられている活動の運

営費の助成をしていくべきだということを思っ

ていて、そういうことを考えた時には、つくった

ばかりではありますけれども、基金事業をもっ

と拡大すべきだという認識をしております。そ

のことに対して、ご所見を求めたいと思います。

【浦こども政策局長】 こどもの居場所や体験の

提供の充実に向けましては、ただいまご紹介の

ように民間による取組が一定進んでおりますこ

とから、令和7年度におきましては、中間支援組
織の設置や官民ネットワークの構築を進め、

NPO等の相談窓口の設置や研修等による質の向
上により、これらの活動を後押ししてまいりた

いと考えております。

さらに、新たに設置する基金を活用しまして、

居場所の立ち上げや多様な体験の提供に対し財

政的な支援を行うとともに、こども食堂につき

ましては、国のこどもの貧困対策事業を活用し

て、市町と連携しながら運営費を支援していく

こととしております。

こうした取組を通じましてこども場所の充実

を図る中で、進捗状況等も勘案しながら、基金の

活用も含め、さらなる事業の拡大や、その他のこ

ども施策への基金の活用など幅広い視点で検討

してまいりたいと考えております。

【前田委員】（4）共家事・共育ての促進につい
て。

こども政策局に答弁を求めていましたが、ち

ょっと時間の関係で省略をして、このような冊

子をつくってもらって、今、周知啓蒙をしている

ということで、その努力については評価いたし

ますし、頑張ってほしいと思っています。

私の認識の中では、共家事・共育ての周知啓発

のその先にあるのは、やはり男性の労働時間を

減らすことが大事だという認識に私は立ってお

ります。

男性の長時間労働が、生産性、実質賃金を低迷

させ、そして一方で女性に家事を負担させてお

ります。その先が、結局その影響で非婚化、結婚

したくないとなって少子化、この負のスパイラ

ルになっているということを考えた時に、男性

の労働時間を減らすことが大変重要と思ってい

ます。大学の方々の調査等によると、正規雇用男

性の労働時間を1日2時間短縮することができた
ら、出生率は0.35上昇するというような論も国会
等で参考人招致の中で述べられておりました。

そういうことを考えた時に、やはり男性の労働

時間を減らす取組というものが本県においても

必要だと思っておりますけれども、本県の男性

の労働時間の現況というものはどうなっている

のかということと、また、私と同じような認識に

立つならば、今後どのような取組をしていこう

としているのかを、最後にお尋ねしたいと思い

ます。

【石田産業労働部政策監】 毎月勤労統計調査に

よりますと、令和5年における本県男性の1か月
当たりの労働時間は154.5時間と、平成30年から
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の5年間で11.6時間短くなっております。
また、全国平均と比較しますと、本県は1.9時

間長く、平成30年における全国平均との差、7.9
時間よりも縮小はしてきているものの、いまだ

全国平均を上回っている状況にあります。

先ほど委員がご指摘されましたように、労働

時間の短縮は、職場環境の改善に向けた取組と

して企業における人材確保につながるとともに、

従業員の仕事と家庭の両立に寄与するものと考

えております。

このため県では、企業向けセミナーにおいて

周知啓発に努めるとともに、県における認証制

度Nぴかの取得促進に努めてきたところでござ
います。

そのような中、今お話ししましたように、労働

時間は年々減少してきているんですが、まだ全

国平均を上回っている状況にございますので、

引き続き周知啓発に努めますとともに、全国の

取組事例を確認するなどしまして、さらなる短

縮を図るための効果的な取組を検討してまいり

たいと考えております。

【前田委員】 準備不足でばたばたした質疑にな

りました。理事者の方にも大変ご迷惑をおかけ

しました。

以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。

【近藤委員長】 しばらく休憩いたします。

会議は、11時5分から再開したいと思います。

― 午前１０時５３分 休憩 ―

― 午前１１時 ５分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

引き続き、自由民主党の質疑を行います。

鵜瀬委員。

【鵜瀬委員】 改めまして、皆さん、おはようご

ざいます。

自由民主党、壱岐市選出の鵜瀬和博でござい

ます。昨年に引き続き、自由民主党会派を代表し、

令和7年度当初予算に関する総括質疑をさせて
いただきます。

まずはじめに、吉村副議長のご逝去に際し、謹

んでお悔やみを申し上げるとともに、心よりご

冥福をお祈り申し上げます。

それでは、質問の前に、2月議会冒頭に知事よ
りご報告がありましたが、来る3月18日開幕の第
97回選抜高等学校野球大会において、私の母校
であります壱岐高校が、21世紀枠での出場校と
して、本県初の選出を果たしました。

この快挙は、特に全選手が壱岐島出身者のみ

というところも注目され、多くのメディアに取

り上げられており、地元壱岐市はもとより、全国

の離島地域に大きな元気と勇気を与えるもので

あります。

いよいよ明日3月7日には抽せん会があります
が、多くの皆様の応援を力に代えて、壱岐旋風を

巻き起こしてくれることを心から期待しており

ます。これまでの全国からの温かいご支援、ご声

援に心より感謝申し上げますとともに、引き続

き、皆様の熱い応援を、よろしくお願いいたしま

す。（拍手）ありがとうございます。

それでは、早速ですが、質問に入らせていただ

きます。

1、周年事業・大型事業について。
（1）ながさきピース文化祭2025の開催について。

9月14日の開幕まで、残り200日を切りました。
去る2月24日には､プレイベントとしてJR長崎駅
かもめ広場で、「ちょっと見てみんね！神楽の世

界」が開催されました。オープニングでは、県立

希望が丘特別支援学校の皆さんによる迫力ある

和太鼓の演奏が披露され、その後、国の重要無形
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民俗文化財である壱岐神楽、平戸神楽、上五島神

楽が舞われ、多くの来場者でにぎわいました。私

も観覧し、大いに楽しませていただきました。

このように、県内各地でながさきピース文化

祭に関連するイベントが開催され、のぼり旗や

広告物を目にする機会も増えてきました。本文

化祭開幕への期待が日に日に高まっていること

を実感しております。

そこで、ながさきピース文化祭2025の現在の
進捗状況について、お尋ねをいたします。

【伊達文化観光国際部長】本年9月からの「なが
さきピース文化祭」の開幕に向け、これまで国や

市町、文化団体等と連携し、開閉会式を含む各種

プログラムの磨き上げ、出演者の調整や募集な

どを進めてきたところであります。

このほか、節目節目でのプレイベントや、市

町・文化団体、企業等による応援事業の実施、ア

ンバサダーや広報ボランティアによる広報活動、

SNSを活用した情報発信など、機運醸成や認知
度向上にも努めており、現在のところ、文化祭本

番に向け、開催準備は順調に進んでいるものと

考えております。

【鵜瀬委員】 ただいま、進捗状況につきまして

は、認知度向上、そして機運醸成を図るため取り

組んできておられます。

それでは、今後の開催までの取組内容につい

て、お尋ねをいたします。

本文化祭では、開会式、閉会式、そして県及び

市町の主催事業など、合計180以上ものプログラ
ムが県内各地で実施されますが、本文化祭の成

功のため、今後も、市町や関係団体としっかりと

連携し、綿密に準備を進めていく必要があると

考えております。そこで、今後の取組内容につい

て、お尋ねをいたします。

【伊達文化観光国際部長】文化祭のメインイベ

ントの一つであります開閉会式につきましては、

総合演出家の金沢氏と連携し、内容の磨き上げ

を進めており、7月頃には、出演者の発表や観覧
者の募集などを予定しております。

開閉会式以外の県が主催するプログラムにつ

きましても、引き続き事業の磨き上げを進める

とともに、トラベルセンターの設置やリーフレ

ットの発行、公式ガイドブックの制作にも取り

組むほか、運営ボランティアの募集や育成など

にも取り組んでまいります。また、市町が主催す

る各種プログラムにつきましても、円滑に実施

できるよう、県においても支援等に努めてまい

ります。

今後も、市町や関係団体と連携し、文化祭を成

功裏に開催することができるよう、全力を尽く

してまいります。

【鵜瀬委員】（2）日本遺産「国境の島」認定10
周年事業について。

日本遺産については、地域の歴史的魅力や特

色を通じて、我が国の文化・伝統を語るストーリ

ーを文化庁が日本遺産として認定する制度であ

り、現在までに全国で104件が認定を受け、地域
活性化や観光振興に活かそうと取り組んでおり

ます。

「国境の島 壱岐・対馬・五島～古代からの架

け橋～」は、制度が創設された平成27年度に日本
遺産第1号として認定され、これまで県や関係市
町、団体等が連携し、様々な取組を行ってきたと

思いますが、登録から10年が経過し、住民の関心
も薄れてきているのではないかと感じておりま

す。また、「有人国境離島法」が令和9年3月末で
期限を迎えることから、来年度令和7年度は重要
な年となると考えており、延長、改正、拡充の実

現に向けて弾みをつけていくという意味でも、

日本遺産「国境の島」を島民のみならず、県内外
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へのPRを行い、多くの方々にお越しいただく取
組が必要ではないかと考えております。

そこで、日本遺産「国境の島」認定10周年事業
として、どのような取組を行い、離島地域の活性

化につなげていこうとしているのか、お尋ねを

いたします。

【伊達文化観光国際部長】 来年度は、日本遺産

認定10周年の節目の年を迎えますことから、こ
の機会を捉えて、地元自治体等とも連携し、日本

遺産のさらなる認知度向上と誘客促進に取り組

み、離島地域の活性化につなげてまいりたいと

考えております。

このため来年度は、関係4市町によるリレー方
式での講演会や展示会を開催するほか、首都圏

や関西圏でのメディアキャラバンの実施、PR動
画制作やSNS等を活用した情報発信などに取り
組んでまいります。

また、構成文化財を巡り、楽しみながら「国境

の島」の歴史を知ることができるクイズラリー

の実施やストーリーの磨き上げによる魅力的な

旅行商品の造成などにも取り組んでまいりたい

と考えております。

【鵜瀬委員】（3）大阪・関西万博を契機とした
関西プロモーションについて。

4月13日から10月13日まで、大阪の夢洲で開催
される大阪・関西万博は、世界150か国と25の国
際機関はじめ、企業、NGO、NPO、市民団体等
が参加し、約2,820万人が来場予定となっており
ます。

この大阪・関西万博を契機として、本県の認知

度向上及び誘客や消費拡大を図るため、大阪・関

西地区において、一体的かつ戦略的なプロモー

ションに取り組まれるようですが、具体的にど

のような取組を行う予定なのか、お尋ねをいた

します。

【陣野秘書・広報戦略部長】 ただいま委員から

お話がございましたように、大阪・関西万博は、

国内外から約2,800万人の来場者が見込まれて
いることから、本県の魅力を効果的にPRできる
絶好の機会であると捉え、万博会場等において

重点的にプロモーションを実施することとして

おります。

具体的には、9月3日から5日までの3日間、万博
会場におきまして、九州7県合同で共通の観光・
食ブースを設置するほか、長崎県ブースを別途

設置いたしまして、本県の美しい景色と豊かな

食、世界文化遺産等の歴史、文化などを紹介する

動画放映や県産品の提供等を通じて、長崎の魅

力をPRすることとしております。
また、9月中旬には、市町や観光関係事業者等
と連携し、大阪駅周辺におきまして、本県単独の

観光物産イベントの開催も予定しており、観光

情報の発信に加え、付加価値の高い旅行商品の

紹介や県産品の試食・販売などを行うこととし

ております。

引き続き、市町や関係団体等、そして庁内関係

部局と連携を図りながら、一体的かつ戦略的に

情報発信し、本県の認知度向上や、さらなる関西

からの誘客促進等につなげてまいりたいと考え

ております。

【鵜瀬委員】 ぜひ、しっかりとプロモーション

していただきますことをお願い申し上げます。

2、地域振興について。
（1）デジタルノマド受入推進事業について。
近年、世界各国では、世界に3,500万人存在す
ると言われているデジタルノマドを自国に誘致

するため、長期滞在を可能にする在留資格が新

設をされてきているところです。

日本においても、昨年、デジタルノマド向けの

在留資格が新設され、これまでは観光ビザで最
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長3か月の滞在であったものが、最長6か月の滞
在が可能となっているところであります。

今後、国外からのデジタルノマドの訪日が本

格化していくことが期待される状況、あるいは

日本人のデジタルノマドも増えていくことが見

込まれる中で、長崎県においても、その誘致を進

めていくこととしており、昨年度、質問した際に

は、令和6年度において調査等を行い、施策を検
討していくとのことでありました。

そこで、今年度の調査結果を踏まえた来年度

のデジタルノマドの受入推進について、どのよ

うに取り組むのか、お尋ねをいたします。

【小川地域振興部長】 デジタルノマドの受入推

進につきましては、今年度行った調査において、

長崎の自然、歴史・文化は、デジタルノマドに対

して十分な訴求力があることや、古くから異文

化を受け入れてきた歴史的な背景による県民の

高い受容性についても本県の強みとなることな

どが報告されたところであります。

一方で、デジタルノマドの受入環境について

は、世話役となるコミュニティマネージャーの

育成や県民のノマドに対する理解が低いことな

どが課題とされたところであります。

令和7年度においては、受入環境整備のための
中核人材となるコミュニティマネージャーの育

成を図るほか、地域プレーヤーに対する勉強会、

モニターツアーによる本県の魅力体験や海外の

ノマドイベントにおける本県のPRなどを行うこ
ととしており、引き続き、デジタルノマドの誘致

を推進してまいります。

【鵜瀬委員】 私の地元壱岐では、県下でもコロ

ナ感染拡大前から、早くから、都心と同じような

仕事をしながら、自然環境の中でアウトドア等

を体験したりして自分の余暇を楽しむワーケー

ションに取り組んでおります。ぜひ壱岐はじめ、

長崎県への誘致等に向けた取組をお願いして、

次の質問に移ります。

（2）離島や半島等の魅力ある産品の販路拡大支
援について。

本県では、多くのしまを有しており、豊富な食

材に恵まれておりますが、そのようなしまの食

材を全国の方に知っていただき、食べてもらえ

るよう、県ではこれまで、しまの産品ステップア

ップ推進事業に取り組んでこられました。

この事業は今年度で終了とのことであり、来

年度予算案には、新規事業として、ながさき食の

産品サポート事業を計上しておられますが、そ

の事業内容について、お尋ねをいたします。

【渡辺地域振興部政策監】県では、令和2年度か
ら今年度まで、しまの産品ステップアップ推進

事業として、食品流通専門の団体と連携し、離島

4市町の産品を対象に、その生産から販売までの
取組を一体的に支援してまいりました。

この事業により都市圏のスーパー等へ販路が

拡大し、しまの事業者の販売額が増加したほか、

大手食品メーカーとのコラボ商品が実現するな

ど、着実な成果が上がっております。一方で、し

まの事業者からの供給だけでは都市圏等の取引

先の需要に追いつかない事例も生じております。

本土にもすばらしい産品があることから、来

年度からは、これまで離島で取り組んできたス

キームを活用しながら、離島はもとより、本土の

条件不利地域等の産品についても支援を行うこ

とで、取引先の需要に対応するとともに、本土地

域も含めた食の産品振興に取り組んでまいりた

いと考えております。

【鵜瀬委員】 今、政策監が言われたとおり、長

崎県には、離島だけではなく、半島部や過疎地域

など、離島と同様に不利な条件を抱える地域が

数多く存在をします。こうした地域の活性化を
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図るためにも、すばらしい県産品を取り扱う本

土の事業者の皆様にもぜひ積極的にご参加いた

だきたいと考えております。

また、離島の事業者に対しても継続的な支援

を行うことで、地域全体の発展につなげていく

ことが重要と考えております。今後も離島振興

に向けた取組を一層強化していただけるよう、

お願いを申し上げます。

（3）有人国境離島交付金について。
国境離島に住む住民にとって必要不可欠な

「有人国境離島法」が施行され、今月末で丸8年
を迎えます。特定有人国境離島地域の社会維持

のため、国においては、有人国境離島交付金が当

初予算で毎年50億円措置されておりますが、し
かし、近年の物価や燃料の高騰により、航路・航

空路運賃の低廉化や輸送コストの支援に影響が

出るのではないかと危惧をしております。つき

ましては、同交付金の状況について、お尋ねをい

たします。

【渡辺地域振興部政策監】 内閣府の特定有人国

境離島地域社会維持推進交付金の運賃低廉化事

業と輸送コスト支援事業については、同交付金

内で優先的に配分をされているほか、令和5年度
と6年度には、全国的な燃料高騰対策として補正
予算が計上されるなど、事業に支障が出ないよ

う措置をされてきたところであります。

本県においては、双方の事業に係る事業費が

年々増加傾向にあり、今後も航路・航空路運賃の

値上げ等により、さらなる事業費の増加が見込

まれております。引き続き、政府施策要望など、

あらゆる機会を通じて有人国境離島地域の社会

維持に支障が生じないよう、必要となる予算額

の確保について、関係市町等と連携しながら、国

へ要望してまいりたいと考えております。

【鵜瀬委員】 何度も言いますけれども、「有人

国境離島法」は令和9年3月末で期限を迎えます
が、法律の延長はもとより、予算の確保、支援策

の拡充も重要と考えております。「有人国境離島

法」の延長、改正、拡充に向けて、関係市町とも

連携し、ぜひ政府・与党へしっかりと知事はじめ、

要望していただくよう、よろしくお願いをいた

します。

3、福祉保健行政について。
（1）離島の公立診療所におけるオンライン診察
体制の構築について。

離島においては、県病院企業団が運営する離

島基幹病院のほか、離島住民の身近な一次医療

として、公立診療所が地元市町により運営をさ

れております。

今後、離島における人口減少が進行する中、こ

の公立診療所の医師を継続的に確保していくこ

とは、非常に困難になると予想されます。しかし、

そのような状況においても、安定的に医療を提

供できる体制を整えることは大変重要であると

考えます。

こうした中、県では、来年度の新規事業として、

離島の公立診療所におけるオンライン診療体制

の構築を支援する予定となっております。具体

的に、どのように進めていくのか、お尋ねをいた

します。

【新田福祉保健部長】 医療分野におけるICTの
活用は、医師が少ない地域における診療や医師、

看護師の勤務環境の改善を図るうえで有効であ

り、オンライン診療は、離島・へき地の医療提供

体制を確保するうえで、重要な手段の一つであ

ると考えております。

県内の離島におきまして市町が運営しており

ます49診療所のうち、31診療所には常勤の医師
がおらず、常勤の医師がいる診療所においても、

働く医師は比較的高齢である中、離島における
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安定的な医療提供体制のあり方について、考え

ていく必要があると認識をしているところです。

そのため県では、離島の公立診療所における

オンライン診療や巡回診療車などの普及、拡大

に向けた協議会を設置するとともに、オンライ

ン診療に係る体制構築をモデル事業として支援

をすることとしております。

県といたしましては、離島の市町をはじめ、関

係機関と連携をしながら、オンライン診療など、

ICTの効果的な活用促進に向けて、積極的に取り
組んでまいります。

【鵜瀬委員】 二次離島はじめ、離島の地域医療

の維持確保のため、しっかりと取り組んでいた

だきますようお願い申し上げます。

（2）ドクターヘリの運航拡大について。
ドクターヘリは、医師を救急現場に迅速に派

遣し、素早く治療を開始できるため、救急患者の

救命率向上や後遺症の軽減につながります。特

に、離島の住民にとっては極めて重要な救急搬

送手段であり、その拡充が長年期待をされてき

ておりました。

このたび、令和7年度の当初予算案において、
ドクターヘリの拡充に係る予算が計上されてい

ますが、その目的や事業内容について、お尋ねを

いたします。

【新田福祉保健部長】 ドクターヘリにつきまし

ては、例年、出動要請件数が約1,000件程度に上
り、そのうち、既に出動中で対応できない件数が

100件を超えております。そのため、より多くの
搬送要請に応じることができるよう、長崎県病

院企業団において、医師を離島に運ぶために週3
日程度運航しておりますヘリコプターを、その

運航がない日にドクターヘリの2機目として導
入することとしております。

なお、2機目につきましては、1機目と同様に、

長崎医療センターへ配置することとしておりま

して、現在、令和7年度中の運航開始に向けて、
準備を進めております。

県といたしましては、今後とも、効果的なドク

ターヘリの運用により、救命率の向上を図ると

ともに、救急患者の搬送体制の強化に努めてま

いります。

【鵜瀬委員】 引き続き、県民の安全・安心の維

持、そして緊急搬送体制の強化にしっかりと努

めていただきますよう、よろしくお願いします。

（3）透析患者の送迎支援について。
透析患者は、医療機関における透析治療を週3
回、長期的に受ける必要があり、そのための通院

は、当事者にとって、経済的、身体的に大きな負

担となっております。

県では、現行の送迎支援団体への運営費補助

に加え、来年度から新規事業として、透析患者に

対する交通費の助成を行うことにしております

が、その取組内容について、お尋ねをいたします。

【新田福祉保健部長】 今年度、透析患者を対象

とした交通費の実態調査を実施いたしましたと

ころ、介護タクシーなどを使って通院せざるを

得ない方など、多額の通院費用の負担を強いら

れている方々が一定数見受けられました。

県といたしましては、実態調査の結果を踏ま

えまして、新たに、透析患者を対象とした交通費

助成制度を創設することとしており、具体的に

は、透析患者のうち、月の通院費用が2万円を超
える低所得者の方々を対象に、2万円を超過する
額の2分の1を助成することとしております。
今後、市町や医療機関、患者団体などと連携を

しながら、対象となる方へ十分な周知を行った

うえで事業を実施し、透析患者の方々の負担軽

減を図ってまいります。

【鵜瀬委員】 通院の負担軽減につながるものと
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して、当事者の方は大変期待をしているのでは

ないかと思います。制度の情報が当事者の方々

に行き届き、しっかり利用されるよう、関係者と

連携し、積極的な周知をお願いします。

4、産業労働行政について。
（1）新エネルギー関連産業について。
新エネルギー関連産業拠点形成事業費につい

て、お尋ねをいたします。

新しい技術やビジネスによって課題解決を図

り、新たな需要を創出することで、カーボンニュ

ートラルの達成や産業競争力の強化を目指す動

きが世界的に加速をしております。県において

も、他県に先駆けて洋上風力産業に取り組み、県

内関連産業の発展 を推進している点は高く評

価をしております。

特に、エネルギーは、県民生活や経済活動の基

盤となるものであり、世界的なカーボンニュー

トラルの潮流の中で、LNGなどの天然ガスへの
燃料転換に加え、水素やアンモニアの活用を進

める必要があります。

特に、水素は、燃焼時に二酸化炭素を排出せず、

鉄鋼、化学、モビリティなどの多様な分野での活

用が期待されていることから、カーボンニュー

トラル実現の鍵となるエネルギーと考えられま

す。私の地元壱岐では、フグの陸上養殖における

実証実験を通じた再生可能エネルギー水素シス

テム事業が脱炭素チャレンジカップ2024におい
て最高位の環境大臣賞を受賞し、注目を集めて

おります。

今後、新たに立ち上がる水素市場に県内企業

が積極的に参入していくことが求められると考

えますが、来年度における水素関連の新規事業

について、お尋ねをいたします。

【宮地産業労働部長】県では、水素については、

昨年5月、供給・利用を早期に促進する「水素社

会推進法」が成立するなど、今後、関連市場の成

長が見込まれると考えております。

このような中、来年度においては、水素市場へ

の参入に向けた基礎データを把握するため、広

く県内企業の意向や技術などを調査してまいり

ます。

一方、産学官のメンバーからなる長崎県水素

事業化研究会において検討が進んでいる県内企

業と大手企業が連携した水素関連の実証プロジ

ェクトなどについては、具体的な実装の取組に

つながるよう、県内企業の技術力向上などに対

し、支援を実施してまいります。

今後とも、県では、成長分野である水素市場へ

の参入を目指す県内企業を後押ししてまいりま

す。

【鵜瀬委員】 こういった水素エネルギーが普及

するまでにはまだまだ時間がかかると思います

が、県内企業が水素関連産業に参入できるよう

に、今のうちからぜひ準備を進めていただくよ

うお願いをいたします。

5、農林水産業の振興について。
（1）養殖産地の成長支援について。
多くの離島や半島を抱える本県は、全国有数

の長い海岸線を持ち、変化に富んだ地形を有し

ていることから、海面養殖に適した地域が多数

存在します。この恵まれた環境を活かし、クロマ

グロやブリ、トラフグなどの養殖業が盛んに行

われており、全国屈指の生産量を誇っておりま

す。

養殖業をさらに発展させるためには、豊かな

漁場環境を最大限に活用しながら、生産者の事

業改善や生産性向上を進め、養殖産地の成長を

促していくことが必要と思います。しかし、本県

では、養殖業が盛んな他県に比べて経営規模が

小さく、近年の餌代の高騰や赤潮などの厳しい
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環境の中で、新たな取組への挑戦が思うように

進んでいないのが課題と考えております。今後、

県はどのようにして養殖産地の育成を図ってい

くのか、お尋ねをいたします。

【吉田水産部長】 県といたしましては、各養殖

産地を牽引する中核的養殖業者の養殖技術など

をさらにレベルアップすることで、産地育成を

図ってまいりたいと考えております。

そのため、中核的養殖業者による生産性向上

のための新たな養殖手法や先端機器の導入など、

地域の先駆けとなる養殖モデルの実践を支援し、

その成果を波及させていくこととしております。

【鵜瀬委員】（2）水産物の輸出拡大について。
産業振興の観点からは、生産性向上に向けた

技術支援だけではなく、育てた魚をいかに高く、

そして多く販売するかといった販売戦略の視点

も重要と考えます。生産者の所得向上を図り、養

殖業を持続的に発展させるためには、世界の水

産物市場に目を向け、輸出の大幅な拡大を進め、

新たな市場を開拓することが不可欠です。

本県は、クロマグロの生産量が全国1位、ブリ
の生産量が全国5位を誇る全国有数の養殖産地
であり、高単価が期待できる魚種を中心に、海外

市場へ販売をさらに強化すべきと考えます。県

は、養殖魚の輸出拡大にどのように取り組んで

いくのか、お尋ねをいたします。

【吉田水産部長】 本県産養殖魚の輸出拡大を図

るためには、経済成長が著しいアジア諸国をタ

ーゲットとして、新たな輸出ルートを開拓して

いくことが重要であると考えております。

そのため、中国輸出を通して関係性を強化し

てきたパートナー企業と連携して、韓国、香港、

タイで、見本市出展や販促イベントなどに取り

組んでまいります。また、生産量日本一の養殖ク

ロマグロをリーディング商品として、アジア諸

国への新たな販路開拓を進めてまいります。

【鵜瀬委員】（3）高能力雌牛の導入促進につい
て。

去る2月17日、JAグループ長崎の主催により、
子牛価格の下落や飼料等の生産資材の高騰で肉

用牛経営は大変厳しい状況に置かれているため、

この苦しい状況を生産者、関係者が団結して乗

り切ることを目的に、肉用牛経営危機突破長崎

県生産者大会が開催をされました。私自身も大

会に参加し、肉用牛農家の危機的な状況を肌で

感じ、肉用牛の繁殖農家においては、この厳しい

状況に打ちかつ前向きな取組支援が必要であり、

農家が安心して経営を継続してもらうためにも、

早急な対応が必要と考えております。

こうした中、肉用牛の生産対策として、これま

での取組に加え、新たな価値を備えた肉用牛の

改良に取り組み、持続可能な肉用牛生産を推進

すべきと考えます。そこで、高能力雌牛の導入促

進について、消費者のニーズに合った、おいしさ

に着目した県内繁殖雌牛の整備に向けた県によ

る支援内容をお尋ねいたします。

【渋谷農林部長】 県では、これまで脂肪交雑や

枝肉重量の増加を図るため、種雄牛の造成や優

良な繁殖雌牛の導入支援など、肉用牛の改良を

進めてきたところです。

今後は、これまでの産肉能力の向上に加え、消

費者ニーズに合った、おいしさ能力の高い繁殖

雌牛群を効率的に整備するため、雌子牛の導入、

ゲノミック評価や受精卵移植の取組を支援する

ことで、おいしい長崎和牛の生産による肉用牛

産地の維持発展と生産者の所得向上を図ってま

いります。

【鵜瀬委員】 引き続き、県におきましても、関

係団体と連携し、高品質な肉用牛の生産コスト

の縮減、規模拡大など、農家に寄り添った生産支



令和７年２月定例会・予算決算委員会（総括質疑）（３月６日）（未定稿）

36

援体制を、よろしくお願いいたします。

（4）長崎和牛の輸出拡大について。
先ほども言いましたとおり、肉用牛経営危機

突破長崎県生産者大会において、肥育農家から

は、「国内流通はもとより、輸出の拡大に向けた

さらなる取組が必要」との声が聞かれました。

長崎和牛が海外でも評価され、輸出が拡大す

ることは、生産者の所得向上につながるととも

に、生産意欲が向上すると考えます。そこで、長

崎和牛の輸出拡大に向けた取組の現状と、今後

どのように取り組まれるのか、お尋ねをいたし

ます。

【渋谷農林部長】 県ではこれまで、関係団体等

と構成する長崎和牛銘柄推進協議会において、

シンガポール等でのフェア開催や長崎和牛指定

店の拡大に取り組んだほか、タイへの新たな販

路を開拓した結果、令和5年度の輸出額は約2億
5,000万円となり、前年度比で約6％増加してお
ります。

また、本年2月には、タイの日本料理レストラ
ンにおいて、現地飲食店等に対し、生産者が長崎

和牛の魅力についてプロモーションを実施し、

指定店の拡大につながっております。

令和7年度は、若手生産者によるタイ等の量販
店におけるフェア開催、ベトナムやマレーシア

での新たな販路開拓を目的としたプロモーショ

ン等を実施することとしており、長崎和牛のさ

らなる輸出拡大に向け、生産者や関係団体と一

体となり、取り組んでまいります。

【鵜瀬委員】 今後も、肉用牛生産者の経営安定

のため、生産支援対策と併せ、長崎和牛の消費拡

大、輸出拡大に取り組んでいただくようお願い

をいたします。

6、教育行政について。
（1）遠隔教育センターの開設について。

生徒数が減少している離島・半島部の小規模

高校では、学校の小規模化に伴い、教員数も減少

し、生徒の進路希望等に応じた多様な科目開設

が難しいといった課題があります。

このような状況で、長崎県遠隔教育センター

が令和7年4月に開設し、ICTを活用して遠隔授業
を配信したり、外部人材などを活用してオンラ

インで生徒の学びを充実させたりすることは、

大変意義が大きいと考えております。

今年度も情報科の遠隔授業を配信したと聞い

ておりますが、今後どのように遠隔教育センタ

ーを活用していきたいと考えているのか、その

意気込みをお尋ねします。

【前川教育長】 離島・半島地域においても、地

元に居ながらにして夢や進路希望を実現できる

環境を整えるため、地域や学校規模などにとら

われない多様で豊かな学びを遠隔教育センター

からオンラインで提供したいと考えております。

今年度は、先行して情報の授業を配信してお

りまして、遠隔事業ならではの工夫を重ねてき

たところでございます。

この4月からは、情報だけでなく、理科、英語、
数学などの科目も配信することといたしており

まして、生徒たちが学校の枠を超えて交流でき

るように、メタバースの活用も考えているとこ

ろでございます。

今後は、蓄積した遠隔授業の知見やノウハウ

を県内外に積極的に発信をいたしまして、やが

ては全国における遠隔授業活用のモデルとなれ

るように取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

【鵜瀬委員】 （2）世界とつながるNAGASAKI
グローバル人材育成事業について。

インバウンドが近年、急激に増加し、国内の観

光業を中心に活況を取り戻しつつあります。こ
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のような中、国際県長崎の地域経済の発展を考

えた時、グローバルな人材、つまり語学力を高め

ることがますます重要になってくると考えます。

そこで、「世界とつながるNAGASAKIグロー
バル人材育成事業」について、この事業の狙いや

内容について、お尋ねをいたします。

【前川教育長】 異なる文化や背景を持つ人とコ

ミュニケーションを図るためには、幅広い教養

や主体性、協調性が必要であり、その入口となる

語学力を高めることは重要なことと考えており

ます。

本事業では、住んでいる地域を問わず、気軽に

外国の方とつながる機会を増やすために、メタ

バース空間を利用して、高校生がALTや外国人
留学生などと英語や韓国語で会話や交流を行う

ことといたしております。

また、高校生が校外でも進んで英語の学習に

取り組めるように、難易度の異なる3種類のオン
デマンド教材を作製することといたしておりま

す。これは中学3年生も視聴を可能とすることで、
中高の学びの接続を図り、一層の英語力の向上

を目指してまいりたいと考えております。

さらに、国内外で活躍されている方の講演会

を実施し、語学力に加えまして、子どもたちの積

極性やチャレンジ精神などを引き出すことで、

国際県長崎を支えるグローバル人材の育成に努

めてまいります。

【鵜瀬委員】（3）「健やかな体」育成プロジェ
クトについて。

報道等にあるように、近年の子どもの体力や

運動能力の低下は深刻な問題です。体力は、健康

で豊かに生活するうえで必要なもので、生きる

力の重要な要素と考えます。社会環境や生活様

式の変化など、様々な要因があるかもしれませ

んが、子どもたちの体力低下は、将来的に社会全

体の活力低下にもつながりかねません。

子どもたちの体力や運動能力の向上は大変重

要と考えますが、「健やかな体」育成プロジェク

トに取り組むことに至った背景や具体的な事業

内容と展開方法について、お尋ねをいたします。

【前川教育長】 国が実施する体力調査によりま

すと、生活習慣等の変化に伴い、子どもたちの体

力や運動能力は低下傾向にございまして、1週間
全く運動しない子どもの割合も増加しておりま

す。

そのため本事業では、子どもたちが体を動か

すことが好きになり、継続して運動やスポーツ

に親しむ習慣や資質を身につけるために、体育

の授業の充実に加えまして、新たに、家庭や地域、

プロスポーツ等と連携した体力向上の取組を切

れ目なく展開してまいります。

具体的には、運動への興味、関心を高めるため

のプロスポーツ選手との交流会や家族で一緒に

体を動かすセミナーの開催、また運動の機会を

増やすために、学校内にボール当て用の的を描

いたり、あるいはジャンプや、ぶら下がり用のロ

ープを設置するなどしまして、思わず体を動か

したくなるような環境づくりなどに取り組んで

まいります。

今後3年間で県内各市町にモデル校を設置し
たうえで、その成果を広く発信しながら、県下全

域の取組につなげてまいりたいと考えておりま

す。

【鵜瀬委員】 ぜひ学校、家庭、地域のそれぞれ

の場面で、一体的に、楽しみながら体を動かす機

会を提供できるよう、各市町の体力推進モデル

校から発信、周知していただくよう、取組をよろ

しくお願いします。

最後に、多くの離島や半島を抱える本県では、

地理的要因や交通移動時間においてハンディキ
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ャップがあります。しかし、近年のICTやドロー
ンなどの技術を積極的に活用することで、教育、

医療、福祉の分野において、住んでいるところに

関係なく、県内全ての地域で平等なサービスが

受けられる環境の整備を強く求めます。

以上の点を踏まえまして、今後のさらなる施

策の充実をお願い申し上げ、私の令和7年度当初
予算に関する総括質疑を終了いたします。

ありがとうございました。

【近藤委員長】 冨岡委員。

【冨岡委員】 西彼杵郡選挙区選出、自由民主党

の冨岡孝介でございます。

質問に入ります前に、吉村前副議長のご逝去

に際し、ご冥福を心よりお祈り申し上げます。

吉村先生とは、私は県議会議員になって以来、

文教厚生、総務、観光生活建設委員会と、全ての

常任委員会でご一緒し、ご指導をいただいてま

いりました。

吉村先生、これからも長崎県政の行く末と、そ

して私のことをお見守りください。「お前のこと

は、もう見とうなか」というお声が聞こえてきそ

うですが、よろしくお願い申し上げます。

早速質問に入らせていただきます。

1、イノベーション・DXの推進について。
イノベーションとは、新しい技術や発想で社

会に大きな変化を起こすこと、DXとは、デジタ
ルトランスフォーメーションの略で、デジタル

技術で社会や生活の形を変えることとされてお

ります。

（1）空飛ぶ未来を拓くドローンワールドプロジ
ェクトについて。

本県は、離島・半島地域を多く抱え、県の人口

は、1960年の176万人をピークに、2020年の131
万人に対し、2050年には86万8,000人に、およそ
33％減少する見込みとなるなど、人口減少や少

子高齢化が全国の倍の速度で進んでおり、人手

不足や生産性向上等の課題も多く抱えているも

のと認識しております。

こうした課題に対応し、持続可能な社会を構

築していくためには、様々な新技術を活用した

イノベーションやDXの推進が重要と考えてお
ります。

新技術の一つであるドローンについては、昨

年6月に、新技術実装連携“絆”特区として、福
島県とともに指定を受け、規制、制度改革など、

先進的な取組を進める一方、今年度、新規事業と

してスタートした「空飛ぶ未来を拓くドローン

ワールドプロジェクト」についても、これまでド

ローンプラットフォームを開設し、プラットフ

ォームとはサービスやシステムなどを動作する

ための基盤、土台の部分をいいます。プラットフ

ォームを開設し、全国でも最も多い登録者数と

なるなど、一定の成果が上がっているものと認

識しておりますが、今後は、これらの事業者らに

よるさらなるドローンの利活用を図る必要があ

ると考えております。

令和7年度においては、ドローンの利活用をさ
らに進めるために、マッチングを促進する事業

を行うものと伺っておりますが、今年度のドロ

ーンワールドプロジェクトの内容を含めて、マ

ッチングに関わる新規事業の内容について、お

伺いいたします。

【早稲田企画部長】 県におきましては、ドロー

ンの利活用を促進することによる地域課題への

対応やイノベーションの創出に向けて、ドロー

ン事業者とユーザーをつなぐマッチング事業に

取り組んでいるところであります。

今年度は、ドローン事業者とユーザーのマッ

チングサイトである「長崎県ドローンプラット

フォーム」を開設し、橋梁等のインフラ点検や農
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薬散布、空からの撮影を行う空撮サービスを提

供する事業者など、全国最多となる50事業者の
登録があり、新たな利活用に関する相談等が行

われております。

令和7年度におきましては、新たにドローンプ
ラットフォーム登録事業者の産業分野ごとのニ

ーズに合わせました出張相談会や、“絆”特区

においてともに取組を進めております福島県の

機体メーカーとの事業連携を促進するための機

体展示会などを開催することとしております。

県としましては、ドローン活用の先進地を目

指して、引き続き、様々な分野でのドローンの利

活用を進め、県民サービスの向上等が図られま

すよう努めてまいりたいと考えております。

【冨岡委員】 ドローン活用の先進地、ドローン

大国を目指して頑張ってまいりましょう。

（2）自動運転の実証運行について。
昨年12月、愛媛県松山市では、運転手を必要と

しないレベル4、自動運転による路線バスの運行
が全国で初めて始まったところです。

この自動運転のレベルについては、国土交通

省の資料によると、レベル1からレベル5に分か
れております。

まず、レベル0というのもあるらしくて、レベ
ル0は、我々が普通運転する通常の何もないやつ
がレベル0です。
そして、レベル1は自動ブレーキなどの運転支

援、レベル2はハンドルやアクセル、ブレーキの
操作の運転支援、皆様の車にも載っているかも

しれないですね。前の車の追従機能とか、レーン

キープアシストとか、そういうのをレベル2と言
うそうです。

レベル3は、高速道路などの特定条件下での自
動運転、ハンズオフとか、アイズオフと言われて

いるみたいですけれども、そういったものであ

るとか、条件外ではドライバーによる安全確保

を必要とするものを言うそうです。

そして、レベル4では、過疎地域や高速道路と
いった特定条件下での完全自動運転、もう人が

乗っていなくてもいい状態、それをレベル4。
そして、レベル5が、もうどんな条件下におい
ても、完全に人がいなくてもいい状態、運転免許

がなくてもいい状態、それを完全自動運転とさ

れております。

県では、県内における自動運転バスの社会実

装に向けて、長崎空港とJR九州新大村駅間で自
動運転バスの実証運行を行うこととされており

ます。

そこで、1つ目、県が社会実装、社会実装とは
研究開発によって得られた知識、技術、製品、サ

ービスを実社会で活用すること、社会実装を目

指していく自動運転のレベルと、2つ目、県とし
て自動運転の実証実験に取り組む理由、目指す

効果についてお尋ねします。

【小川地域振興部長】 路線バスについては、運

転手不足の深刻化などを背景に、減便や廃止の

動きが顕在化しており、こうした課題に将来的

に対応していくため、県では、一定の条件下で運

転手を必要としないレベル4の自動運転バスの
社会実装を目指していきたいと考えております。

このレベル4の自動運転の社会実装に向けて
は、県内でのモデルを構築していく必要がある

ため、県としては、主要交通拠点間のアクセス向

上を目指して、長崎空港から新大村駅間での実

証実験に今年度から取り組んでおり、今後、県内

の市町において、地域内交通への導入を検討す

る際のモデルケースとなることを期待しており

ます。

【冨岡委員】レベル4の自動運転を目指して、今
年度からの自動運転の実証実験に取り組んでい
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るとのことでした。

それでは、今年度事業の実施結果と、そして、

来年度事業の取組概要についてお尋ねいたしま

す。

【小川地域振興部長】 今年度は、自動運転バス

の実証運行のための事前調査として、長崎空港

から新大村駅間の運行ルート案の検討や高精度

3Ｄマップの作製、ルート上の危険箇所の調査や、
その対策の検討などを実施しております。

令和7年度は、今年度の事前調査の結果を踏ま
え、まずは運転手の常時監視下のもとで自動運

転を行うレベル2による実証運行を予定してお
ります。この実証運行を通して、自動運転に対す

る地域住民の理解の促進や、レベル4の自動運転
の実証運行に係る技術面の検証などに取り組ん

でまいりたいと考えております。

【冨岡委員】 自動運転については、運転手不足

などの課題に対する解決手段となるほか、控室

での鵜瀬議員からのお話でもあったんですけれ

ども、例えば、早朝などの既存の公共交通が運行

していない時間帯において、移動手段の充実策

としても期待されております。将来的な社会実

装に向け、実証実験などの取組をしっかりと進

めていただきたいと思います。

（3）外部デジタル人材の活用について。
イノベーション・DXを進めていくに当たり、

地域課題解決には、デジタル技術を活用した取

組が必要となることも多く、社会実装に向けて、

デジタル人材の活用が欠かせないものと考えて

おります。

全国的にも、いわゆるデジタル人材は人手不

足の状況にあり、どのように確保していくかが

課題となるものと考えております。

県は、外部デジタル人材を活用した新たな事

業として、県・市町が共同でデジタル人材を活用

することにより、DX推進体制を構築することと
しておりますが、本事業の概要とどのような課

題の解決を図っていくのかについて、お尋ねい

たします。

【早稲田企画部長】 県では、行政や地域のデジ

タル化を推進するためには、専門的な知見等を

取り入れて進めていくことが有効であると認識

しております。

一方で、市町においては、単独の自治体で専門

的なデジタル人材を確保することが難しい面も

ありますことから、令和7年度より、デジタル人
材を県が一括して確保し、希望される市町とと

もに共同利用しながら、行政DXやデータ利活用
の促進を図ってまいりたいと考えております。

具体的には、市町の窓口において、住民の方々

が書類に記載する作業を減らすためのデジタル

化や、マイナポータル等を活用した電子申請の

推進などを支援することとしており、県民生活

の利便性向上を目指して取り組んでまいりたい

と考えております。

また、各種の事例については、県内の市町にお

いて共有していくなど、横展開を進めまして、

県・市町全体のDX推進が図られますよう努めて
まいります。

【冨岡委員】 もう今日はお尋ねしませんけれど

も、今後、委員会などにおいては、そのデジタル

人材、求めているところの定義であるとか、あと

は数値的な部分、なかなか数値で出すのは難し

いかもしれませんけれども、どれだけ不足して

いるのか、そして、目標値、そうしたところをお

尋ねしていけたらと思います。

（4）セキュリティ・デジタルビジネス共創促進
事業費について。

近年、社会のデジタル化が急速に進み、あらゆ

る場面でITが活用されるようになっています。
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県内の情報関連企業においても、ユーザーの

デジタル化ニーズを捉えるなど、受注拡大を図

っていくことが重要であると考えております。

そのためには、県内企業が最新技術をキャッ

チし、習得する環境が必要ですが、本県では、技

術者が働きながら技術力の向上ができる仕組み

として、大学等と連携した人材育成講座を開催

されており、その取組を評価させていただいて

おります。

また、県では、オフィス系企業の誘致にも取り

組まれており、情報システム関連企業の立地が

続いているところですが、県内企業に対しても

誘致企業との企業間連携を促進することで受注

拡大につなげる必要があると考えております。

県は、その支援についても取り組まれている

とお聞きしております。

そこで、改めまして、県内情報関連企業の人材

育成や、誘致企業との連携に向けた県のこれま

での取組と、今回、セキュリティ・デジタルビジ

ネス共創促進事業において、新たに予算化され

ているサイバーセキュリティ分野での取組内容

についてお尋ねいたします。

【宮地産業労働部長】 県では、情報関連産業の

振興を図るため、産学官連携による県内企業の

人材育成に努めるとともに、誘致企業との連携

等を促進することにより、県内企業の売上げ拡

大などに取り組んでまいりました。

具体的には、人材育成については、長崎大学等

と連携し、AIやセキュリティなど先端技術の講
座を開催し、これまで7年間で328人を育成して
まいりました。

また、誘致企業との連携については、誘致企業

による金融関連システムの開発や、医療関連の

制御プログラムの開発において、県内企業の研

修等に要する経費を県で支援することなどによ

り、協業が進み、県内企業の売上げ拡大につなが

った事例も出てきております。

さらに、来年度からは成長が見込まれるサイ

バーセキュリティ分野において、県内企業が培

った技術や人材を活かした市場参入を促進する

ため、県では、大手企業とのマッチング機会の提

供や、参入に必要な国の認定取得などを支援し

てまいります。

今後とも、県内企業の売上げ拡大を図るため、

産学官連携による人材育成に努めるとともに、

成長するサイバーセキュリティ分野への参入を

促進してまいります。

【冨岡委員】 情報関連産業の中でサイバーセキ

ュリティ分野に特化して支援を行う事業は、他

県ではあまり見られず、本県の強みを活かすこ

とができるものでもありますので、来年度から

もしっかりと進めていただけたらと思います。

県内において、セキュリティ分野を中心に情

報関連企業が事業拡大を図り、大きく発展を遂

げる企業が次々と生まれることを期待していま

す。

（5）大学等の取組み・連携について。
西彼杵郡長与町にはシーボルト校がございま

すが、長崎県立大学では、全国初の情報セキュリ

ティ学科の設置や、最先端の設備を備えた情報

セキュリティ産学共同研究センターが開設され

るなど、実践的な教育が実施されるすばらしい

環境が整っております。

さらに、情報セキュリティ学科の就職率は

100％を維持しており、即戦力として活躍できる
人材が育成・輩出されていることは、本県の大き

な強みであると評価させていただいているとこ

ろです。

このような強みを活かし、大学では、様々な活

動が実施されているとは思いますが、先ほどの
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セキュリティ・デジタルビジネス共創促進事業

等と連携することで、さらに充実した取組がで

きると考えておりますが、県としてのご見解を

お聞かせいただけたらと思います。

【中尾総務部長】 県立大学では、先ほど委員も

お触れいただきましたとおり、令和5年度に情報
セキュリティ産学共同研究センターを開設し、

実践的な人材育成と共同ラボに入居する企業等

との共同研究を積極的に実施しているところで

ございます。

委員ご指摘のセキュリティ・デジタルビジネ

ス共創促進事業に関連する県立大学の取組とい

たしましては、セキュリティセンターと共同で

したセキュリティイベントの開催を計画してい

るところでございます。

このイベントは、人材育成や意識啓発を目的

としており、情報セキュリティ学科に在籍する

学生や県内の若手技術者などが実戦形式の講座

を受講することで専門知識が習得できる内容が

予定されております。

また、大手セキュリティ企業や県内IT企業の
参加も見込まれていることから、セキュリティ

センターの施設や学生をPRできるよい機会とな
り、共同研究のさらなる推進や学生の県内企業

での活躍の場の創出にもつながることが可能と

考えております。

県といたしましても、このような取組を通し

て、これまで以上に長崎県立大学の認知度が向

上し、地域経済に貢献できる魅力ある大学とな

るよう、関係部局としっかり連携してまいりた

いと考えております。

【冨岡委員】 情報セキュリティ大国を目指して

頑張ってまいりましょう。

2、国際交流及びインバウンド対策について。
（1）平和発信の取組について。

特に、今から来年度のNPTの活動についてお
伺いしますので、改めましてNPTとは、というこ
とで。NPTは、「Nuclear Non-Proliferation
Treaty」ということですね。Nuclear Treaty（ニ
ュークリア・トリニティ）、NがNuclearで、Non-
Proliferationというのが不拡散ですね。Treaty
が条約ですからNPTということですね。
もう一つ、余談になるかもしれませんが、核兵

器禁止条約の方はTPNWということで、Treaty、
さっき言った条約ですね。of the Prohibition、こ
っちは禁止の方ですね、Prohibitが禁止するです
から。of Nuclear Weponsですから、Nuclearが
核で、WeaponがWということで、これがTPNW
で核兵器禁止条約。こっちは、禁止するというや

つで、NPTは不拡散だから、それを縦にも横にも、
縦というのは積み上げであるとか、横というの

はほかの国が広げていかないということでNPT
に今回、参加するということです。

これまで知事は、就任された令和4年、2022年
からNPT再検討会議等に参加し、「長崎を最後の
被爆地に」という県民の皆様の思いを世界に向

けて発信されています。

これまで参加した際に、核軍縮に関する各国

政府代表や国際NGOの方々と意見交換を行うと
ともに、広島県と共催でシンポジウム等を開催

してきたことが、核兵器なき世界の達成に向け、

世界中の未来のリーダーとなる若者たちによる

ユース非核リーダー事業の昨年の長崎での開催

や、昨年7月にジュネーブで開催されたNPT再検
討会議準備委員会においては、政府レベルとの

シンポジウムの共催などの成果につながったと

お聞きしています。

被爆80年の節目の年となる令和7年度予算に
おいても、NPT再検討会議準備委員会への参加
について計上されておりますが、どのような活
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動を考えられているのかお尋ねいたします。

【村田文化観光国際部政策監】 4月末からニュ
ーヨーク市の国連本部において開催が予定され

ておりますNPT再検討会議準備委員会におきま
して、広島県等と連携のうえ、シンポジウムや説

明会、要人面会などを実施したいと考えており

ます。

特に、次期SDGsへ核兵器廃絶を位置づける働
きかけにつきましては、広島県から各国の政府

関係者が参加する組織体の立ち上げに向けた活

動を強化していくとの話を伺っております。

また、昨年12月の定例会におきまして、核兵器
禁止条約の署名・批准を求める意見書が可決さ

れたところでございまして、被爆80年の節目の
年に開催されます今回の準備委員会には議長に

もご参加いただき、2つしかない被爆地の知事と
議長がともに活動することで、「長崎を最後の被

爆地に」という県民の皆様の思いを世界に向け

て強く発信してまいりたいと考えております。

【冨岡委員】 日本政府も、NPTが国際的な核軍
縮・不拡散体制の礎であり、核兵器国と非核兵器

国が広く参加する「核兵器のない世界」に向けた

唯一の普遍的な取組であると理解しているとお

聞きしています。

また、先ほどのご答弁にもあったように、昨年

12月の定例会においては、核兵器禁止条約の署
名・批准を求める意見書が全会一致で可決され

たところであり、今回、被爆80年の節目の年に議
長が県議会を代表して参加されることで、「長崎

を最後の被爆地に」という県民の皆様の思いを、

これまで以上に世界に向けて強く発信すること

ができると考えております。

この機会に、核兵器のない持続可能な世界の

実現に向け、広島県とさらに連携して、次期

SDGsの目標に核兵器廃絶が位置づけられるた

めの国際社会への働きかけを行っていただきた

いと思います。

（2）インバウンド誘客に向けた取組について。
令和7年度の新規事業として、長崎県FIT誘客

インバウンド推進事業費8,461万円が計上され
ています。説明が多くてすみませんが、まず、イ

ンバウンドとは、英語でinだから、外から中へ入
ってくることですので、外国から日本にやって

くる、外国人旅行者のことを言います。

FITとは、個人で海外旅行に行くことを意味す
る言葉です。Free Individual Traveler（自由個
人旅行者）、またはForeign Independent Tour
（外国人独立旅行）の略です。どっちでもいいみ

たいですね。これはつまり、団体旅行やパッケー

ジツアーなどを利用するのではなく、海外旅行

に個人で行く、僕らがずっとインターネットを

検索してどこどこに行こうと調べる、FITとはそ
ういうものになります。

令和7年度当初予算における重点テーマの2番
目に掲げる戦略的なブランディングによる国内

外の多方面から選ばれる長崎県の実現のカテゴ

リーとしてこの事業が整理をされております。

政府が掲げる2030年の訪日外国人延べ宿泊者
数6,000万人を実現するためには、東京や大阪、
京都などのいわゆるゴールデンルートへ集中す

るのではなく、これからは長崎をはじめ地方部

へのさらなるインバウンド誘客が重要となって

きます。

本県における今後の観光関連産業の発展のた

めにも、インバウンド誘客は積極的に推進して

いかなければならないと強く感じております。

そこで、今回の新規事業である長崎県FIT誘客
インバウンド推進事業費についてお尋ねします。

この事業では、プロモーション用の特集記事

の制作とOTA及びSNSなどを活用した各種広告
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ケースがあります。OTAとは、オンライン・トラ
ベル・エージェントの略であり、実店舗を持たな

いオンライン上でのみ宿泊や交通などを予約・

販売するものであり、具体例としては楽天トラ

ベル、じゃらん、トリバゴと言えばわかりやすい

ですかね。そこでのプロモーションなどがあり

ます。

そこでの、プロモーション用特集記事制作及

び各種広告ケースの事業内容について、お尋ね

いたします。

【村田文化観光国際部政策監】 観光庁の調査結

果によりますと、訪日外国人旅行者の約85％が
FIT、海外個人旅行者でございまして、約84％が
Webサイト経由で旅行手配を行っているという
ことでございます。

県としましては、インターネットのみで取引

を行うOTAを活用したプロモーションに取り組
むこととしております。

具体的には、中国、韓国、香港、台湾の個人旅

行者を対象に、本県の魅力ある宿泊施設や飲食

店、観光施設、体験等のコンテンツを活用したプ

ロモーション用の特集記事を国別、地域別の特

性に合わせて制作し、OTA等のWebサイトに掲
載することにより、本県の認知度向上を図るこ

ととしております。

さらに、OTAやSNS等を戦略的に活用した広
告を実施することで、旅マエや旅ナカにおいて

特集記事へ誘導するなど、直接OTA等への予約
行動へつなげてまいりたいと考えております。

県といたしましては、これまでの取組に加え、

新たに本事業を実施することにより、個人旅行

者の誘客拡大を図ってまいりたいと考えており

ます。

【冨岡委員】 ぜひよろしくお願いします。

（3）デジタルノマドについて。

先ほどの鵜瀬委員からの質問の中にもありま

したが、県では、デジタルノマドの誘致を促進さ

れることとしています。

知事、以前は、ビジョンの中にノマドワーカー

と入れられていましたかね。ノマドとは遊牧民

のことをいって、牧畜を営みながら季節的に移

動する民族や集団を指します。そんな中でもデ

ジタルな人たち、コンピュータとかスマートフ

ォンなどのデジタルデバイスを使ってリモート、

いろんなところで仕事をする人たちが多い感じ

なんですかね、デジタルノマドというとですね。

そして、長崎でデジタルノマドは、場所や時間

を自分の裁量で選択しながら、世界各地で仕事

をする人たちのこととされているようですが、

今回、デジタルノマドとかって、どういう人たち

が長崎のどこにいらっしゃるのか、なかなかイ

メージがわきづらかったもので質問させていた

だいております。

現在、デジタルノマドが多く集まっている国

はどこなのか。また、どういった国籍の人たちが

多いのか、質問させてください。

【小川地域振興部長】 日本の大手旅行代理店が

提供しているデータによりますと、デジタルノ

マドの数は、2022年で世界において3,500万人程
度とされており、10年後には数億人の規模にな
ると言われております。

近年、デジタルノマドが多く集まっている国

としましては、ポルトガル、メキシコ、ベトナム、

フィリピンなどで、国籍としてはアメリカ人が

31％、ポルトガル人が8％、ドイツ人が7％などと
なっております。

【冨岡委員】 とにかく集まっている国としては、

ポルトガルなんかが多いということと、そして

来る人たちというか、全世界を行き来している

人たちはアメリカ人が31％、ポルトガル人が8％、
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2位なんですね。ということで、知事、ポルトガ
ルの方も多いということで、せっかくですから、

サッカー選手とセレブな方とか、そういう方の

お友だちとか何とかが来るようになったらなと

いうふうに個人的には思うんですけれども。

とにかく、そうしたデジタルノマドを誘致す

ることで、具体的に県として、どのような効果を

期待しているのか、また、10年後の経済効果はど
の程度と試算されているのか、教えてください。

【小川地域振興部長】 県では、デジタルノマド

の受入れの窓口となるコミュニティマネージャ

ーの育成や、地域活性化に取り組む若手の地域

プレーヤー向けの勉強会などを行うこととして

おります。

これらの地元人材とデジタルノマドの交流に

より、つながりの強化による長期滞在や田舎体

験などの新たな滞在プランの創出、デジタルノ

マドが持つIT技術の活用による地域課題の解決
などの効果が期待されると考えております。

経済効果としては、デジタルノマドの滞在先

における1か月の消費額は約26万円とされてお
り、3か月の滞在を仮定した場合、一人当たり経
済効果は約78万円となり、10年後の誘致目標で
ある6,000人が実現できれば、約47億円の経済効
果が生じるものと試算しております。

【冨岡委員】10年後、6,000人で47億円の経済効
果というのは大変すばらしいものと考えます。

そのための受入態勢づくりを今されているとい

うことだったと思います。

私も今、婚活中なんですけれども、その前に、

しっかりと受入態勢のために、選挙もあったの

で、マンションも買って、いつでも女性が来れる

ようにしているんですけれども、なかなか、マン

ションに誰も来ることもなくですね。

そこのターゲットといいますか、そういった

ところが今回なかなか明確でなかったのですが、

ターゲットとしては、今のところはそういうポ

ルトガル、アメリカの人たちがこっちに来ると、

あとはどこに来るのかと。

マンションにしても、もしかしたら、あなたの

マンションじゃなくて、いろんなところを回り

たいと、それこそデジタルノマドのような人が

お嫁さんに来るかもしれないしですね。そこを

明確にしていただくことを、今後の委員会など

でも質問していきたいと思います。

3、結婚、こども・子育て支援について。
（1）婚活支援について。
県はこれまで、少子化対策として、結婚支援と

子育て支援、この2つを両輪で進めることとされ
てきました。子育て支援ももちろん重要でござ

いますが、その前段階の結婚支援にもっと力を

入れるべきではないかと考えています。これが

いろんなデータなどで出ているからですね。

県では、婚活サポートセンターを県庁内、それ

も2階の正面に設置しています。これは、県がま
さに力を入れていることのあらわれだと考えて

おります。

また、マッチングアプリなどのトラブルは報

道でもたびたび耳にするところであり、マッチ

ングシステムを県が運営することの安心感は大

きいと思います。こうした点はもっとアピール

すべきではないかと考えております。私も「あい

たか」に登録させていただいております。

最近、特にSNSでセンターの情報を目にする
ようになりました。宣伝が出てきて、最近は

YouTubeなんかで大石知事の顔がぼんと出てき
たりもするんですけど、婚活と違って、一般的な

やつで。

まずは知ってもらうことが大事であり、特に、

若い世代に届くような情報発信は、センターの
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会員数を増やすうえでも大変重要だと考えてい

ます。

令和7年当初予算案における結婚支援の情報
発信について、どのような取組を考えられてい

るのか、教えてください。

【浦こども政策局長】 県では、長崎県婚活サポ

ートセンターにおけるお見合いシステムや婚活

イベントにつきまして、ホームページや県の広

報のほか、テレビや新聞、雑誌、SNSなど様々な
媒体を活用し、積極的な周知に努めております。

今年度は、県の事業の強みであります、お引き

合わせ時に婚活サポーターが介在する安心感を

重点的に発信したほか、庁内のデジタル担当部

局とも連携し、SNSによる情報発信の強化に取
り組んだ結果、ホームページの閲覧数が増加傾

向となるなど一定の効果が見られているところ

でございます。

しかしながら、センターの会員数は減少傾向

にありまして、特に、若い世代の会員確保が課題

というふうになっております。

そのため、令和7年度におきましては、成婚者
や婚活サポーターの生の声をお伝えする工夫や

SNSのより効果的な活用、また、民間事業者との
連携等によりまして、若い世代に対する情報発

信の強化を図り、会員数の増加につなげてまい

りたいと考えております。

【冨岡委員】 ちょっと気になったのが、センタ

ー会員数が減少しているという点でございまし

たけれども、今後、センター会員が増加すること

で、よりマッチングの活性化にもつながると考

えております。ぜひ、会員増のための取組を強化

していただきたいと思っています。応援してお

ります。

そのためにも、ターゲットとなる世代のニー

ズ等をしっかりと踏まえ、施策を構築する必要

があると考えております。結婚支援についての

ニーズや課題をどう捉え、どのように取り組ん

でいくのか、教えてください。

【浦こども政策局長】 国の出生動向基本調査に

よりますれば、若い世代の結婚の意欲の低下な

ど、価値観や考え方の変化も見られているとこ

ろでありまして、加えまして近年、企業等におけ

る従業員への結婚支援の取組につきまして、コ

ンプライアンスの観点から協力が難しいとの声

も聞かれているところでございます。

こうした状況を踏まえまして、令和7年度にお
きましては、市町や民間団体等で構成する結婚

支援に関する協議会におきまして、有識者の講

演等により課題認識の共有を図りますとともに、

若い世代のニーズに寄り添った結婚支援のあり

方について検討を行ってまいりたいと考えてお

ります。

今後とも、市町や民間団体等関係機関と連携

を深めながら、より効果的な結婚支援の取組に

努めてまいりたいと考えております。

【冨岡委員】 先ほどのお話ですと、若い世代の

結婚の意欲の低下が見られるという点等、やっ

ぱり今のご時世というかですね、私も、いろんな

人から「早う結婚せい」と言われるのはなかなか

ですね、プライベートなとか、センシティブな部

分に関わる部分であるんですけれども、こうし

たところにしっかり配慮しながら訴えかけ続け

ると、あるいはその「あいたか」にも、登録者数

が、今、私が見るところ300人ぐらいいるのかな。
300人いて、それが600人、900人、あるいは10倍
になったら、もしかしたら成婚数も、今の「あい

たか」によるマッチングの成婚数の10倍になる
かもしれないです。そこをしっかりと、難しい問

題でありますけど、しっかりと、我々も協力して

いきますので、頑張っていけたらと思います。
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（2）産後ケアの充実・強化について。
私にはまだ経験ありませんが、出産直後の女

性は、体が十分回復していない中に、慣れない育

児に追われ、心身ともに不安定になりやすい時

期となるため、この時期に母親と赤ちゃんを支

え、安心して子育てできる環境を整えることが

重要であると考えています。

産後の母親の心身の回復を促し、育児のサポ

ートを行う産後ケアが全国的に広まりつつあり

ます。

こうした中、今回の予算において、ママの安心

出産～産後支援事業費が計上されています。産

後ケアの充実・強化に向け、具体的にどのように

取り組むのか、事業の内容と効果についてお尋

ねいたします。

【浦こども政策局長】 本事業は、出産後の母子

に対する心身のケアや育児サポートなどの産後

ケア事業を行う市町への支援のほか、分娩施設

等が遠方にしかない場合の交通費の補助等を実

施するものでございます。

産後ケア事業につきましては、法改正により

まして、県の役割として広域的な調整などが求

められたところでありまして、居住する市町以

外でも事業を利用しやすい仕組みづくりのため

に、市町や県産婦人科医会等との集合契約締結

や産後ケアアプリの導入に取り組むこととして

おります。

このうち産後ケアアプリにつきましては、ス

マートフォン等で施設の空き状況の確認から予

約、市町への申請までの一連の手続を完結でき

る機能を備えたものを導入してまいりたいと考

えております。

集合契約の取組と併せまして、このアプリ導

入による利便性の向上により、産後ケア事業の

利用を促進しますとともに、分娩時の交通費支

援等によって経済的負担の軽減を図り、安心し

て子どもを産み育てることができる環境づくり

につなげてまいりたいと考えております。

【冨岡委員】 ぜひ取り組んでいただけたらと思

います。

（3）保育の魅力アップとDX・ICT化の推進につ
いて。

保育分野では、人材確保が大きな課題とされ

ている中、最近では、保育士養成学校の入学者が

令和元年度の379名から令和5年度の270名へと、
5年間で全体の約3割の100名ほど減少している
と聞いております。こうした保育士を目指す人

が減少している理由として、過去にあった園バ

スでの置き去り事故や不適切保育などの事案を

きっかけに保育士の業務負担が大きいことが報

道等で取り上げられたことが原因と考えられて

おります。

こうした中、次年度予算で次世代へつなぐ保

育の魅力向上発信事業が計上されていますが、

この事業の目的と事業内容についてお尋ねいた

します。

【浦こども政策局長】 本事業は、若年層へ保育

の仕事の魅力を発信することで保育士を目指す

人を増やし、併せて保育現場のDX、ICT化を支
援し、若い世代に選ばれる働きやすい職場とな

ることを目的として実施するものであります。

事業内容につきましては、県内の保育士養成

校や保育関係団体等を構成員とした協議会を新

たに立ち上げ、保育士という職業の魅力を伝え

るリーフレットの内容や、中高生に対する効果

的な情報発信方法等を検討することといたして

おります。

また、園児の登降園を管理する登園管理シス

テム、また、保護者との連絡をスマホやタブレッ

トで行う連絡帳アプリ、そして各種記録をデー
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タ化する記録システム等のICTシステムの活用
事例を紹介するセミナーを県内各地域で開催す

るほか、導入事例集を作成し配布するなど、保育

現場のICT化を強力に推進してまいりたいと考
えております。

【冨岡委員】 ぜひしっかりと取り組んでいただ

けたらと思います。

4、産業・商工振興について。
（1）スタートアップ首都圏チャレンジ事業費に
ついて。

スタートアップとは、2つ要件があります。1つ、
短期間で急成長する。2つ、一時的な組織体。長
期間だとだめだし、一時的でなかったらスター

トアップじゃないみたいですね。

新しい未来の長崎県づくりに向けて、新たな

チャレンジをする活力ある企業が次々と育って

ほしいと期待しており、県によるスタートアッ

プ支援は大変重要であると考えています。

そうした中で、私は、先般、2月24日に開催さ
れた「ミライ企業Nagasaki」に昨年に続いて参
加しましたが、これは大変長くて、知事も産業労

働部長もお疲れさまでございました。

事業開始前のビジネスとアイデアの新規性や

実現性などを競うチャレンジ部門に、昨年登壇

したwavelogy社が、今回はベンチャーキャピタ
ルなどの投資家とのマッチングを目指すスター

トアップ部門に登壇し、首都圏等からお越しい

ただいた多数の投資家から高い評価を受けたこ

とや、昨年度スタートアップ部門に登壇した

LAplust社が基調講演を実施されたことなど、イ
ベントのレベルアップを強く感じたところでご

ざいます。

両社とも、首都圏から本県に拠点を設けたう

えで、AIを活用した新サービスに取り組まれる
など、高度な技術を基にしたレベルの高い事業

を展開されていることから、首都圏からもっと

誘致していただきたいと思いました。

また、県内で一定レベルのスタートアップを

首都圏の大企業とマッチングさせる県の新たな

取組はおもしろく、今後のスタートアップの成

長が期待できるのではないかと考えています。

そのようなことから、来年度の新規事業とし

て計上されているスタートアップ首都圏チャレ

ンジ事業を評価しておりますので、その取組内

容についてお聞かせください。

【宮地産業労働部長】 県では、スタートアップ

のさらなる振興を図るためには、先進地である

首都圏との連携強化が必要であると考えており

ます。

具体的には、来年度より、首都圏のスタートア

ップを、さらに県内に呼び込むため、これまでの

連携先である渋谷の拠点に加え、丸の内と大手

町の拠点と連携するなど、首都圏のスタートア

ップに対する誘致活動を強化してまいります。

また、資金調達ができ、次の成長へ向かう段階

の県内スタートアップに対して、さらなる事業

拡大を促すため、県では、大手コンサルティング

会社と連携し、首都圏の大企業とのマッチング

の機会を提供することにより、大企業との取引

を通じた売上げ拡大を図ってまいります。

今後とも、先進地である首都圏との連携を強

化することにより、県内スタートアップの振興

を図ってまいります。

【冨岡委員】 ぜひお願いしたいと思います。

5、農水産業振興について。
（1）持続可能な集落・産地づくりサポートにつ
いて。

農山村集落の人口減少や高齢化が進行する中、

県ではこれまで、中山間地域ボランティア支援

センターを設置し、草刈り作業などの集落保全
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活動について、18 の集落と企業等ボランティア
とのマッチング支援を行っていると伺っていま

す。

しかしながら、農山村集落や園芸産地を今後

も維持していくためには、これまでの取組に加

え、新たな対策として農作業のアウトソーシン

グを進めていく必要があると考えています。

そこで、県が令和 7年度に取り組む集落・産地
サポート事業の内容についてお伺いします。

【渋谷農林部長】集落・産地サポート事業では、

農地周辺の草刈りや水路の泥上げなど、保全管

理が困難となっている集落の負担を軽減するた

め、作業を担うサービス事業体と集落とのマッ

チング支援を行い、作業のアウトソーシングを

推進することとしております。

また、ばれいしょ等の産地において、ドローン

を活用した一斉防除体制を構築するとともに、

ドローンを利用されない方も含め、全ての農業

者が防除の適期を逃すことがないよう、SNS に
よる情報発信体制の整備を進めてまいります。

【冨岡委員】 よろしくお願いします。

（2）大村湾におけるナマコの不漁について。
大村湾の漁業において、ナマコは非常に重要

ですが、地元漁業者からは、今期は漁獲量が非常

に少ない、全く捕れない、漁場に出てもナマコを

見ないとの声も聞いております。また、このよう

な不漁が続けば、大村湾の漁業が衰退してしま

うと不安の声も、悲鳴も聞いています。

今期の大村湾におけるナマコ不漁の原因は何

か、また、今後の県の対応についてお尋ねいたし

ます。

【吉田水産部長】 県は、ナマコの不漁の原因に

ついて特定できておりませんが、夏場の高水温

や貧酸素の影響が一因であると考えております。

地元の漁業者からは、原因究明や資源の回復

を望む声もあり、水温や酸素濃度の調査地点を

増やすなど、モニタリング体制を強化するとと

もに、ナマコ幼生等の放流を行うこととしてお

ります。

今後も市町と連携し、漁業者に寄り添いなが

ら対応してまいります。

【冨岡委員】 6、大村湾の環境について。
ナマコ不漁の要因は、結論的には不明とのこ

とでした。大村湾では、様々な環境における調査

も行われていると聞いています。

大村湾の水質は、長期的には改善傾向と伺っ

ていますが、底質、水の底にたまった堆積物につ

いては、大村湾で漁業者が国県の支援を受けて

海底耕うん、海底をかき混ぜて底質を改善して

生き物がすみやすくなる環境をつくる取組を行

っているというのが、前回、私の 9月の一般質問
に対するご答弁だったかと思います。

海底耕うんについて、いつ頃から実施され、底

質がどのように改善したのか確認させてくださ

い。

【大安県民生活環境部長】 大村湾の海底耕うん

につきましては、国や県、市町の支援を受けて、

漁業者が平成 29年度から湾の中央部で実施され
ております。

県では、底質の状況を把握するため、平成 30
年度から、湾内 20地点で、毎年、底質の主要な
調査項目である有機物濃度を示す COD と強熱
減量、貧酸素状態の目安となる全硫化物を調査

しております。

その結果では、全 20地点中、CODが 13地点、
強熱減量が 8地点、また全硫化物が 15地点でそ
れぞれ改善傾向を示したことから、海底耕うん

により大村湾の底質改善が一定進んでいるもの

と考えられます。

閉鎖性が強く、水深が浅い大村湾は、海底にヘ
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ドロやごみが堆積しやすいことから、引き続き、

海底耕うんによる底質改善の取組を進めてまい

ります。

【冨岡委員】 母なる豊かな大村湾を目指して頑

張ってまいりましょう。

以上で、私の質問を終わらせていただきます。

【近藤委員長】 午前中の審査はこれにてとどめ、

しばらく休憩いたします。

午後は 1時 30分から再開いたします。

― 午後 零時３３分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、自由民主党の質疑を行い

ます。

湊委員。

【湊委員】 予算総括質疑の前に、吉村前副議長

のご逝去に接し、慎んでお悔やみを申し上げ、心

からご冥福をお祈りいたします。

今回、予算総括質疑の機会をいただきまして、

会派の皆様、本当にありがとうございます。

1、防災・減災対策について。
（1）能登半島地震を踏まえた防災対策の強化に
ついて。

令和4年に、国は、日本海南西部の海域活断層
の長期評価を公表し、その中で本県近海の海域

活断層による地震の長期評価も公表されました

が、その被害予測が明らかにされておらず、心配

しているところでございます。

県では、これらの活断層による被害予測を行

うため、令和6年度に地震アセスメントの予備調
査を行い、令和7年度からは詳細調査を行うこと
としておりますが、令和7年度当初予算に計上さ
れている地震アセスメント調査事業の内容につ

いて、お尋ねいたします。

【今冨危機管理部長】 地震アセスメント調査事

業では、本県近海の海域活断層について、本年度

実施いたしました予備調査の結果を基に、学識

経験者にご意見等をいただきながら、地震や津

波、液状化等の詳細な発生予測と、建物や人、ラ

イフライン等に関する被害予測の調査を令和7
年度から2カ年かけて実施してまいります。
加えて、平成17年に本土地区などの活断層を

対象に調査を実施しました現行の被害予測につ

きましては、その後の人口減少や耐震化の状況

などの環境変化や学識経験者のご意見等を踏ま

え、見直しを実施することとし、これらの調査を

併せて実施してまいります。

【湊委員】 地震アセスメント調査の結果は、今

後、県が防災対策を行ううえでの基礎となるも

のでございます。県が取り組んでいる能登半島

地震の課題を踏まえた防災対策の見直しにも影

響を与えるものではないかと思っております。

そこで、県は、この調査結果を基に防災対策の

充実強化をどのように進める考えか、お尋ねい

たします。

【今冨危機管理部長】 海域活断層に係る調査結

果につきましては、市町が行う避難計画の見直

しも含め、市町のハザードマップに反映させ、県

と市町が連携して、広報誌や防災訓練など様々

な媒体や機会を通じて周知等に努め、自助・共助

による地域防災力の向上につなげてまいりたい

と考えております。

また、この調査では、県内全域について被害予

測の見直しを行うことから、市町における避難

所の確保や物資の備蓄計画など、様々な防災対

策の見直しが必要となるため、能登半島地震の

課題に係る市町との協議会で意見交換等を行い

ながら、見直しを進め、防災対策の充実・強化に

努めてまいります。
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【湊委員】 いつ災害が起こっても対応できる防

災対策の構築に引き続き取り組んでいただくよ

う、お願いいたします。

（2）消防団員の確保・活動促進について。
消防団は、地域の皆様の安心・安全を守るため、

大変重要な役割を担っており、地域になくては

ならない存在でございます。消防団員数は減少

を続けております。

そうした中、宅島議員の一般質問にもござい

ましたが、本年11月には長崎市において全国女
性消防団員活性化大会が開催される予定でござ

います。地域で女性消防団員と接する機会がご

ざいますが、大変熱心で、生き生きと活動されて

おり、とても頼もしく感じたのを覚えておりま

す。

消防団員の確保のためには、特に女性や若者

への勧誘対策が急務だと考えております。令和7
年度当初予算に消防団活動充実強化事業費を計

上し、若者層や女性の消防団加入に取り組むと

されておりますが、県ではどのように取り組ん

でいくのか、お尋ねいたします。

【今冨危機管理部長】 消防団活動充実強化事業

費では、勧誘を行う市町職員や消防団員に対し、

国指定のアドバイザーによる研修を開催すると

ともに、消防団協力事業所の認定に向けての事

業所訪問などに継続して取り組んでまいります。

また、若者や女性をターゲットにYouTube広
告や地元プロスポーツチームと連携したイベン

ト等を実施するとともに、関心を持った方がス

マートフォンで簡単に情報収集や市町への問い

合わせ、入団申込等ができるように、国の補助事

業を活用して市町と連携しながらポータルサイ

トの構築に取り組んでまいりたいと考えており

ます。

さらに、11月に開催予定の全国女性消防団員

活性化長崎大会を契機に、県内の女性消防団員

のさらなる活躍や魅力発信等に繋げ、消防団へ

の加入促進を図ってまいりたいと考えておりま

す。

【湊委員】 全国女性消防団員活性化大会は、長

崎県では初開催でございます。県民に消防団の

活動や必要性について理解を深めていただく機

会になると思っております。また、県運営の

YouTubeチャンネル「長崎がんばらんばチャン
ネル」でも、消防団の活動などについて、とって

もわかりやすく解説している動画もございます。

これからも多種多様な方法で地域の方々とも連

携して、消防団員確保に取り組んでいただくよ

う、お願いを申し上げます。

2、選ばれる長崎県づくりについて。
（1）ツール・ド・九州の開催について。
「ツール・ド・九州2025佐世保クリテリウム」
については、佐世保市内でのPRイベントやパネ
ル展の開催、SNS開設などにより、県民の認知度
は徐々に高まってきていると感じております。

先日、私も参加させていただきましたさせぼ

五番街での機運醸成イベントでは、させぼ五番

街周辺で開催されることと、現在の案ではござ

いますが、具体的なコースについても発表され

ました。このコースについて、どのような特徴が

あるのかをお尋ねします。

また、2026年の大会についても、佐世保で育っ
た私としましては、ぜひ同じコースで開催をし

ていただきたいと強く思っていますが、県の考

えを併せてお尋ねいたします。

【伊達文化観光国際部長】 「ツール・ド・九州

2025佐世保クリテリウム」のコースについては、
させぼ五番街周辺において開催することを先般

発表いたしましたが、今後、警察等との詳細な協

議を経て最終決定いたします。
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1周約1.5キロメートルのこのコースは、急カー
ブが多く、難易度が高いため、選手の高度なテク

ニックを見ることができ、また、商業施設や歩道

からの観戦が容易で、佐世保らしい港の風景も

楽しめるなどの特徴があり、関係者からは高い

評価を受けております。

一方、2026大会に向けては、佐世保市から、引
き続きこのコースで開催したいとの申し出を受

けており、県としては、市の意向も踏まえながら、

九州各県やツール・ド・九州事務局等との調整を

進めてまいります。

【湊委員】 ツール・ド・九州の開催日が近づく

につれ、よいムードになってきているのを体感

しております。

県としては、成功に向けて引き続き盛り上げ

ていってくれるよう、よろしくお願いをいたし

ます。

（2）長崎ならではの食文化の魅力発信について。
食は、多くの方々にとって旅の代表的な目的

でもあり、長崎県の食の認知が高まることは、本

県の魅力向上につながると考えております。

県には、日本一の養殖マグロや養殖トラフグ

など、国内外の方々に誇れるような、おいしくて

多様な食材があります。県民や観光客が長崎県

の食材のよさを知る機会が少ないと感じており

ますが、次年度の食の情報発信について、どのよ

うに取り組んでいくのか、お尋ねいたします。

【渋谷農林部長】 県としましては、食のにぎわ

いを創出するためには、地域の食文化や食材の

よさ、生産者の思いやこだわりなど、本県の食の

価値を県民や観光客の皆様にしっかりと伝えて

いくことが重要であると考えております。

そのためには、食の価値を伝えることができ

る人材が必要であり、料理人や生産者など、食に

関わる方々がつながりをつくり、お互いの知恵

や経験を分かち合うことで、学び、高め合う交流

の場づくりを進めるとともに、これら料理人や

生産者の思いなどをわかりやすい文章や映像と

して制作し、長崎の食の魅力を発信するSNS「な
がおし」なども活用して広く発信してまいりま

す。

【湊委員】 県外で食事をするたびに、長崎県の

ご飯っておいしいなと再確認しております。県

民の多くも、そう感じていると思っております。

引き続き、長崎の食の魅力発信に大きく力を入

れていただき、他部局とも力を合わせ、知事を先

頭に積極的に取り組んでいただくようお願いい

たします。

（3）マニアが集う長崎プロジェクトについて。
県では、新しい長崎県づくりのビジョンの交

流分野の一つとして、今年度からマニアが集う

長崎プロジェクトを実施しております。令和7年
度予算では、新たにアニメツーリズムの推進に

取り組むとされておりますが、アニメや映画、ド

ラマなどを活用したこれまでの取組と令和7年
度の取組について、お尋ねいたします。

【伊達文化観光国際部長】 県では、これまで本

県の認知度や交流人口の拡大を図るため、映画

やドラマ、アニメなど、国内外に向けて強い発信

力を有する映像作品の誘致と制作支援に取り組

んでまいりました。そうした取組の結果、昨年放

送された長崎市の端島を舞台としたテレビドラ

マ「海に眠るダイヤモンド」は、地域を盛り上げ

た作品と、その受入支援を行った自治体を表彰

するロケーションジャパン大賞において、準グ

ランプリを受賞したところであります。

来年度は、こうした取組に加え、インバウンド

にも人気が高いアニメを活用した誘客や周遊促

進対策を強化するため、関係市町とも連携し、ア

ニメの舞台を巡る聖地巡礼ツアーやファン交流
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イベントの開催などにも取り組んでまいります。

【湊委員】 私も、子どもの頃からアニメやドラ

マが大好きで、特に「週間少年ジャンプ」は、毎

週買って欠かさず読むほどの漫画っ子でござい

ました。また、月9のドラマは、いつも録画して
家族と一緒に楽しみに見ておりました。私がこ

れまで生きてきた中で、アニメやドラマの影響

を受けたことは間違いございません。マニアの

方々の勢い、パワーというものは、長崎県振興に

とって、とっても大きいものと思っております

ので、長崎県出身の作家や著名人に、長崎県を舞

台とした作品をつくっていただくよう、積極的

にアプローチをしていただくよう、お願いいた

します。

（4）県産品のECサイト「ながおし」開設につい
て。

長崎県内の各地域のおいしいものや絶景スポ

ットを紹介している長崎県食の総合ポータルサ

イト「ながおし」と公式Instagramは、私もよく
拝見させていただいております。

「ながおし」のコンセプトは、「美食と絶景の

街、長崎。」とのことですけれども、その世界観

が各コンテンツに存分に表現されており、私も

高く評価をしております。

Webサイト、Instagramによる情報発信につい
ては、今後も継続して取り組まれるとのことで

ございますが、まず、これまでの取組内容と成果

についてお尋ねいたします。

【伊達文化観光国際部長】 「ながおし」は、地

域ごとの食の魅力や生産者の思いなど、消費者

が欲しいと思う情報を戦略的に届け、県産品の

認知度向上等を図ることを目的に開設いたしま

したWebサイトとInstagramから成る食の総合
ポータルサイトであります。

その運営に当たりましては、デジタルマーケ

ティングやデジタルコーディネーターを活用し

て効果・検証を重ね、食に関心の高いターゲット

に訴求するようなコンテンツの作成や改善に努

めてきたところであります。

こうした取組により、サイトを開設した令和4
年度に比べ、今年度のWebサイトへのアクセス
数は約8倍の29万回、Instagramのフォロワー数
も約14倍の約2万3,000人を超えるなど、大きく
伸びてきており、県産品の認知度拡大につなが

っているものと考えております。

【湊委員】 SNSの方では順調にファンを獲得さ
れているとのことなので、今後もしっかりと取

り組んでいただくようお願いします。

次に、新たな取組として、「ながおし」のEC
プラットフォームを開設するとのことですけれ

ども、令和7年度は具体的にどのようなことに取
り組もうとしているのか、お尋ねいたします。

【伊達文化観光国際部長】これまで「ながおし」

は、消費者に県産品の情報をお届けし、認知度向

上を図ることを主な目的として運営しておりま

すが、来年度は、新たに直接購買へつなげるため

の仕組みとして、県公式ECサイトの開設を考え
ております。

これは、「ながおし」のメインターゲットであ

る若い世代のSNSを使った消費行動が、閲覧か
ら購入までシームレスであることを踏まえたも

のであり、さらなる県産品の購買促進を図るう

えで効果的な取組であると考えております。

また、行政では、全国的にも例がない、閲覧か

ら購入までの一貫したデータを活用したデジタ

ルマーケティングについても実施したいと考え

ておりまして、こうした取組を通して、県産品の

さらなる認知度向上と販路拡大等を推進してま

いります。

【湊委員】 選ばれる長崎県を実現するには、県
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の魅力を適切な相手に、適切な手法で伝える必

要がございます。そのためには、デジタルマーケ

ティングによって得られた知見の利活用は、大

変重要であると考えております。

この「ながおし」の取組により、長崎県産品の

ブランディングがさらに進むことを期待してい

ますし、県外にも長崎県産品のすばらしさを知

っていただきたいと思います。

（5）スポーツ実施率の向上について。
本県では、V・ファーレン長崎、長崎ヴェルカ

の活躍、昨年秋の日本スポーツマスターズの開

催、また、来年度には先にお尋ねしたツール・ド・

九州とB.LEAGUE ALL-STAR GAMEの開催が
予定されるなど、県民が本物のスポーツを観戦

する機会が増えていると感じています。私も直

に観戦させていただく機会があり、スポーツの

すばらしさを改めて実感いたしました。

このように、本県においてスポーツを観るこ

とは一定充実しておりますが、一方、スポーツを

することについては、成人のスポーツ実施率が

目標の54％に対し、令和5年度は46.2％と、まだ
まだ低いことから、県民がスポーツに親しめる

さらなる環境づくりが必要ではないかと考えて

おります。

そこで、スポーツ実施率の向上を目指し、来年

度から新たに取り組もうとしている内容につい

て、お尋ねいたします。

【伊達文化観光国際部長】 本県において、スポ

ーツ実施率が低い大きな要因は、働き盛り、子育

て世代といった若い世代の実施率が低いことで

あると分析をしており、そうした世代をターゲ

ットとしてスポーツに親しむ機会を創出し、実

施率の向上につなげていくことが重要であると

考えております。

このことから、来年度は、若い世代の利用や集

客力が強く、また、プロスポーツクラブとの連携

等も期待できる長崎スタジアムシティを活用し

て、仕事帰りに気軽に運動に取り組めるような

スポーツ教室の実施や、週末には家族で楽しめ

るピックルボールなどのニュースポーツを活用

したスポーツ体験イベントなどを開催したいと

考えております。

今後は、本事業をモデルとして市町やスポー

ツ関係団体とも連携しながら、県内各地域にお

いてもスポーツに親しむ機会を創出し、スポー

ツ実施率の向上を目指してまいります。

【湊委員】 3、福祉保健行政について。
（1）看護職員確保対策について。
令和7年度当初予算案における5つの重点テー

マのうち、重点4、「全世代が豊かで安全・安心
に暮らせる持続可能な社会の実現に向けて、適

切な医療、福祉介護サービスや支援を受けられ

る環境の整備、充実に取り組むこと」とされてお

ります。

このうち看護職員の確保対策については、令

和7年度予算案における主な事業として、看護職
員確保対策の強化のための予算が計上されてお

ります。

先日の一般質問でも、「医師会が設置・運営す

る看護師等養成所は、卒業生の県内での就業率

が高く、医療提供体制を確保するうえで大変重

要な役割を担っており、支援を拡充したい」との

答弁がございました。看護師等の養成や県内で

の就職を促進するため、養成所の運営に係る支

援の充実を行うことについて、看護師等養成事

業費の具体的な拡充内容をお尋ねいたします。

【新田福祉保健部長】 県におきましては、看護

師等養成所運営等事業補助金により、医師会が

設置・運営しております看護師等養成所に対す

る支援を行っておりますが、県内看護職員の確
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保と養成所の安定的な運営を図るため、令和7年
度から補助の内容を一部見直し、支援を拡充し

たいというふうに考えております。

具体的には、補助額の算定に当たりまして、看

護師国家資格試験の合格率に応じた加算措置を

新設するとともに、従来設けております卒業生

の県内就業率に応じた加算措置につきましても、

県内就業率の年間変動が大きくなっているとい

ったことを踏まえまして、過大な影響を及ぼす

ことがないよう、激変緩和措置を導入するなど

の見直しを行うこととしております。

県といたしましては、養成所による運営改善

に向けた取組と併せまして、引き続き看護職員

の確保にしっかりと取り組んでまいります。

【湊委員】（2）歯科衛生士確保対策について。
歯科衛生士は、歯科診療所における治療だけ

ではなく、生活習慣や口腔のセルフケアを実行

するための地域での指導、訪問における口腔衛

生管理などの役割を担うことが求められており

ます。

令和7年度の予算案において、離島における歯
科衛生士の確保対策について予算が計上されて

おりますが、離島における歯科衛生士の就業状

況や事業内容についてお尋ねいたします。

【新田福祉保健部長】 本県の人口10万人当たり
の歯科衛生士の就業者数は、178人であり、全国
平均の116人に比べまして多いという状況には
ございますが、離島地域におきましては48人で
あり、全国平均の半分以下となっているといっ

たところでございます。

このため、離島地域の約半分の歯科診療所に

おいて、歯科衛生士が就業しておらず、一定数の

診療所において求人募集を行っても応募がない

といった状態が続いているところでございます。

このような離島地域における歯科衛生士が不

足しているといった状況を踏まえまして、令和7
年度に新たに制度を創出し、離島地域の歯科診

療所に就職する県内専門学校の新卒者を対象と

して、奨学金返済に係る支援を行うこととした

ところでございます。

令和7年度におきましては、県内の専門学生や
離島地域の歯科診療所を対象に説明会を開催す

るなど、制度の周知を図ることとしておりまし

て、今後とも、歯科衛生士の確保に向けて取組を

推進し、離島地域においても誰一人取り残され

ることがないよう、歯科疾患の予防及び口腔衛

生の向上を図ってまいります。

【湊委員】（3）認知症施策推進計画の策定に向
けた取組について。

令和6年1月に施行された共生社会の実現を推
進するための認知症基本法では、都道府県は、国

が策定する認知症施策推進基本計画に基づき、

地域の実情に応じた認知症施策推進計画を策定

するよう、また、計画策定に当たっては、認知症

の人及びその家族等の意見を聞くように努める

こととされております。

令和7年度予算の中に、認知症の人とともにつ
くる認知症施策推進事業費がございますが、今

後、計画策定に向けてどのように取り組んでい

くのかをお尋ねいたします。

【新田福祉保健部長】 国の認知症施策推進基本

計画におきまして、都道府県は、国の計画を基本

とし、認知症を有する人の視点に立って、ご本人

やご家族の意見を丁寧にお聞きしながら、地域

の実情に応じた認知症施策推進計画を策定する

こととされております。

このため、県では、来年度、認知症を有するご

本人やご家族から意見を伺うための座談会を県

内各地で開催するほか、認知症に対する県民の

意識や地域での支援状況に関する実態調査など
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を実施することとしております。

今後、こうした座談会で把握をさせていただ

きましたご意見や調査結果などを基に、認知症

施策推進計画の骨子を作成し、認知症を有する

ご本人やご家族が参画するワーキンググループ

でご議論をいただきながら、令和8年度中の策定
に向けて取り組んでまいります。

【湊委員】 9月21日は、「世界アルツハイマーデ
ー」となっており、私も公益社団法人認知症の人

と家族の会の皆様と一緒に佐世保アーケードで

認知症の啓発リーフレットを配布いたしました。

認知症は、誰にとっても身近なテーマでござ

います。今後とも、認知症への理解を深めること

は、誰もが安心して暮らせる社会の実現のため

に必要なことだと思っております。

県としても、認知症啓発に対し、積極的に取り

組んでいただくよう、要望いたします。

（4）長崎健康革命プロジェクトについて。
本県は、少子・高齢化や人口減少の進行が著し

い状況にあり、また、人生百年時代を迎える中で、

県民の誰もが、より長く健やかに生活できるた

めの基盤として、健康は重要な要素となってお

ります。令和7年度当初予算案では、健康づくり
の取組を推進するため、主要事業として長崎健

康革命プロジェクト事業を継続して実施し、運

動、食事、禁煙、健診の4つの柱に沿って様々な
取組を行うとされておりますが、県民の皆様が

主体的に健康づくりに取り組んでいただけるよ

う、機運を醸成していくことは、非常に大事であ

ると考えております。

そのため、県民への周知啓発については、今年

度は、V・ファーレン長崎や長崎ヴェルカと連携
した取組が実施されておりますが、昨年、長崎ス

タジアムシティが完成し、両チームの選手やマ

スコットの人気が上昇している中で、県民が非

常に興味を示すインパクトを与える方法でござ

います。今年度の取組は注目度も高いと評価し

ているところでございます。

また、食事に関しては、先日、スーパーで長崎

県民メニューを活用した「ながさき健味ん弁当」

の販売がありましたが、手に取りやすい価格の

設定で、野菜がふんだんに使われていて、彩りも

よく、多くの方々にお試しいただいたと伺って

おります。

そこで、来年度の長崎健康革命プロジェクト

事業のうち、V・ファーレン長崎、長崎ヴェルカ
と連携した周知啓発の取組及び「ながさき健味

んメニュー」を活用した食事に関する取組につ

いて、お尋ねいたします。

【新田福祉保健部長】 本県では、生活習慣に起

因する疾病の罹患者が多いということから、若

いうちから生活習慣を見直し、改善をしていた

だくことが重要であると認識しており、県では、

特に働き盛り世代を対象とした周知・啓発に取

り組んでいるところです。

長崎健康革命プロジェクト事業の一環といた

しまして、来年度も引き続き県民の認知度が高

いV・ファーレン長崎、長崎ヴェルカと連携し、
チーム応援番組での健康づくりに関する選手か

らの呼びかけや、離島を含む県内3か所での県民
参加型の運動イベント実施など、県民の運動意

欲を高めるような効果的な活動を展開したいと

考えております。

また、食事に関する取組といたしましては、今

年度実施した県民の食生活改善につなげる取組

である「ながさき健味ん弁当キャンペーン」にお

いて、弁当購入者の8割が野菜摂取や減塩を意識
するようになったというアンケート結果を踏ま

えまして、来年度は、さらに多くの事業者に参加

をしていただき、「ながさき健味ん弁当」の販売
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店舗の拡大を図ってまいります。

県といたしましては、県民自ら運動や食事な

どの生活習慣の改善に積極的に取り組むことが

できるよう、環境整備を推進してまいります。

【湊委員】 県民の皆様から愛される「ながさき

健味んメニュー」の開発に期待しております。

4、教育行政について。
（1）不登校対策について。
中島議員の一般質問の中で、不登校生徒数が、

全国でも、本県でも増えているということを伺

いました。このことについて本県においても不

登校児童生徒やその保護者に対しての支援の充

実を図るために、令和7年度当初予算に拡充事業
として2つ計上されています。このことについて
少し詳しくお尋ねいたします。

まず、学校内外における児童生徒の学びの場

創出事業については、今年度から行われている

事業とのことで、設置した8市町で60％に効果が
見られたと答弁がございました。具体的にどの

ような効果が見られたのかをお尋ねいたします。

また、学校外の民間の支援機関等とも連携し、

一人ひとりの子どもの状況に応じた支援体制を

構築することも重要と考えておりますが、県の

見解を併せてお尋ねいたします。

【前川教育長】 お尋ねの校内教育支援センター

を設置した学校からの声といたしまして、支援

員の常駐により、児童生徒にとって安心できる

居場所ができ、教室に入れるようになった。

また、利用する子どもからは、人数が少なくて

安心できるなどといった声をいただいておりま

して、このような子どもの行動や心の変容が大

きな効果であると考えております。

学校外の関係機関との連携につきましては、

本年度開催いたしましたフリースクール等の連

携会議を令和7年度においても引き続き開催す

ることといたしておりまして、また、子どもたち

の居場所づくりに取り組むこども政策局の「こ

どもが主役！こども場所推進事業」との連携や

情報共有も図りながら、市町の行政区分を超え

た連携体制の構築を進めてまいりたいと考えて

おります。

【湊委員】 続きまして、スクールカウンセラー

活用事業について質問いたします。

スクールカウンセラー活用事業については、

今回、不登校支援に特化し、12名のスクールカウ
ンセラーを教育支援センター等に配置するとの

ことと伺いました。そもそも教育支援センター

とはどういう機関なのか、お尋ねいたします。

また、これまでの学校配置と比較してどのよ

うなことが期待できるのかを併せてお尋ねいた

します。

【前川教育長】 教育支援センターは、不登校児

童生徒の指導支援のため、学校以外の場所に設

置された通級施設でございまして、県、市町合わ

せまして17か所に設置いたしております。
スクールカウンセラーの業務は、不登校だけ

ではなく、心身の健康、友人関係など、様々な相

談への対応サポートでございまして、これまで

は学校に配置をしてきたところでございます。

一方、今回新たに教育支援センターに配置す

るスクールカウンセラーは、支援を必要として

いる児童生徒及び保護者のもとに赴いてカウン

セリングを行う、いわゆるアウトリーチ支援を

含めまして、学校以外の場所で相談を受けるこ

とを想定いたしておりまして、一人ひとりの状

況に応じた支援ができるものと期待をしている

ところでございます。

今後も、市町教育委員会及び関係団体と連携

した不登校支援対策の充実強化に努めてまいり

たいと考えております。
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【湊委員】 これからの長崎県の未来を担ってい

く子どもたちのためにも、支援を続けていただ

きたいと思っております。

（2）教員のなり手不足について。
「未来大国」の実現に向けて、子どもたちの教

育環境整備については、喫緊の課題と認識して

おります。

子どもたちと長い時間を過ごす教員の業務負

担や、なり手不足が課題となっております。教員

の深刻ななり手不足の状況に対し、様々な取組

が進められていると思っておりますが、今年度

の予算においても、業務負担軽減を目的とした

教員のなり手不足解消プロジェクト費が計上さ

れております。

ここでは、学校現場における業務負担軽減に

向けた取組がなされておりますが、中でも地域

や保護者といった、いわゆる学校外の方と連携

しながら働き方改革を進めるコミュニティスク

ールによる働き方改革という項目が挙げられて

おります。

コミュニティスクールは、地域の関係者や保

護者が参加する学校運営協議会において、学校

の運営方針の決定を行う制度と理解しておりま

すが、このコミュニティスクールと働き方改革

がどのように関係するのか、ご趣旨をお尋ねい

たします。

【前川教育長】 コミュニティスクールとは、委

員ご指摘のとおり、地域や保護者などの関係者

に学校運営に対する一定の権限と責任を付与す

ることで、関係者が一体的に課題等に取り組む

学校のことでございます。

例えば、教員の働き方改革を課題として取り

上げているコミュニティスクールでは、地域や

保護者の理解が一層深まり、保護者や地域の

方々が登下校時に子どもの見守りを行うなどの

取組が進められているところでございます。

このように、コミュニティスクールを活用し

て働き方改革を推進することで、教員が子ども

と向き合う時間の確保に努め、教員のやりがい

と教育の質の向上を図ってまいります。

【湊委員】 このコミュニティスクールは、地域

の子どもたちの教育のさらなる充実を目指す取

組に地域の皆様も直接参加できるものであり、

そこに地域住民の関わりと教員の働き方改革を

組み合わせた本取組は、持続可能な地域ととも

にある学校づくりを進めるうえで重要な取組で

はないかと思っております。

本事業は、令和6年度からの継続事業でござい
ますが、今年度の成果と次年度の取組について

お尋ねいたします。

【前川教育長】 事業初年度でございます令和6
年度は、地域、保護者の代表とともに決定した学

校運営の方針に基づき、教員の負担軽減に取り

組むモデル校を指定いたしまして、そしてモデ

ル校におきましては、授業支援や清掃活動の見

守り、学校行事の見直し等の具体的な取組が進

められております。

令和7年度につきましては、小中学校の設置者
である市町の教育委員会からの個別相談に応じ

ながら、必要に応じましてモデル校や他県の先

進地区における具体的な実践内容を紹介するな

ど、それぞれ実態に応じた取組が県内各地で行

われるよう、事業を推進してまいります。

【湊委員】 コミュニティスクールは、子どもに

とっては、地域の様々な大人に触れ、ふるさとに

対する思い出や愛情が増えるいい機会になると

思っております。それが地域の活性化にもつな

がっていくと思っております。次年度も地域と

ともにある学校づくりにしっかりと取り組んで

いただくよう、よろしくお願いいたします。
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5、中華人民共和国駐長崎総領事館開設40周年
を記念した取組について。

本県と中国とのゆかりは大変深く、古くから

交流や交易が重ねられ、地理的にも歴史的にも

密接な関係にございます。

日中国交正常化の前年である1971年には、全
国に先駆けて、県議会において「日中国交回復と

貿易促進に関する要望決議」を採択し、その後、

県民挙げての総領事館誘致活動が行われた結果、

1985年5月に、日本で唯一、一つの県を管轄する
という格別な配慮がなされた中華人民共和国駐

長崎総領事館が開設されました。

駐長崎総領事館開設以降も、経済、文化、観光

等の様々な分野にわたって中国との交流が活発

に行われているほか、昨年7月には、友好県省を
締結している福建省のトップである周祖翼書記

が来県され、昨年9月に知事や議長が友好都市で
ある上海市を訪問された際も、龔正上海市長と

面会されるなど、中国との友好交流を推進され

ているものと理解しております。

駐長崎総領事館開設40周年の記念すべき年と
なる令和7年度予算においても、周年記念事業費
について計上されておりますが、どのような取

組が考えられているのかをお尋ねいたします。

【村田文化観光国際部政策監】 中華人民共和国

駐長崎総領事館は、長年にわたり本県と中国と

の交流のかけ橋として重要な役割を果たしてま

いりました。その開設40周年を機に、中国とのさ
らなる友好交流関係を推進していくため、来年

度は、中国外交部等の要人を本県にお招きし、記

念祝賀会等を開催したいと考えております。

加えまして、知事、県議会、経済界等から成る

代表団で中国を訪問し、経済、文化、観光等の

様々な分野で関係の深化を図ってまいりたいと

考えております。

また、本県と中国との絆を次世代へと受け継

いでいく取組として、若い世代を対象に総領事

館を見学して友好交流の歴史を学ぶ機会を設け

るほか、北京市で開催される日中友好交流都市

中学生卓球交歓大会に県内の中学生を派遣する

など、青少年の国際交流や相互理解の促進にも

努めてまいります。

【湊委員】 今後、さらに中国との友好と信頼の

絆を強固なものとするため、地域間や民間レベ

ルでの友好交流を継続していくことが重要と考

えております。様々な分野で交流が一層拡大す

るように取り組んでいただきたいと思っており

ます。

特に、先ほど、卓球大会の話もございましたし、

青少年交流については、日中両国の若者が互い

の国について理解を深め、友好交流の一層の促

進につながるとともに、将来の国際交流を担う

人材を育成するという面でも重要な施策だと考

えております。

また、観光県である本県にとっても、大変重要

な交流であると認識しておりますので、今後、し

っかりと取り組んでいただくよう、よろしくお

願いいたします。

私の総括質疑を終わります。ご静聴ありがと

うございました。

【近藤委員長】 しばらく休憩いたします。

委員会は、14時30分から再開いたします。

― 午後 ２時１２分 休憩 ―

― 午後 ２時３０分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

改革21の質疑を行います。
なお、質疑時間は、答弁を含め60分であります。
深堀委員。

【深堀委員】改革21、深堀ひろしでございます。
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質問に入ります前に、吉村 洋前副議長のご

逝去に際し、謹んでお悔やみを申し上げますと

ともに、心よりご冥福をお祈りいたします。

では、質問に入らせていただきます。

1、当初予算の歳入について。
（1）令和7年度当初予算における歳入の考え方。
当初予算の策定に当たっては、県政運営に必

要不可欠な事業予算を効果的かつ効率的な予算

となるよう十分検証しながら積み上げたものと

承知をしておりますが、その積み上げについて

は歳入の見通しがあって初めてできるものと考

えております。そこで、今回は歳入の考え方につ

いて質問したいと思います。

令和7年度当初予算の歳出7,347億円に対し、
歳入が7,191億円となっており、財源不足が156
億円生じております。財源不足は、財政調整基金

の取崩しにより対応することとされております

が、7,191億円の歳入予算の内訳と、それぞれど
のような考え方で当初予算額を見込んでいるの

か、お尋ねをしたいと思います。

【中尾総務部長】 令和7年度当初予算における
歳入の主なものの内訳でございますが、県税及

び地方譲与税が1,611億円、地方交付税が2,336
億円、国庫支出金が1,090億円、県債が724億円な
どとなっています。

このうち国庫支出金や県債等については、対

象となる事業ごとに既定の補助率や充当率を用

いて算定しております。

一方、県税、地方譲与税、地方交付税等につき

ましては、今年度の決算見込額や、国が算定した

令和7年度の地方財政計画における費目ごとの
前年度からの伸び率等を基に、年間の収入見込

額を算定しているところでございます。

【深堀委員】 （2）地方交付税の考え方。
次に、地方交付税の算定方法について確認を

させてください。

県税収入に乏しい本県にとって、地方交付税

は、歳入予算のうち最も大きな31.8％を占めてお
りますが、地方交付税はどのように算定されて

いるのか、わかりやすく説明をお願いいたしま

す。

【中尾総務部長】 地方交付税でございますが、

国の地方財政計画を踏まえて、各地方公共団体

の標準的な人件費や行政経費を積み上げた歳出

に当たります基準財政需要額から、標準的な税

収入等を基に算定した、歳入に当たります基準

財政収入額、これを差し引いて算出されます財

源不足の額に対して措置されるものでございま

す。

【深堀委員】 説明があったように地方交付税は、

基準財政需要額から基準財政収入額を差し引い

て算定されますが、近年の物価高騰等を鑑みる

と、各自治体で必要となる行政経費も増加して

いるものと考えられます。この影響は、基準財政

需要額に反映されているのか、答弁をお願いい

たします。

【中尾総務部長】 国が示しました令和7年度の
地方全体の歳入・歳出を見積もる地方財政計画

において、公共施設の光熱費やサービス、施設管

理等の委託費の増加を踏まえ、歳出の一般行政

経費に前年度から300億円の増加となる1,000億
円が計上されております。

基準財政需要額は、地方財政計画を基に所要

額が算定されるということを考えますと、物価

高騰の影響についても一定の配慮がなされてい

るというところでございます。

【深堀委員】 昨今の物価高騰による行政経費の

コスト増に関しては、国としては300億円程度を
想定して拡大していると理解をしました。

（3）県税収入の考え方。
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次に、県税収入と地方交付税の関係について

確認をさせてください。

地方交付税は、基準財政需要額から基準財政

収入額を差し引いて算定されることになります

が、収入に当たる県税が増えると地方交付税全

体として減少するものと理解しておりますが、

その認識で相違ないか、端的にお願いいたしま

す。。

【中尾総務部長】 委員ご指摘のとおり、県税収

入が増加すると基準財政収入額が増額するとい

うことでございますので、その結果、財源不足が

縮小し、地方交付税が減少する形となります。

なお、基準財政収入額は、地方の自主性、独立

性を保障し、税源涵養の意欲を確保する観点か

ら、原則として標準的な税収入の75％のみが収
入額と算定されるところでございまして、残り

の25％は交付税算定には考慮されず、いわゆる
留保財源として各団体の財源となる仕組みとな

っていることも併せて申し上げておきます。

【深堀委員】 つまり、地方交付税の制度上、税

収入の25％が留保財源として交付税算定の基礎
から除外されるとすれば、交付税が減少したと

しても、県税収入を増やし留保財源を確保して

いく方が財政運営上のメリットは大きいという

ふうに理解していいでしょうか。

【中尾総務部長】 委員お見込みのとおり、県税

収入が増加するほど、基準財政収入額に算定さ

れない25％分の留保財源が見合いで増加するこ
とにもなりますので、各団体が自由に使える財

源が増えるということになります。

【深堀委員】 わかりました。

地方自治体の財政運営において、県税収入を

増加し、留保財源を十分に確保していく必要が

ありますが、本県の留保財源について、全国と比

較してどの程度の水準にあるのか、お尋ねをい

たします。

【中尾総務部長】 全国との比較ということで、

比較可能な令和5年度の決算における本県の留
保財源の額は286億円であり、全国順位では34位
というところでございます。

なお、これを人口で割った県民一人当たりの

留保財源についても申し上げますと2万2,000円
ということで、こちらは全国順位で46位となっ
ております。

【深堀委員】 令和5年度の決算で、留保財源が
286億円ということであります。お金に色はつい
ていないわけですが、この286億円の留保財源が、
いわゆる知事が政策的、戦略的、本県独自の産業

構造や地理的特性、文化、歴史、いろんなものが

ある中で、国に縛られないで、知事の思いで活用

できる財源が286億円あるというふうに理解を
しています。

ただ、その留保財源が、額で言えば、これは令

和5年度ですけれども、全国34位という少ない水
準。なおかつこれを県民一人当たりでカウント

してみると、全国47都道府県の中で46番目、下か
ら2番目ということであります。
この順位を見せてもらったんですが、一人当

たりの分で40位が宮崎県、41位が青森県、42位
が和歌山県、43位が高知県、44位が鹿児島県、45
位は沖縄県、46位は我が県、47位は奈良県という
並びでした。

どの県を見ても、地方、沖縄県を除いて人口が

どんどん、どんどん減少してきている、日本で言

ういわゆる地方の県だということが見てとれま

す。

今の仕組みでいけば、いかにして留保財源を

増やしていくかという取組をまずお尋ねしたい

と思います。

【中尾総務部長】 地方交付税等に多くを依存し、
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脆弱な財政構造にある本県としましては、地域

の実情や各分野の状況に応じたきめ細かな施策

を積極的に展開するためには、県税収入等の自

主財源の充実を図ることは大変重要なことでご

ざいます。

こうした税収増にも寄与すべく、令和7年度当
初予算においては、半導体、海洋エネルギー関連

産業等のサプライチェーン構築支援や、商工団

体と連携した中小・小規模事業者の経営サポー

ト、持続可能な農林水産業の実現、インバウンド

誘客の強化等による観光振興などに取り組むこ

ととしております。

これらの取組をはじめ、地域経済の活性化に

資する関連施策を推進することにより、留保財

源の確保にもつながる税源涵養に努めてまいり

たいと考えているところでございます。

【深堀委員】 留保財源を増やしていく考え方に

ついては、今、総務部長からお話がありました。

それはもう当然評価をする、その取組を今から

も強化していかなければいけないというふうに

は思っています。

ただ、その一方で、先ほど申し上げたように一

人当たりの留保財源が少ない地方の県が、頑張

ろうとして、今部長が言ったような施策、取組を

しようとしても、それにはやはり予算が必要に

なる、財源が必要になる。しかし、言ったように

そういうものが少ない県は、その予算が組めな

いわけですよ。

だから、そこを、今の制度上、頑張らなければ

いけないんだけれども、頑張っても今は、弱い県

が、地方の県が、なかなか浮かび上がってこられ

るような仕組みになっていないと私は思ってい

ます。

そこで、知事にお尋ねをしたいんですが、全国の

地方が存続していくために、現在のこの税の配

分のスキームに対して、私は見直す必要がある

と思うんだけれども、知事はどのようにお考え

ですか。

【大石知事】 まずは、先ほど総務部長から申し

上げましたとおり、一義的には、自主財源に乏し

い本県として、まずは税源涵養につながる経済

活性化施策、これをしっかりと取り組んでいく

必要があると考えております。

委員ご指摘の地方財政の制度面について、本

県が多くを依存しております地方交付税がござ

いますが、これは地方の財源保障機能と地方間

の財源調整機能を併せ持つ地方の貴重な固有財

源でございます。そのため引き続きこれは全国

知事会等と連携をしまして、地方交付税の総額

の確保、また地域の実情に応じて柔軟な配分を

可能にする地方創生推進費等の拡充等について、

国に強く働きかけてまいりたいと思っておりま

す。

併せて地方税の充実とともに、税源の偏在性

が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築に

ついても引き続き国に求めていくなど、持続可

能な財政運営の実現に向けて、県としてもしっ

かりと対応していきたいと考えております。

【深堀委員】 認識としては全く同じなので、ぜ

ひ、地方がもっともっと活性化するようなあり

方といいますか、そういったものを県からも求

めていくことを求めておきたいと思います。

2、物価高騰対策について。
（1）対策の考え方。
長引く物価高騰によって、県民の生活や事業

者の経済活動に様々な影響が生じております。

県においては、国からの交付金等を活用しな

がら、各種対策を構築されておりますが、物価高

騰対策の実施に当たっては、本県の実情を的確

に把握した上で、県民に寄り添う効果的な支援
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を講じていく必要があると考えております。

先の11月補正予算及び2月補正予算において、
約60億円程度の予算を、この物価高騰対策に充
てられておりますが、どのような点に着目して

予算を編成されたのか、事業を構築したのか、そ

の点をお尋ねしたいと思います。

【中尾総務部長】 令和6年度補正予算で計上し
た物価高騰対策のうち、まず事業者向けの支援

策については、各産業分野の状況や支援ニーズ

等を踏まえ、農林水産業におけるセーフティネ

ットへの支援や中小・小規模事業者等の生産性

向上に資する設備導入やデジタル化を支援する

など、きめ細かな施策を講じたところでござい

ます。

また、生活者支援についても、国における電気、

ガス、ガソリン等の支援状況を踏まえながら、そ

れを補完する形でのLPガス料金の支援のほか、
幅広い層に支援が行き届くような施策を講じて

ほしいとのお声も踏まえまして、市町の意向も

確認しながら、プレミアム商品券などの施策を

構築したところでございます。これらの施策に

より、直面する物価高騰から県民生活を下支え

し、県内経済活動の活性化につなげてまいりた

いと考えております。

【深堀委員】 対策の打ち方については、いろい

ろ個人的には思う部分もあるんですが、対策と

しては一定理解をいたします。

そもそも物価の高騰について、全国的な流れ

と本県の状況が全く一緒かというと、それは精

査をしなければ分からないわけですが、具体的

に本県においてどのような品目が高騰している

のか、全国との比較を含めて確認させてくださ

い。特に、現在注目されているのはお米ですよね。

このお米の価格についても確認をさせていただ

きたいと思います。

【大安県民生活環境部長】 消費者物価指数につ

きましては、県全体のデータはありませんが、公

表されている長崎市の令和7年1月のデータによ
りますと、対前年同月比の物価増加率が高いも

のとしては、「光熱・水道」が10.4％、「食料」
が8.8％の増加となっております。この2品目の全
国平均の対前年同月比は、それぞれ11.2％、7.8％
増加しております。長崎市と全国平均の増加率

を比較しますと、「光熱・水道」は全国より0.8
ポイント低く、「食料」は全国より1.0ポイント
高い状況にあります。

米につきましては、小売物価統計調査の長崎

市のデータによりますと、「コシヒカリ」の令和

7年1月の価格は対前年同月比で83.6％増で、5キ
ログラムで4,115円となっております。
なお、小売物価統計調査には全国平均の項目

はなく、比較はできておりません。

【深堀委員】 今答弁があったように、本県と全

国、長崎市の部分を抽出しておっしゃいました

けれども、「光熱・水道」、そして「食料」が上

昇していると。全体的な消費者物価指数、これを

2022年比で見ると長崎市で113％ぐらい。4年前
よりも13％ぐらい消費者物価指数全体は上がっ
ているわけで、これは対前年同月比の数字を今

部長が答弁されましたけれども、やはり県民生

活はものすごく苦しくなってきています。食料

品が、特に1ポイント全国と比べても高くなって
いる。お米については、長崎市のコシヒカリの数

字でしたが、約2倍近くまで上がっているという
ことですね。

先ほど、物価高騰対策のメニューについては

報告が、答弁があったわけですが、果たしてこれ

で十分なのか。例えば、米の問題については、流

通の部分が大きくウエートを占めているので、

なかなか行政として対策が打ちにくいというの
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は十分わかるんですけれども、国の備蓄米の放

出の公表があってからでも、なかなか米の値段

は落ち着かないという中で、やっぱり本県の県

民の暮らしを助けるために適時適切な物価高騰

対策を今後も講じていく必要があるというふう

に思っているんですが、これは総括的な質問な

んですが、今後もいろんな物価の動きを鑑みな

がら、補正予算でも組みながら対応していくと

いう考え方と理解していいでしょうか。

【中尾総務部長】 厳しい財政状況にあります本

県において、独自の対策を十分にできるかとい

うところは非常に難しいところがございます。

今回も国全体として、消費者物価の上昇、物価高

騰といった状況を鑑みて経済対策の補正予算が

成立したということもありまして、今回の対策

を我々も現場のニーズを見ながら措置をしてき

たところでございます。

一方で、県民の生活を守るという視点も当然

重要でございますので、限られた財源の中でど

のような対応ができるかということは、不断の

検討を進めてまいりたいと考えております。

【深堀委員】 確定的なことは今の段階で言え

るわけではないので、今の答弁を了とします

が、やはりこの物価の高騰を見ながら、いろん

な対策をこれからも講じていっていただきたい

ということを申し述べておきます。

3、公共事業費について。
（1）予算規模の推移。
土木部公共事業費については、令和元年度か

ら令和6年度までの公共、単独の予算額を分析し
たところ、年度により多少の増減はあるものの、

おおむね900億円程度の事業費で推移をしてい
るように私は見ました。

令和7年度は当初で744億円でありますが、今
後、国の補正予算等も見込まれると考えており

ます。これらを踏まえて、公共事業費では、ある

程度の規模を確保していると判断をしますが、

近年の資材や人件費の高騰などによる物価高を

考慮した時、実際に予算額の総額が横ばいであ

るならば、実施できる工事量が減少してきてい

るものと懸念をしております。

本来実施すべき工事が滞るような状況に陥っ

ていないのか、そこを確認させてください。

【中尾土木部長】 委員から今、お話しいただき

ましたように、近年、公共事業費は横ばいで推移

しております。それに対しまして、工事費用は約

3割上昇しておりますことから、強靱な県土づく
りに欠かすことができない高規格道路や防災関

係施設の整備を優先するなどの対応を行ってい

るところでございます。

しかしながら、今後の事業進捗への大きな影

響が懸念されるため、国に対し、資材価格や人件

費の高騰を踏まえたうえでの必要な予算を確保

するよう要望を行ってきております。

そのような中、国は先月、国土強靱化5か年加
速化対策終了後の新たな計画となる実施中期計

画において、必要な事業が着実に進められるよ

う、資材価格の高騰を勘案することなどを盛り

込んだ策定方針案を示しているところでござい

ます。

県といたしましては、引き続き事業が長期・安

定的に進められるよう、国に対し、機会あるごと

に要望を行い、必要な予算の確保に努めてまい

りたいと考えております。

【深堀委員】 もう一度再質問しますが、国の意

向といいますか、国の考えももちろん理解しま

した。

今、現状の中で、令和7年度の予算を組んだ中
で、こういう物価高騰の3割、3割上がっているわ
けですから、工事量が3割減った、同じ金額なら
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工事量自体が減少するわけですので、そういう

ところで懸念される点はないですかということ

をお尋ねしているんです。今後のことは今後の

ことで理解をするんですが、現実今、令和7年度
でどうなのかということを、もう一度お願いし

ます。

【中尾土木部長】 懸念される点といたしまして

は、やはり工事費が1.3倍になれば、取りかかれ
る工事の量もそれに応じて減るわけでございま

す。その点は懸念されるところでございますけ

れども、今後も物価の高騰がさらに進んでいく

と、その状況が深刻な状況になりますので、懸念

はしておりますけれども、その中で何とか優先

度をつけて公共事業の対応はさせていただいて

いるところでございます。

【深堀委員】 私が回答してほしかったのは、必

要な、安全上必要な分は、絶対そこはしっかり優

先的にやるんだから、そこは大丈夫ですよと言

ってほしかったんですよね。そこは大丈夫です

よね。では、次に移ります。

（2）発注件名数の推移。
先ほど確認したように、公共事業費の総額が

そこまで大きく動いてない中で、今度は発注件

名数を確認したいんですが、発注件名数が減少

傾向にあるというふうに伺っています。その実

態についてお尋ねをしたいと思います。

【中尾土木部長】 発注件数ということで、ラン

クごとの件数をご紹介させていただきたいと思

います。

土木部発注の土木一式工事における発注ラン

クごとの発注件数ということになりますけれど

も、令和元年度と令和5年度を比較いたしますと、
Aランクでは341件から299件に、Bランクでは
195件から153件に、Cランクでは183件から91件
に減少しております。

また、発注金額の合計で見ますと、Aランクで
は293億円から363億円に、Bランクでは36億円
から39億円に増加しておりますが、Cランクでは
11億円から8億円に減少しております。
【深堀委員】 今、答弁があったように、予算の

総額がそれほど動いていないにもかかわらず、A
ランクでいえば341件が299件、これは87.7％に
なります。Bランクでいけば195件から153件、こ
れは78.5％になります。Cランクは183件から91
件、49.7％になります。Cランクでいえば、令和
元年から令和5年度までに発注する件数が半分
以下になっているということですね。

この状況を鑑みた時に、事業者の受注機会が

減少し、行きわたっていないのではないかとい

う見方もできると思うんですけれども、県の見

解はいかがですか。

【中尾土木部長】 令和元年度から令和2年度に
かけて、入札における不調・不落は増加傾向であ

りまして、特に下位ランクを対象とした工事に

おいて、その件数が多い状況となっておりまし

た。

その主な理由としては、工事規模が小さく利

益が少ないことや、手持ち工事が多く技術者の

配置が困難であったことから、発注規模を大き

くするとともに、発注件数を減らす対策を行っ

てきておりまして、その結果、令和2年度以降の
不調・不落は減少傾向となっております。

そのような中、現在でも下位ランクを対象と

した工事では入札を辞退する建設業者が多く、

その主な理由は、以前と同様に手持ち工事が多

いことであるため、下請け工事も含め、中小建設

業者に一定の工事量が行きわたっているものと

考えております。

今後も、辞退の状況など、入札の結果等を踏ま

えながら、適切な規模での発注に努めてまいり



令和７年２月定例会・予算決算委員会（総括質疑）（３月６日）（未定稿）

66

たいと考えております。

【深堀委員】今、部長から答弁があったように、

この件数が減少してきているのは、これは不調・

不落、事業者の状況、そういったものを総合的に

勘案しながら、効率的な発注の仕方に移行して

きているから減少してきたということは、これ

は理解をします。

ただ、その状況というのは、今の民生需要とか、

こういったものの動きに左右されてくると思う

んですよね。ということは、今の状況が必ずしも

常に正だというふうには思わないんですよ。だ

から、いろんな状況を常に、これは業界団体の皆

さんと密接に意見交換しながら、いろんな民生

需要の動き等も踏まえて、発注のあり方という

のは常に、どういう形が適正なのかというのを

判断していかなければいけないと私は思うんで

すが、いかがでしょうか。

【中尾土木部長】 委員が今お話しされたとおり

であると思います。令和元年の当初でも、不調・

不落が多くて、我々対応してきましたけれども、

今後もいろんな不調・不落の状況などを分析し

ながら、適切な規模での発注を進めてまいりた

いと考えております。

【深堀委員】 よろしくお願いいたします。

4、ドクターヘリの運航拡大について。
（1）現状の運航状況。
最後は、ドクターヘリの運航拡大について、お

尋ねをいたします。

現状の運航状況、鵜瀬委員からも質問があり

ましたので重複しないように質問いたします。

長崎県病院企業団が医師を離島に運ぶ際に運

航するヘリをドクターヘリとして活用して2機
体制にするということでありますが、他県の運

航体制はどのような状況なのか、また、長崎県の

ドクターヘリの飛行時間や出動件数は、他県と

比較してどのような状況なのか、お尋ねをした

いと思います。

【新田福祉保健部長】 ドクターヘリは、全国に

おいて57機運航されておりまして、複数機運航
しております自治体は、北海道が4機体制、その
ほかに8県が2機体制となっております。
そして、本県の令和5年度におけるドクターヘ
リの出動件数は、全国9位の712件、飛行時間は全
国4位の418時間となっております。
なお、ドクターヘリが既に出動中で対応でき

ないといった件数は例年100件を超えておりま
して、令和5年度は全国5位の116件に上っており
ますことから、より多くの搬送要請に応じるこ

とができるよう、長崎県病院企業団のヘリコプ

ターを、運航しない日にドクターヘリの2機目と
して導入することとしており、今後とも効果的

なドクターヘリの運用により救命率の向上を図

ってまいります。

【深堀委員】 今の部長の説明で、今回のドクタ

ーヘリの運航拡大の必要性は十分理解をいたし

ました。

（2）安全性の確保。
ドクターヘリの拡大については異論はありま

せん。長崎県の現状を考えた時に、当然のことだ

と思っています。ただ、それは、安全性がしっか

りと担保されて、確保されているというのが絶

対条件であるというふうに思います。

今回、この安全性というものを確認するに至

ったのは、現在の本県ドクターヘリを運航して

いる事業者の方が、昨年5月28日付で大阪航空局
より不適切な航空機の整備等による事業改善命

令及び安全統括管理者の職務に関する警告を受

けています。

この事業者は、今回の運用拡大に対して対象

になる。というのが、この事業者がRIMCAS、今
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現在、病院企業団と契約している事業者ですか

ら、今回、本県が拡大をするドクターヘリの運航

事業者になるであろう事業者であるということ

から、お尋ねをするわけです。

まず、事業改善命令の概要及びその後の県の

対応についてお尋ねをします。

【新田福祉保健部長】昨年3月に、本県のドクタ
ーヘリの運航会社に対して行われました国土交

通省大阪航空局の立入検査におきまして、航空

機の不適切な整備や整備記録の未記入などの事

案が判明しましたことから、大阪航空局長から

運航会社に対し、5月28日付で事業改善命令が発
出されました。

なお、航空局から指摘のあった30件の事案の
うち、本県のドクターヘリに関わる事案が4件含
まれておりました。この事案を踏まえまして、県

から運航会社に対し、安全意識の徹底と再発防

止策を講じるよう強く求めるとともに、県にお

いては、5月31日付で当該事案について記者発表
を行ったところでございます。

また、今後のドクターヘリの運航に当たって

安全を確保するため、運航会社に対し再発防止

策の順守状況につきまして、継続して報告する

よう指示をしたところであります。

【深堀委員】 概要については、今、部長が答弁

されたとおりでありますが、これは私は非常に

由々しき事態だというふうに理解をしています。

実際に、5月28日に業務改善命令が発出されて
いるわけですが、その前段で、当該事業者から県

の方に情報が入っていたと思います。その時に

もう既にドクターヘリは日々動いているわけで、

そこで対策が、正式に事業者が再発防止対策を

提出したのは6月なんですけれども、この間、し
っかりドクターヘリは動いていたと思うんです

けれども、安全確認というか安全性は担保され

ていたのかというのがね、やはり命を守る最前

線のドクターヘリなんですが、当然そこには医

療スタッフも搭乗して、そういった人たちの命

にも関わる話なので、そのあたりをしっかり担

保できていたのかということをまず確認させて

ください。

【新田福祉保健部長】 県といたしましては、運

航会社から県に対して第一報をいただいた際に、

現在の運航中のドクターヘリの機体については

整備上問題がない旨、ご説明をいただいており

ましたところであり、県といたしましては、委員

もご指摘いただきましたとおり、安全性が確保

されることが大前提であるというふうに認識し

ておりますことから、安全性に対して問題がな

いというところを我々としては認識させていた

だいた上で運航を継続させていただいたところ

でございます。

【深堀委員】 県としては、安全性を確認できた

というお立場というか考えなんですけれども、

実際にその当該事業者が受けた不適切事案の一

覧表というものを入手しています。本県が、その

うちの4件が対象になるわけですが、本県が指摘
されている内容じゃないけれども、その30項目
の不適切事案の中で言えば、「エンジンオイルの

油温が制限値を超過したが、整備措置をせず飛

行した」とか、「ACASの不具合があったが、整
備措置せずに飛行した」と。ACASというのは、
恐らく衝突防止装置だと思われます。「耐空証明

の有効期限が切れた機体からACAS本体を流用
したが、整備記録を作成せず航空日誌に記載し

なかった」とか、「油圧系統からの漏れの不具合

があったが、整備措置せずに飛行した」とか、こ

れは他県の状況ですけれども、こういったこと

で業務改善命令を受けている事業者なんですね。

ですから、本県はそこの直接対象じゃなかった
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かもしれないけれども、しっかり安全性を担保

しなければいけない。そのことを重ねて申し上

げておきたいと思います。

この件を5月に記者発表されたというふうに
おっしゃっていますけれども、議会に対して何

か説明等々ありましたか。

【新田福祉保健部長】 こちら、先ほどもご答弁

させていただきましたとおり、5月31日付で記者
発表を行わせていただいているところでござい

ます。特に議会等に対して、直接何らかの形でお

伝えするといったようなことはさせていただい

てはおりませんでしたけれども、記者発表を通

じて、議会含めて県民の方々には周知をさせて

いただいているというふうに認識をしていると

ころです。

【深堀委員】 部長、今回の件は、ものすごく重

大なことだと私は思っているんです。そうであ

れば、知事、例えば定例県議会ごとに知事が、開

会日や閉会日に状況等々、話をされますね。私は、

そこで報告をすべき内容だと思います。

それをしないのであれば、文教厚生委員会、所

管の当該委員会の中で部長が状況報告をするわ

けですから、そこにこういう事象があっている

んですよということを、私は議会に対して絶対

に報告すべきだと思いますよ。

今、記者発表をしたからと言われたけど、そう

したら議会にはもう何も報告する必要はないじ

ゃないですか、プレスリリースした内容をとい

うことなりますよ。ですから、それだけ大きな事

案だということをしっかり鑑みて、議会にもし

っかり報告をするように、ここは求めておきた

いと思います。

どうですか、知事。

【大石知事】 県民の安全・安心を守る対応が大

変重要なものだということは、我々も同じ思い

でございます。

加えて、今ご指摘があった情報の報告のあり

方、共有のあり方といったことも、ともにこの県

政を議会と理事者、県側とともに発展をさせる、

同じ思いで取り組んでいらっしゃる皆様方に対

しまして、どういった報告が適切かといったこ

と、今回のことを踏まえてしっかりと今後検討

していきたいと思っております。

【深堀委員】 ぜひ、お願いをしておきたいと思

います。

さらに質問いたします。現行の県のドクター

ヘリの運航業務委託に係る入札参加資格におい

て、「過去3年以内に国土交通省より事業停止、
事業改善命令及び事業改善勧告を受けていない

こと」という、現行のドクターヘリの入札公告に

際しての条件の中に今言ったような条文が入っ

ているんですね。

今回契約をしている事業者が、こういう該当

する行為に至ったと。契約中にこういう状況が

発生した時に、どういうふうに対応するのかと

いうことは、契約上どうなっていますか。

【新田福祉保健部長】 令和3年度に実施をいた
しましたドクターヘリ運航業務委託の入札時点

では、運航会社は競争入札参加者の資格要件を

満たしており、適切な手続を経て契約に至った

ものでございます。

ドクターヘリ運航業務委託契約書におきまし

て、事業改善命令を受けた場合のペナルティや

契約解除の規定はございませんが、安全運航を

徹底するため、運航会社に対し再発防止策の遵

守状況について継続して報告するよう指示をし

たところでございます。

今後とも、再発防止策の遵守状況を確認し、ド

クターヘリの安全性の確保に徹底して取り組ん

でまいります。



令和７年２月定例会・予算決算委員会（総括質疑）（３月６日）（未定稿）

69

【深堀委員】 現契約の中では、途中でそういう

指導を受けた、命令を受けたところに対するあ

れはないと。もちろん業務停止命令が出れば、お

のずとそこはもう事業ができなくなるわけで、

そこは違うと思うんですけれども。

最後に、今回、RIMCASの空き時間を使ったド
クターヘリの拡大ということで、新たな契約に

なるわけです。事業者は、今のドクターヘリと同

じ事業者なんだけれども、契約としては新たな

契約になる。その時に、これはもう難しいのはわ

かり切ったことなんですが、契約を締結するに

当たって、業務改善命令を受けた事業者なんだ

から、そこはしっかりと安全性を担保しなけれ

ばいけないというふうに思っております。そこ

についての明確な安全の徹底についての決意を

確認させてください。

【新田福祉保健部長】 ドクターヘリの2機目と
して導入をする長崎県病院企業団のヘリコプタ

ーと現行のドクターヘリの運航会社は同一であ

りますことから、安全性が確実に確保されてい

るか、徹底して確認をしていく必要があると認

識をしております。

このことから、契約を締結するに当たりまし

ては、運航会社から大阪航空局に対して報告が

なされた安全管理体制の徹底などの再発防止策

の遵守や、遵守状況の定期的な報告などについ

て、仕様書に盛り込むこととしております。

県といたしましては、再発防止策の遵守状況

を継続して確認し、2機のドクターヘリの安全性
が確実に確保されるよう取り組んでまいります。

【深堀委員】 よろしくお願いします。終わりま

す。

【近藤委員長】 堤委員。

【堤委員】改革21、社会民主党、堤 典子です。

総括質疑に入ります前に、先頃、2月26日にお

亡くなりになった故吉村 洋副議長のご冥福を

心からお祈りいたします。

1、「選ばれる長崎県」づくりについて。
（1）「新しい長崎県」のイメージ。
令和7年度当初予算案におけるながさきブラ

ンド構築プロジェクトに関して、質疑を行いま

す。

「長崎県総合計画 チェンジ＆チャレンジ2025」
は最終年度を迎えることとなりますが、県政の

全分野を網羅し、産業、環境、福祉など、各分野

の計画や事業立案の基本となっています。それ

に対してビジョンは、国内外から選ばれる「新し

い長崎県づくり」の実現に向けて、今後注力して

いきたい分野に特化し、10年後のありたい姿と
その実現に向けた施策の方向性を示したもので

あるとされています。そして、新年度は、当初予

算の柱として、5つの重点テーマが掲げてありま
す。

そこで、まず「新しい長崎県」のイメージにつ

いて、知事にお尋ねします。ビジョンの冊子に示

されている国内外から選ばれる「新しい長崎県」

とは、どのようなものでしょうか。

【大石知事】 まず、「新しい長崎県づくり」の

ビジョンでございますけれども、人口減少によ

る地域活力の低下など、将来への不安や憂いを

払拭しまして、県民の皆様が本県への誇り、また

未来への期待感、これを抱いて、自分のふるさと

を愛し、自慢したくなるような長崎県を築いて

いきたいと、その思いで策定をしたものでござ

います。

この中で、ご指摘ありました選ばれる「新しい

長崎県」とは、本県が持つポテンシャルや特性を

活かしながら、例えば、子どもの分野では、子育

てや学びの場、交流分野では、インバウンド誘客

やマニアの呼び込み、イノベーション分野では、
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スタートアップ拠点や最先端技術の実装の場、

食分野では、食材やグルメの提供など、様々な場

面で国内外に存在感を示していること、本県が

暮らしの場や、また訪問先として選ばれ、また本

県の魅力や産品などを県内外でも手に取ってい

ただくと、選択していただけるような世界観を

表現したものでございます。

【堤委員】 数ある地域の中から、魅力ある地域

として長崎県が多くの皆さんに選んでいただけ

る、そういう長崎県をつくっていこうという、そ

ういうことかと思います。

ながさきブランドの構築についてお尋ねしま

す。

食や自然、歴史など、それぞれの分野では、本

県のブランドのイメージは大体定まっていると

捉えていいのではないかと思いますけれども、

ながさきブランドの構築とは、従来からある長

崎のブランドイメージとどう違っているのか、

県全体の総体的なブランディングを行うという

ことは、イメージ向上を目指したキャッチフレ

ーズのようなものをつくるお考えなのか、伺い

ます。

【陣野秘書・広報戦略部長】 ただいま委員から

お話がございましたように、本県では、これまで

も観光であったり、物産であったり、様々な個別

の分野におきまして、県内外へのプロモーショ

ン等を行い、それぞれのブランドの認知度やイ

メージの向上を図ってまいりました。

そうした中で、先ほどから知事からも話がご

ざいましたように、今後、国内外から選ばれる

「新しい長崎県」を実現するためには、県全体を

包含するようなブランドイメージが必要と考え、

現在、市町や関係団体等、多くの皆様から幅広く

ご意見を伺いながら、本県の多様な魅力に光を

当て、総体的なイメージ向上につながるながさ

きブランドの構築を進めているところでありま

す。

なお、ブランド構築に当たりましては、県民の

皆様に本県の魅力を再認識し、自慢したいと思

っていただくとともに、県外の皆様にもその魅

力を発信し、県内外両面から効果的、効率的に推

進していくことを考えております。

そのうえで、県民の皆様が共感し、一緒に取り

組んでいただけるようなながさきブランドのキ

ャッチコピーやビジュアルも作成し、県のみな

らず、県民や関係団体の皆様と一体となってブ

ランディングに取り組んでまいりたいと考えて

おります。

【堤委員】 長崎のブランドイメージはこれだと、

県民皆が納得でき、そして内外の人にアピール

できる、そういうものがあれば、「選ばれる長崎

県」づくりを進めるうえで、大きな力になるもの

と考えます。

資源を最大限に活用し、地域の魅力を再発見

し、観光客や投資を呼び込むことにつなげる、大

学卒業後のビジネスが地域にたくさんあったり、

多くの移住者を呼び込む、そうした魅力ある地

域づくりにつながる取組にしていっていただき

たいと思います。

（2）食の魅力発信。
新規事業、長崎・食の賑わい創出プロジェクト

について、お尋ねします。

一般質問でも取り上げられていましたけれど

も、食の賑わい拠点のあるべき姿の実証として、

4,316万8,000円が計上してあります。佐世保の
万津町エリアの朝市は、早朝4時から、日曜を除
くほぼ毎日開かれています。毎月第2・第4土曜日
には、午前6時半から競りが行われて、誰でも参
加でき、農産物や加工品、鮮魚など、市価よりも

非常に安く競り落とすことができます。
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長年、多くの買物客を集め、年末には、正月の

準備に必要なものは朝市で買い求めるとか、朝

市は佐世保市民の台所と言われてきましたけれ

ども、近年は、出店者が高齢化、後継者不足で減

少し、以前に比べると、小ぢんまりとしたものに

なってきました。

そうした中で、これまでの出店者に加えて、若

い人や一日限りのゲスト出店者にも広げたNEO
朝市が不定期に開催され、たくさんの客を呼び

込み、大きなにぎわいを見せています。1月に行
われた時は、大変寒い中でしたけれども、早朝5
時に行ってみました。暗かったんですけれども、

既に多くの人でにぎわっており、いつもの出店

者に加えて、あちこち他県からも様々な食を提

供する事業者が出店して、飲食物などを提供し

ていました。ながさきピース文化祭のPRも兼ね
た木管楽器のミニコンサート、子どもたちの大

声大会、抽せん会などのイベントが行われまし

た。市内の大学サークルや子ども食堂からの参

加もあって、飲食や体験を楽しむことができる

マルシェイベントとなっています。

この朝市についても、食の賑わい拠点の創出

ということで取り組まれるようですが、具体的

な取組やスケジュールについて、お尋ねします。

【渋谷農林部長】 県としましては、来年度、万

津エリアを食の賑わいの場の候補地として、市

町や地元のまちづくり団体などと連携し、新た

な試行の実施を計画しております。

具体的には、本県農水産物が旬を迎え、ながさ

きピース文化祭が開催中の10月を目途に、宿泊
施設などの地元関係者と一体となって、県内外

の方々に新鮮な旬の魚を味わえる朝食を提供す

る取組を進めることとしております。

さらに、現在不定期に開催されている朝市イ

ベントを活用して、地元の方々に旬の食材を提

供する取組を試行することとしており、将来的

には、県内外の方々が早朝から夜まで長崎県の

旬な食と地域との交流を求めて集まってくるよ

うなエリアの創出を目指してまいります。

【堤委員】 地元で取れた新鮮な農作物や魚介類

を地元の生産者や販売者と対面でやり取りをし

て買い求めるということは、食材の価値、生産者

の思いを知り、より深くおいしさを実感するこ

とにつながっていくと思います。地元ならでは

の食べ方を教わったり、そこでしか作られてい

ない野菜を目にしたりすることができます。こ

ういった取組、ぜひともしっかり広げていただ

きたいというふうに思っています。

この事業では、取組事例として、宿泊施設など

と連携した朝市での朝食の提供などが例に挙が

っていますけれども、県民や観光客に、また訪れ

たい、また買い求めたい、また味わいたいと思っ

てもらえるよう、地元の取組としっかり連動し

て進めていただきたいと思いますし、県民自ら

が長崎の食の魅力の発信者となれるよう高めて

いただけたらというふうに思っています。

（3）インフラツーリズムの推進。
令和7年度当初予算案に新規事業として、長崎
県インフラツーリズム推進事業費が計上されて

います。橋やダムなどといったインフラ施設、土

木系の公共財を観光することであると理解して

います。これも一般質問でも取り上げられてい

ましたけれども、今回、インフラツーリズムに着

眼した理由や本県のインフラ施設の特色につい

て、お尋ねします。

【中尾土木部長】 インフラツーリズムは、ダム

や橋などの既存の施設を活用しまして、普段立

ち入ることができない場所で、非日常的な体験

ができるものでありまして、全国的に、魅力ある

新たな観光ツアーとして注目されております。
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また、インフラツーリズムは、ツアーの参加者

にインフラ施設の見学を通じて建設技術に興味

や関心を持ってもらうという側面もありまして、

将来的な建設業の担い手の確保にもつながり得

るものと考えております。

県内には、日本最古の石造りアーチ橋であり

ます眼鏡橋や戦後日本の長大橋建設の出発点で

あります西海橋など、歴史的、技術的に価値の高

い施設が多く存在するものの、全国的に見てツ

アーの開催回数が少なく、拡大の余地がござい

ます。このため、県内のインフラ施設を十分に活

用する検討を進めていきたいと考えております。

【堤委員】 まだまだ県内での取組は進んでいな

いということで、これからしっかり取り組んで

いただきたいと思いますが、このインフラツー

リズムについて、他県ではどのような先行事例

があるのか、お尋ねします。

【中尾土木部長】 例えば、埼玉県にあります首

都圏外郭放水路、いわゆる地下神殿では、地域を

浸水から守り、安全を保つために建設された地

下の広大な空間を見学しながら、治水の大切さ

を学ぶことができるツアーが毎日開催されてお

ります。また、北海道の室蘭港にあります白鳥大

橋では、高さ140メートルの塔の上から絶景を眺
める体験と港内クルーズを組み合わせたツアー

が年間約30回開催されております。
【堤委員】 今回の長崎県インフラツーリズム推

進事業で、どのようなことを行い、そして観光資

源として、どう活かしていきたいとお考えか、お

尋ねします。

【中尾土木部長】 この事業では、県内のインフ

ラ施設で観光資源となり得る箇所を選定いたし

ますとともに、ツアーの運営体制の構築を目的

としたセミナーやワークショップの開催、ツア

ー内容を検証するためのモニターツアーの実施

などに取り組むことを想定しております。

県内のインフラ施設を魅力ある観光資源とし

て一層活かすことで、交流人口の拡大につなげ

てまいりたいと考えております。

【堤委員】 近年、自然災害が頻発化、激甚化す

る中で、対策も求められていますけれども、イン

フラの存在や役割についての理解促進とか、今、

部長がおっしゃったように、地域の観光資源と

して、地域の活性化にもつながる取組を進めて

いくことが重要ではないかと思っていますので、

しっかりと取り組んでいただけるよう、よろし

くお願いいたします。

2、道路インフラ老朽化対策の推進について。
私たちの生活を支えている道路や上下水道、

橋やダム、トンネルなどの社会インフラは、多く

が高度経済成長期に整備されて、完成から50年
以上経過し、経年や環境の影響で劣化が進んで

いると言われています。

本県は、海岸線が長く、地形が急峻であること

から、そういう橋梁やトンネルなどのインフラ

施設が多くありますが、今後、やはり老朽化が見

込まれています。主要な道路インフラである橋

梁、トンネルなどの老朽化の現状について、お尋

ねします。

【植村土木部技監】 県が管理いたします橋梁や

トンネルのうち、令和6年4月1日現在で、建設か
ら50年以上経過しておりますものは、建設時期
が不明なものを除きまして、橋梁が725橋で約4
割、トンネルが24本と約2割を占めております。
10年後には、これが橋梁で約6割、トンネルで約
3割に増えますので、施設の老朽化が急速に進行
いたしますことから、老朽化対策が大きな課題

となってまいります。

このため、橋梁やトンネルでは、5年に一度の
詳細な点検を行いまして、その診断結果に応じ
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た修繕等の措置を計画的に実施いたしまして、

施設の長寿命化を図っているところでございま

す。

【堤委員】 インフラの更新には大規模な投資が

必要ですけれども、今後のリスクを回避するた

めには、適切な予算の確保が重要です。インフラ

の寿命を延ばすための長期的な維持管理計画を

立てて、定期的なメンテナンスを行う必要があ

ります。

この老朽化対策は喫緊の課題となっていると

思いますが、必要な予算確保について、現在の状

況、今後の課題について、お尋ねします。

【植村土木部技監】 道路インフラの老朽化対策

につきましては、国土強靱化のための5か年加速
化対策に係る別枠予算も活用しながら取り組ん

でおりまして、今年度は、当初予算と補正予算を

合わせて、橋梁で約30億円、トンネルでは約4億
円の予算を確保し、例えば、塗装の塗り替えです

とか、ひび割れの補修などの老朽化対策工事を

実施しております。

この5か年加速化対策は令和7年度で終了とな
りますけれども、現在、国において、その後の国

土強靱化に関する実施中期計画の策定作業が進

められておりますので、その内容が継続的かつ

安定的な予算の確保につながるよう、国に対し

てしっかり要望してまいりたいと考えておりま

す。

【堤委員】 自主財源に乏しく、財政の厳しい本

県において、将来にわたってずっと住み続ける

ことのできる持続可能な地域とするためには、

しっかり予算を確保して、道路インフラの老朽

化対策に取り組んでいただかなければいけない

と思っております。新たな5か年計画が立てられ
るかと思いますが、予算確保について、全力を挙

げて取り組んでいただくようお願いをして、総

括質疑を終わります。

【近藤委員長】 しばらく休憩いたします。

委員会は、15時 45分から再開いたします。

― 午後 ３時３０分 休憩 ―

― 午後 ３時４５分 再開 ―

【近藤委員長】 委員会を再開いたします。

公明党の質疑を行います。

なお、質疑時間は、答弁を含め25分であります。
宮本委員。

【宮本委員】 公明党の宮本法広です。会派を代

表させていただきまして、質問をさせていただ

きます。

質問に入ります前に、お亡くなりになられま

した吉村 洋前副議長のご逝去を悼み、謹んで

お悔やみを申し上げますとともに、心からご冥

福をお祈り申し上げます。

吉村 洋前副議長がご生前の際、私に対しま

して様々ご指導、そして、激励をいただきました。

心から感謝を申し上げます。ありがとうござい

ました。

それでは、通告に従いまして質問に入ります。

1、防災行政。
（1）予算の編成状況について。
現在、国においては、防災庁を新たに設置し、

防災対策の強化に取り組もうとしています。

昨年1月に発生した能登半島地震以降も、南海
トラフ地震臨時情報が発表され、また、日本だけ

でなく、世界中でも大雨や火災などの災害が相

次いで発生しています。

離島や半島が多い本県においても、昨年10月
末に能登半島地震を踏まえた長崎県の防災対策

の見直しを行い、今後、防災対策の充実強化に取

り組まれるものと考えます。

まずは、危機管理部における予算の計上額と、
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その伸びについてお尋ねいたします。

【今冨危機管理部長】 危機管理部の職員給与費

を除く令和7年度予算につきましては13億2,400
万円で、前年度と比較した場合、1億9,600万円、
17％の増となっております。
また、先月ご審議いただきました国の交付金

を活用した補正予算を加えますと、14億2,800万
円で、前年比3億円、27％の増となっております。
【宮本委員】 ただいまご答弁いただきましたと

おり、2月の補正を加えますと、対前年比で27％
の増ということを確認させていただきました。

危機管理部における防災対策予算についても、

前年から増額しているという状況を確認させて

いただきました。よって、防災対策につきまして

は、実質上、強化の姿勢がうかがえます。

それでは、どのような考えのもとに、どのよう

な対策に取り組もうとされているのか、次にお

尋ねいたします。

【今冨危機管理部長】 危機管理部では、防災対

策の見直しについて、項目ごとにロードマップ

を作成し、着実に推進を図ることとしており、そ

の中で新たに予算が必要となる事業につきまし

ては、有利な財源も活用しつつ、優先順位をつけ

ながら検討を進めてまいりました。

まず、地震アセスメント調査は、防災対策の基

となる被害予測を調査するものであり、速やか

に実施してまいります。

また、能登半島地震で特に大きな課題となり

ました孤立集落対策と避難所対策について、国

の交付金を最大限活用して、ヘリコプターの離

発着適地調査と、港湾・漁港調査を実施しますと

ともに、市町の避難所対策の広域支援として、ト

イレカーやテント式パーティションの整備を進

めてまいります。

そのほか、策定までに一定期間を要する防災

タイムラインの策定に着手してまいります。

引き続き、市町や関係機関等と連携を密にし

ながら、防災対策の見直しを着実に推進してま

いります。

【宮本委員】 ご答弁ありがとうございました。

この地震アセスメント調査、内容が出てきま

したが、これは一般質問等々でもいろいろ議論

があっているところですが、速やかに実施して

いただいて、できる限り公表をお願いしたいと

思います。

また、避難所対策、これは我々公明党県議団で

も推進をしているところであり、昨年11月定例
会においては川崎議員が質問いたしまして、ト

イレ、キッチン、ベッド、これらの3つを災害発
生後48時間以内に整備する体制を整えるべきで
あるという「TKB48」という新たな理論を提言
申し上げたところであり、トイレカー、そしてベ

ッドにつきましても補正予算で対応していると

いう状況も確認をいたしました。

キッチンカーにつきましては、令和6年12月18
日、災害時におけるキッチンカーによる炊き出

しの実施等に関する協定が長崎県と締結され、

大きな災害発生時は、避難所等で避難者に対し

て温かい食事の提供が可能になったという協定

が結ばれたところであります。

しかしながら、これでよしとはせずに、引き続

き、市町と、また関係機関と連携を取りながら、

避難所対策をはじめとする防災対策を強化して

いただきたいということをご要望させていただ

きます。

（3）生活インフラの整備について。
この件につきましては、一般質問でも出てお

りましたが、私の観点から質問をさせていただ

きます。

令和7年1月28日に発生いたしました埼玉県八
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潮市の道路陥没事故を踏まえて、本県において

も下水道管に起因する道路陥没を未然に防ぐこ

とは重要であります。

まずは、八潮市の事故発生後、本県においても

緊急点検を実施しているのか、お尋ねいたしま

す。

【大安県民生活環境部長】 八潮市の事故が発生

した翌日に、国から流域下水道管理者に対して、

大規模な下水処理場に接続する直径2メートル
以上の下水道管について、目視等による緊急点

検を行うよう要請がありました。

流域下水道管理者である県の施設には、該当

する下水道管はありませんでしたが、県が管理

する全ての下水道管について、目視による点検

の結果、異状はありませんでした。

県内で下水道事業を実施している市町は、今

回の国の緊急点検要請の対象とはなっておりま

せんが、市町へ聞き取りをしたところ、緊急に対

応すべき異状のものはないとのことでございま

した。

【宮本委員】 ただいまご答弁いただいたとおり、

緊急点検においては、特に問題となる市町はな

いということを理解いたしました。

その一方で、下水道管の点検は5年に1回以上
ということで認識しています。

そこで、この点検、5年に1回以上の点検の実施
状況と、点検した中で補修などの対応が必要な

箇所がどの程度あるのかについて、お尋ねをい

たします。

【大安県民生活環境部長】 下水道法では、下水

道管の点検は構造等を勘案して、適切な時期に

目視、その他適切な方法により行うこととされ

ており、そのうち、下水の貯留その他の原因によ

り腐食するおそれが大きいものにあっては、5年
に1回以上の適切な頻度で点検を行うこととさ

れ、これに従い、各下水道管理者は点検を行って

おります。

なお、県内の下水道管総延長約4,500キロメー
トルのうち、5年に1回以上の点検が必要な下水
道管は、令和5年度末で約39キロメートルとなっ
ております。

令和5年度末において、県内で取替等が必要な
下水道管の延長は約2キロメートルとなってお
りまして、各下水道管理者は計画的に下水道管

の更新を実施しているところです。

【宮本委員】 各市町の状況を確認いたしました。

最終的に取替が必要な下水道管は約2キロメー
トルということで確認をいたしました。

しかしながら、今後、耐用年数を超えて対応が

必要な箇所は増加していく、増えていくと考え

ます。そんな状況においても、今回と同様な事故

が発生しない対策は必要であると考えます。こ

の対応状況についてお尋ねいたします。

【大安県民生活環境部長】 今回の道路陥没事故

を受けまして、国は、有識者委員会を設置し、重

点的に点検を行う対象や頻度といった点検のあ

り方などの見直しに着手されております。

県としましては、国の動向を注視し、引き続き

流域下水道の適切な維持管理に努めるとともに、

市町に対して必要な助言や情報提供を行い、適

切な維持管理を促してまいります。

【宮本委員】国の方でも、今回の事故を受けて、

様々な対応は出てくるかと思いますので、ただ

いまのご答弁のとおり、国の動向を注視して対

応していただきたいということを要望して、次

の質問に移ります。

2、教育行政。
（1）本県における高校授業料無償化の影響につ
いて。

現在、国は、高校授業料の無償化へ本格的にか
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じを切っており、去る2月25日には、自由民主党、
公明党、日本維新の会の3党において、教育無償
化に関し、令和7年度からは、現行の高校授業料
の就学支援制度では支援を受けることができな

い世帯をなくして、公立、私立を問わず、全世帯

を対象に公立高校の授業料に相当する年額11万
8,800円を支給し、さらに、私立高校については、
令和8年度から所得制限を撤廃し、加算額の上限
を年額39万6,000円から45万7,000円に引き上げ
ることに合意がなされているところであります。

まずは、このことに伴います県予算への影響は

どのようになるのか、お尋ねいたします。

【中尾総務部長】 全日制の高校授業料につきま

しては、全額国庫補助である就学支援金につい

て、令和7年度から公私立を問わず、所得制限を
撤廃し、ご紹介がございました年額11万8,800円
を支給、さらに私立については、令和8年度から
上限額を年額45万7,000円に引き上げることが
国で検討されている状況でございます。

この改正によりまして、令和7年度当初予算を
ベースとしまして、令和7年度は公私立で約6億
3,000万円、令和8年度は約18億3,000万円が加わ
り約24億6,000万円の予算が追加で必要になる
と試算しているところでございます。

【宮本委員】 合わせて約24億6,000万円追加で
必要となるということです。これは、今後、国の

財政スキームによりますので、もちろんこれは

全額県で出せということにはならないというふ

うに認識はしておりますが、しっかりと今後国

の状況を見ていかなければならないと考えてい

るところです。

次に、私立高校についてですが、令和8年度か
ら国の制度拡充に伴って、現行制度で県単独予

算として、現在上乗せ支援を実施している予算、

これに余裕が出てくるのではないかと考えます。

この余裕が出てきた予算については、県として、

今後、どのように活用していこうと考えている

のかをお尋ねいたします。

【中尾総務部長】 令和8年度における就学支援
金制度の拡充につきましては、その費用負担も

含め、国において協議が行われている段階であ

るというふうに承知しております。現在、県が実

施している上乗せ支援については、引き続き、こ

の国の制度拡充の動きを注視しつつ検討してま

いりたいと考えております。

【宮本委員】 やはりそうですよね。国の動きは

どうなるのかというのを注視しつつ、県単独予

算として上乗せ支援をしているこの予算、これ

は今後どうなるのかというのは、非常に大事な

観点かと思いますので、引き続き動向を注視し

ていただきたいということを要望させていただ

きます。

3、福祉保健行政。
（1）薬剤師確保対策について。
充実した地域の医療体制を構築するためにも、

薬剤師の確保に向けた取組は重要であります。

薬剤師の業務は、医師の処方箋に基づく調剤

及び調剤時の服薬指導、情報提供と服薬期間中

のフォローアップ、医師をはじめとした他職種

との連携、併せて処方箋なしで購入できるOTC
医薬品の販売、そして相談対応、学校保健医や薬

学教育、臨床試験、そして創薬など、幅広い分野

にまで及びます。

また、ここ県庁におきましても、優秀な薬剤師

が長崎県政の推進に向けて日夜活躍されている

状況であります。そしてまた、最も大切な使命は、

地域住民一人ひとりの健康づくりに寄与するこ

とであります。

このように、薬剤師の使命、業務は多岐にわた

る、その一方で本県の薬剤師の数は非常に少な
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い状況であります。

そこで、来年度以降の薬剤師確保対策につい

て、どのように取り組んでいかれるのか、スケジ

ュールも含めてお尋ねいたします。

【新田福祉保健部長】 本県の人口10万人当たり
の薬剤師数は229.9人で、全国平均の259.1人に
比べまして少ないという状況であり、さらに離

島・半島地域では150人前後と非常に不足してい
る状況でございますことから、地域医療を支え

るうえで重要な役割を担っております薬剤師の

確保に向けた具体的な取組を進めていく必要が

あると認識しております。

薬剤師確保対策といたしましては、来年度は

薬学生を対象に離島・半島地域において、地域の

特色や薬剤師の業務の魅力を体感してもらい、

県内就職につなげるための就学ツアーを実施す

ることや、中高生を対象に薬剤師を志す学生を

増やすことを目的として、薬剤師の業務を体験

できるセミナーを開催することとしております。

また、病院薬剤師を確保するため、令和7年度
に新たに制度を創設し、県が指定する病院に新

規就労することを条件といたしまして、奨学金

返済に係る支援を行うこととしたところであり

ます。

令和7年度においては、薬学生及び病院を対象
に制度の周知を図ることとしており、県といた

しましては、引き続き、長崎県薬剤師確保計画に

基づき、県内で薬学部を有する長崎大学及び長

崎国際大学や関係団体と連携を図りながら、薬

剤師の確保につながるよう取り組んでまいりま

す。

【宮本委員】 部長、ありがとうございました。

いよいよ、来年から長崎県薬剤師確保計画に基

づいた薬剤師確保対策を開始するという状況を

ご答弁いただきました。非常にありがたい制度

であります。離島・半島がやはり長崎県は多いの

で、特に不足しているという状況をただいま報

告いただきました。私のところにも、いつもとい

うか、「薬剤師、誰かいませんか」というご相談

がよくありまして、私は行きたい限りなんです

が、それはできないんです。そういったご相談も

いただいており、特に病院薬剤師については喫

緊の課題であるということを言われています。

それについて、薬学生を対象にした就学ツアー、

これは離島・半島を中心にということで非常に

ありがたい制度です。また、中高生においても、

職場体験と題しまして、薬剤師の業務を実際に

見ていただくという非常に画期的な取組が開始

されます。周知広報をしっかりとしていただく

ことをお願いしたいのと、あと奨学金返済支援

制度がいよいよ始まります。他県ではもう既に

始まっているところもあり、長崎県においては、

やっとという状況ではありますけれども、あり

がたく感謝しているところです。

これについても、多くの薬学生が奨学金を借

りているという現状をとらまえて、周知広報の

ほどよろしくお願いしたいと思います。

（2）発達障がい児の医療体制について。
昨年9月定例会一般質問におきまして、本県に
おける発達障害の初診待機期間解決のための発

達障害児に関する医療提供体制づくりについて

質問した際、部長から「令和4年度に実施した地
域の小児科等に関するアンケートにより、診療

に前向きな医療機関が一定数あったことから、

これらの医療機関に発達障害児の診療を担って

いただくため、こども医療福祉センターなどと

検討してまいります」とのご答弁をいただきま

した。

発達障害児を身近な地域の医療機関で診療で

きる体制の構築について、改めて要望をすると
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ともに、ぜひ進めていただきたいと考えます。

そこで、令和7年度からどのように取り組んで
いかれるのか、お尋ねいたします。

【新田福祉保健部長】 県において、発達障害児

の診療を担っておりますのは、主に長崎県こど

も医療福祉センターなどの3つの中核機関であ
り、それらの医療機関における初診までの待機

期間が長期化しているという現状を打開するた

めには、地域の小児科医の方々にも発達障害児

の診療を分担していただく必要があると認識を

しております。

そのため、来年度から新規に発達障害児地域

診療体制強化事業といたしまして、発達障害児

の診療に取り組もうとされる地域の小児科医の

方々に対する研修を実施する予定としておりま

す。

この研修を通じまして、発達障害児を診療で

きる医師を養成し、研修を受講した小児科医の

方々をリスト化して県で公表いたしますほか、

発達障害児に関する相談を受ける市町や保育園

などにも情報を共有するなど、地域の小児科に

おいても発達障害児に関する相談や診療が可能

となる仕組みを構築してまいりたいと考えてお

ります。

県といたしましては、発達障害児を抱える家

族の方々に寄り添いながら、発達障害児の早期

診療や早期療育がより円滑に行われるよう、環

境整備に取り組んでまいります。

【宮本委員】 来年度から、私がいつも提唱して

おります地域完結型の医療体制の構築、それに

少し近づいた形で地域診療体制強化ということ

でご答弁いただきました。発達障害児の早期診

療、そして早期療育を目的として、いよいよ地域

の小児科医の先生方が発達障害を診療するとい

う取組、まずは研修ということであります。

しかしながら、開業している小児科の先生た

ちの数も減っているという現状はあるものの、

令和4年度のアンケートからすると、発達障害に
関する診療に前向きな医療機関が一定数あった

ということは、やはりそれだけ地域の小児科の

先生たちも意欲があるというふうに認識をして

いるところですので、これがどの程度あるのか

はこの研修を受けてからになろうかと思います

が、この事業が初診の待ち時間の解消につなが

るものと確信をしておりますので、どうか尽力

していただければと思います。

4、観光行政。
（1）アニメツーリズムの取り組みについて。
来年度から知事肝煎りのビジョン事業であり

ますアニメツーリズムの推進に向けた取組がい

よいよ始動いたします。私自身、本県におけるア

ニメポテンシャルの優位性から、アニメツーリ

ズムの推進については、平成31年、令和元年、令
和2年、令和6年と一般質問及び委員会において
取り上げ、様々な観点から議論をしてまいりま

した。それだけに大変期待するところでありま

す。

そこで、来年度から始まるビジョン事業、アニ

メツーリズムの推進に対する知事の決意、思い、

そして本気度についてお尋ねいたします。

【大石知事】 日本のアニメ産業でございますけ

れども、世界で大きく拡大をしておりまして、国

の試算によれば、海外から、アニメの聖地巡礼を

目的として年間115万人を超える方が来日をさ
れているということです。このことからも潜在

的な聖地巡礼、これは260万人いると言われてお
ります。

本県は、訪れてみたい日本のアニメ聖地88選
に全国で4番目に多い6作品が選定されるなど、
全国的にもアニメの舞台として高いポテンシャ
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ルを有しております。

先般、アニメをテーマといたしました「こんな

長崎どがんです会」では、日本のアニメは世界中

に人気があって、聖地巡礼などを通して高い経

済効果が見込まれるといったことや、聖地化を

図る上で大事なことは、本県が舞台となった作

品の魅力を県民が理解をして、ファンと一緒に

盛り上がれるような状況をつくることだといっ

たことなどのご意見をいただいたところでござ

います。

私自身、アニメには大きな可能性を感じてお

りまして、専門家等のご意見なども踏まえて、来

年度においては、新たに聖地巡礼ツアーやファ

ンとの交流イベントの開催などにも取り組むこ

ととしたところでございます。

こうした取組によって、国内外から交流人口

の拡大を図るとともに、県民が地域の魅力を再

認識していただくこと、そして、地域を誇りに思

っていただけるような長崎県の実現を、県民の

皆様と一緒に目指していきたいと思っておりま

す。

【宮本委員】 知事、大変にありがとうございま

した。大いに期待するところであります。

知事、アニメは好きですか。

【大石知事】 はい、好きでございます。

【宮本委員】 その思いをどうかぶつけていただ

きたいと思います。

アニメには夢があります。希望があります。そ

して、愛があります。この勢いを、知事の勢いを、

県内における交流人口拡大という観点から遺憾

なく発揮していただいて、長崎を盛り上げて、ア

ニメで盛り上げていただきたいというふうに考

えておりますので、どうぞよろしくお願いいた

します。

以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。

【近藤委員長】 続いて、県民会議の質疑を行い

ます。

なお、質疑時間は、答弁を含め15分であります。
中山委員。

【中山委員】 県民会議の中山 功でございます。

故吉村 洋副議長に、衷心よりお悔やみ申し

上げます。いろいろとありがとうございました。

それでは、質問いたします。

1、人口減少対策について。
（1）R7年度の人口減少対策に係る事業数と事業
費総額等について。

大石県政は、今期、最後の年になりますが、未

婚化・晩婚化の進行、公約に掲げていた合計特殊

出生率は、基準年よりさらに低下を続けていま

す。また、希望する職場の不足などによる若者県

外流出にも歯止めをかけることはできていませ

ん。

県民が成果を共有することができる事業予算

になっているのか、令和7年度の人口減少対策に
係る事業数と事業費総額について、お尋ねをい

たします。

【早稲田企画部長】 令和7年度における人口減
少対策関連予算は、まち・ひと・しごと創生総合

戦略の施策体系に基づき、ひと、しごと、まちの

3つの柱ごとに計上しており、事業数が295件、事
業費が約336億円となっております。
主な施策としましては、例えば、増加する外国

人材の受入れ、定着に向けて、総合相談窓口を設

置するほか、半導体関連産業の県内サプライチ

ェーン構築支援等を新たに実施するとともに、

県外から若い方々を呼び込めるよう、今年度に

引き続き、交流と婚活をつなぐ巡り合いイベン

トなどにも取り組むこととしております。

【中山委員】今、事業費を336億円計上している
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ということでありましたけれども、令和7年度に
おける人口減少数を成果見通しとしての具体的

な目標値は設定しているのか、お尋ねいたしま

す。

【早稲田企画部長】 本県におきましては、現行

の長期人口ビジョンにおいて、2060年に人口100
万人規模の確保を目指し、様々な人口減少対策

に取り組んでおりますが、単年度ごとの目標値

は設定していないところであります。

人口規模をどのように捉えていくかは重要な

視点であると認識しておりまして、今後、次期総

合戦略の策定作業を進める中で、有識者のご意

見などもお伺いしながら、人口ビジョンに関す

る議論を深めてまいりたいと考えております。

【中山委員】 令和7年度の人口減少数に明確な
目標値を設定していないことにつきましては、

非常に残念であります。なぜなら、目標値の設定

は、県民に対する見える化、また成果の検証のた

めに必要であります。改めて、目標値の設定を強

く要望しておきたいと思います。

（2）R7年度の結婚支援に係る事業数、内容、事
業費総額等について。

次に、自然減少の主な要因である結婚数、出生

数は、毎年、最少数を更新しています。このこと

は、集落、市町を経営していくうえにおいても危

機的状況にあると考えています。

これを打開する施策を期待いたしますが、令

和7年度における結婚支援に係る事業内容、事業
費について、お尋ねいたします。

【浦こども政策局長】 令和7年度の結婚支援事
業につきましては、県婚活サポートセンター「あ

いたか」におけるお見合いシステムの運営や縁

結び隊などのボランティア活動の支援、婚活イ

ベントの開催による裾野の広い出会いの場の提

供のほか、婚活アドバイザーによる相談会やス

キルアップセミナーなど、様々な支援策に取り

組むこととしておりまして、その予算額は3,788
万3,000円となっているところでございます。
【中山委員】 事業費が3,788万3,000円というこ
とでありますから、これは結婚適齢者1人当たり
の事業費にすると、コーヒー1杯分程度になりま
す。この事業費では、成果を上げることができる

のか、心配をしているわけでありますが、それで

は次に、令和7年度における長崎県婚活サポート
センター「あいたか」の会員数と「あいたか」を

含む成婚数と目標値、また実績について、お尋ね

いたします。

【浦こども政策局長】 県の婚活サポートセンタ

ー「あいたか」の実績につきまして、まず本年度

2月末現在の会員数は1,469人となっておりまし
て、目標の2,500人に対して下回っている状況で
ございます。

また、今年度の成婚数につきましても、これも

2月末現在の数字でありますが、61組となってお
りまして、目標の150組に対して下回っている状
況でございます。

会員数につきましては、特に30歳代の減少が
顕著でありまして、今後、ライフデザイン支援の

取組の強化を図るほか、SNSの効果的な活用や
ターゲットを絞った情報発信の強化などに積極

的に取り組みまして、若い世代をはじめとした

会員数の増加につなげてまいりたいと考えてお

ります。

【中山委員】 目標値と実績が非常に大きく乖離

しておりますので、これは抜本的に見直す必要

があるのかについて、委員会の方で協議したい

と考えておりますので、よろしくお願いしてお

きたいと思います。

そこで、重要になってくるのは、県と21市町と
の連携、特に長崎市との連携強化が必要だと考
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えておりますが、長崎市との相乗効果を高める

ための取組について、お尋ねいたします。

【浦こども政策局長】 結婚支援事業における市

町との連携につきましては、これまでの間も、お

見合いシステムの登録や閲覧が可能な窓口を県

内全ての市町に配置するとともに、市町主催の

出会いイベント参加者に対しまして、お見合い

システムの登録料割引を実施するなど、情報発

信面も含めまして、様々な連携施策に取り組ん

できたところであります。

こうした中、ただいま委員の方からお尋ねが

ありました長崎市におきましては、近年、結婚支

援の強化に取り組んでいるものと認識をしてお

りまして、県としても、これまで以上に市との意

見交換等の機会を設けてきたところでありまし

て、婚活イベントの共同開催等にも取り組んで

まいりました。また、令和7年度に向けては、さ
らに市が主催するイベントの参加者が県の婚活

アドバイザー等による相談支援を受けることが

できる仕組みづくりなど、それぞれの取組を連

携させた支援策を検討しているところでござい

ます。

結婚支援事業につきましては、各地域の実情

を踏まえた取組が重要でありまして、引き続き、

長崎市をはじめとする県内市町としっかりと連

携を図りながら、効果的な結婚支援に努めてま

いりたいと考えております。

【中山委員】 県と長崎市と、やはり職員の交流

も含めて、さらなる連携強化をして、ぜひ成果を

出していただくように要望しておきたいと思い

ます。

（3）半導体産業の振興について。
若者の県外流出の要因の一つに、若者が希望

する職場の不足があると考えています。本県が

長崎県半導体産業成長戦略を策定して、半導体

産業の振興を図ることによって、若者から選ば

れる企業、職場の創出につながることが期待で

きます。令和7年度の事業費と企業支援の内容に
ついて、お尋ねいたします。

【宮地産業労働部長】 県では、人口減少対策が

本県の喫緊の課題となる中、若者を中心に、良質

な雇用の場の確保が期待できる半導体関連産業

の振興を図るため、来年度予算に1億958万8,000
円を計上しております。

具体的には、県内企業が造船業を通じて培っ

た技術や人材が活かせる半導体製造装置分野に

おいて、サプライチェーンの強化に向け、アンカ

ー企業の誘致を図るとともに、県内企業の設備

投資などを支援してまいります。

また、県内企業に対し、専門家派遣や人材のリ

スキリングなどを支援することにより、県内企

業の技術力向上を図ってまいります。

【中山委員】 今、サプライチェーンの強化を推

進するということでありましたけれども、令和6
年度時点における本県の半導体産業関連企業数

と、九州全体また本県へのこれまでの民間企業

の投資額について、お尋ねいたします。

【宮地産業労働部長】 半導体関連企業は、県内

には、大手企業をはじめ、高い金属加工の技術や

人材を活かして製造装置関連分野に参入してい

る中小企業があり、県の調査では、現在約80社と
なっております。

また、国の調査によると、令和3年4月から令和
6年12月の間に公表された民間の投資計画は、九
州全体で約4.8兆円、121件となっております。こ
のうち投資額については、各県の内訳は公表さ

れておりませんが、件数については、本県は大手

企業を中心に9件となっており、680億円の投資
額を公表している京セラを含むなど、相当程度

が県内でも計画されているものと考えておりま
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す。

【中山委員】 関連企業が80社ということであり
ましたけれども、今後を考えますと、やはりこの

関連企業数を、私としては、200社以上に拡大し
ていく必要があると思いますので、大胆な事業

費の投入を求めておきます。

次に、令和7年度の半導体産業における売上高
と雇用者数の目標値について、お尋ねいたしま

す。

【宮地産業労働部長】 県では、半導体関連産業

の目標値については、関連市場の動向や県内企

業の状況等を踏まえ、総合計画に設定しており、

令和7年度については、売上高6,337億円、雇用者
数6,942人となっております。
【中山委員】特に、雇用者目標数6,942人の達成
を期待しておきたいと思います。

次に、働き方改革に伴う労働時間の制約も相

まって、人材の希少価値は一段と高まっていま

す。特に、半導体に関わる人材育成は最重要課題

であると考えております。本県における産学官

の連携、またそれぞれの取組の状況について、お

尋ねいたします。

【石田産業労働部政策監】 県では、ながさき半

導体ネットワークにおいて産学官の連携を深め

ながら、小学校から大学等に至る各段階に応じ

た人材育成の仕組みづくりに取り組んでおりま

す。

また、取組の方向性等については、長崎大学と

協議しながら検討を進めており、大学におかれ

ても、大学院に研究科を新設し、総合研究センタ

ーを開設されるとともに、県内企業や教育機関

と連携して、人材育成に取り組んでいただいて

いるところでございます。

【中山委員】 本県の半導体人材育成・確保にお

いては、特に、工業高校が重要だと考えておりま

して、授業の科目、また具体的な取組について、

本県の状況についてお尋ねいたします。

【石田産業労働部政策監】 工業高校では、長崎

工業高校において、今年度から、半導体製造技術

を学習する学校独自の科目が導入され、来年度

からは、大村工業高校でも開始予定となってお

ります。また、来年度からは、新たに、企業現場

で製造工程等を体験できる機会を提供し、就業

先に県内企業を選んでいただけるよう取組を強

化してまいります。

【中山委員】 今年度、長崎工業、来年度は大村

工業高校と広がっているわけでありますので、

ぜひこの取組への支援をひとつよろしくお願い

しておきたいと思います。

次に、半導体産業を新たな基幹産業に成長さ

せるためには、半導体製造装置等のアンカー企

業の誘致が不可欠であると言われております。

今年度を含む今後の取組について、お尋ねいた

します。

【宮地産業労働部長】 県及び県産業振興財団で

は、アンカー企業誘致に向け、今年度は、1月末
時点で、延べ312件の半導体関連企業を訪問し、
本県の優位性を直接、経営幹部等に説明するな

ど、効果的な誘致活動を進めております。

具体的には、本県には優秀な工業系人材が豊

富であることや地震が比較的少ない地域である

ことに加え、大学や市町などと連携した支援を

県及び県産業振興財団が窓口となってワンスト

ップで行うことなど、本県の優位性をご説明し

ております。

また、九州各県がアンカー企業の誘致に適し

た大規模な工業団地の整備に取り組む中、本県

においても、東彼杵町と連携し、工業用水を備え

た大規模工業団地の整備を検討していることな

ども、併せて提案しております。
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【中山委員】 取組の状況については承知しまし

た。ぜひアンカー企業の誘致実現に、もう一気張

りしていただきますように、要望しておきたい

と思います。

次に、第1回九州半導体産業展が令和6年9月25
日から26日、マリンメッセ福岡B館で開催され、
県内企業9社と共同出展し、各社の製品や技術を
紹介したと報告されております。本県の若者、ま

た関連企業関係者の関心を高めるために、本県

での開催の可能性について、お尋ねをいたしま

す。

【宮地産業労働部長】 展示会の主催者にお伺い

したところ、本展示会は民間での運営でなされ

ているということで、今後、意見交換をしてまい

ります。

【近藤委員長】 続いて、日本共産党の質疑を行

います。

なお、質疑時間は、答弁を含め10分であります。
堀江委員。

【堀江委員】 お亡くなりになられた故吉村 洋

前副議長並びにご遺族の方々に心から哀悼の意

を表します。

日本共産党の堀江ひとみです。

1、石木ダム事業について。
大石知事は、議会開会日、「川原にお住まいの

13世帯の皆様と引き続き話し合いの機会をいた
だけるよう、努力を重ねてまいります」と説明し

ました。判子を押したかのような一言一句変わ

らぬ説明に、私は本気度を疑います。

それはまた、この間の市民団体への担当課の

対応も同じです。市民による石木ダム再評価監

視委員会、以下、市民委員会と呼びます。市民委

員会は、昨年、ダムについての技術的な疑問点を

15の評価ポイントにまとめ、長崎県に説明を求
めました。10月の決算総括質疑では、「説明を尽

くしていく必要がある」と大石知事は私に答弁

しました。

12月27日、担当課より市民委員会に対して、
「公開の場で質疑の時間を十分に確保し、説明

を行いたい」としたうえで、「長崎県の進行でや

らせていただきたい」と述べられました。

一方、市民委員会は、「13世帯の方々から説明
会の進行は市民委員会でお願いをしたいと要請

を行ってほしい」と要請を受けていることから、

市民委員会で進行したいと主張し、合意に達し

なかったため、「担当課は上に伝えたい」と持ち

帰られることとなりました。

ところが、その1か月後、何の連絡もないまま、
突然、先月、2月18日に文書が市民委員会に通知
され、「質問への回答はホームページに記載され

た」とのことで、合意に至らなかった説明会の進

行役については、全く触れられていませんでし

た。

さらに、このことに対して2月25日、市民委員
会が「申入れをしたい」と要望したら、担当課は、

「今後は、市民委員会とは対応しません」と拒否

されました。

そこで、質問します。「市民委員会とは、今後

は対応しない」というのは、知事のお考えですか、

答弁を求めます。

【大石知事】 まずはじめに、先の定例会の時に

議事録の確認をと委員からもご要望があってお

りましたので、それは確認を改めてさせていた

だきました。昨日、私も担当も含めてみんなで確

認しましたけれども、議事録を確認したところ、

私、市民委員会の方に担当の職員を出席させる

というような発言はしておりません。

ただ、これまで堀江委員に対して、私は「説明

を尽くす」という答弁をさせていただいており

ますけれども、これはあくまで事業の直接の当
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事者である13世帯の皆様に対して説明を尽くし
たいということを申し上げた次第でございます。

ただ、今回、市民委員会の方々からご説明をと

いうお話も聞いております。13世帯の方々も、そ
れを関心事として望んでいらっしゃるというこ

とでございましたので、我々としては、対応しな

いとかではなくて、説明会に同委員会の方々も

同席していただいて技術的な説明をさせていた

だきたいということを提案させていただいてお

ります。

【堀江委員】 私の質問は、「市民委員会とは今

後は対応しない」と担当課が言ったんですよ。だ

から、それは知事の考えですかと聞いている。こ

のことについて対応するのか、しないのか、知事

の考えをお示しください。そのことを質問して

いますから。

【大石知事】 先ほど、私の考えを述べさせてい

ただきましたけれども、委員会に対応しないと

かいうわけではなくて、我々が説明しようとし

ているのが13世帯の方々であるということ。そ
れで、その説明会の場に同委員会の方々がお越

しになられて、その場で技術的な説明をさせて

いただくといったことは、もちろん、我々として

しっかり対応したいと思っております。

【堀江委員】 市民委員会については、今後は一

切対応しないということではなくて、知事の考

えは、市民委員会については対応するというこ

とですか。

【大石知事】 繰り返しになって恐縮ですけれど

も、我々が説明を尽くすと答弁させていただい

ているのは、我々、県の再評価委員会の方でご意

見をいただいております、13世帯に対して、反対
住民の方々に対して、しっかりとご説明を尽く

すことというご意見をいただいております。そ

のことをしっかりと受け止めて13世帯の方々へ

技術的な説明、必要性の説明といったことはさ

せていただきたいと思っております。その中で、

同委員会の方々がご参加されるということであ

れば、それは我々としても対応させていただき

たいと。それは13世帯の方々がそれを望んでい
らっしゃるということをお聞きをしているから

でございます。

【堀江委員】 一昨日、3月4日に、川原地区の13
世帯の住民の方が知事にお手紙を書いています

ね。「長崎県知事 大石賢吾様。貴職が本当に私

たちの理解を得たいと思われているなら、まず

は私たちが一任している市民委員会に対し、誠

意ある対応や説明を実現されるよう強く求めま

す」と。市民委員会に対して、川原の皆さんは全

面委任しているんですよ、説明会をしてほしい

と。だから、そこは市民委員会に対応しない限り、

13世帯とお話しすることはできません。知事は
言ったでしょう、冒頭に「誠意ある対応をしたい」

と。「川原の皆さんと話し合いを持つ機会をした

い」と。そうであるならば、川原の皆さんが市民

委員会に一任しているんだと、市民委員会に対

して対応してくださいと言っているわけですか

ら、それは市民委員会に対応しないと、知事が思

っていることはできないでしょう。

そういう意味では、市民委員会は、13世帯の
方々から説明の進行は市民委員会で行ってほし

いと要請を受けて、だからこそ、説明会について

は、市民委員会でやってほしいという13世帯の
思いを言っているんですよ。

そういう意味では、市民委員会について、ちゃ

んと対応するという姿勢がなければ、13世帯に
も、これは対応できないと私は思うんですけれ

ども、知事の見解を改めてお尋ねいたします。

【大石知事】 県としましては、県の再評価委員

会でご意見もあったことを踏まえて、13世帯へ
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の説明を尽くすということ、13世帯の皆様に対
して、しっかりその責任を果たしていきたいと

思っておりますけれども、市民委員会の方にも

13世帯の皆様への説明会に同席をいただくとい
ったことで提案をさせていただいております。

今、お触れいただいたのは3月4日の件だと思
いますけれども、文書をいただいていることは

承知をしております。13世帯の皆様と市民委員
会の方から説明会の開催に対しますご意見をい

ただいておりますけれども、この中でも説明会

の進め方などについてご要望があったというふ

うに理解をしております。これについては、今後、

協議をさせていただきたいと思っております。

【堀江委員】 説明会については、今後、協議を

していくということですね。つまり説明会を私

が10月の決算総括質疑で市民委員会に担当課の
職員を出して、その質問に答える対応をとれな

いかということに対して、知事は、「必要な技術

的なことであるとか、説明について尽くしてい

く必要がある」と答弁をした。しかし、そのこと

については、知事は、今となっては、これは市民

委員会について言うことではなくて、13世帯に
言っていることなんだというふうに釈明をしま

したけれども、改めてお尋ねいたします。

説明会を開いて、これは疑問に答え、それから、

内容については進行役は市民委員会でやってほ

しいという13世帯のお願いに応える、内容につ
いては協議をするということで、説明会につい

ては協議をするということでいいんですか。

【大石知事】 もちろん、説明会は説明を13世帯
方向けにさせていただくというところで開催を

させていただきます。その場に同委員会の方々

が同席されるといったことで、ご説明はもちろ

んさせていただきたいと思っております。

今、ご質問いただいた点につきましては、開催

ですね、説明会の進め方についてご要望があっ

たというふうに理解をしておりますので、その

ことについて協議をさせていただきたいと思っ

ております。

【堀江委員】 「説明会の進行については協議を

したい」という知事のその答弁、ぜひ守ってほし

いと思います。少なくとも3月4日の日に川原の
住民の皆さんは、「私たちが一任している市民委

員会に対し、誠意ある対応や説明会を実現され

るよう求めます」というふうに述べられて、「そ

れが実現しない限り、私たちだけで説明の場に

出向くことはありません」と明確に述べている

わけですから、そういう意味では、市民委員会は

ないがしろにできないと私は思うんですけど、

再度、どのようにお考えですか、その点だけ教え

てください。

【大石知事】 13世帯への説明会をしっかりと県
として対応させていただきたいと思っておりま

す。

以上です。

【近藤委員長】続いて、もったいないよ 長崎の

質疑を行います。

なお、質疑時間は、答弁を含め10分であります。
大倉委員。

【大倉委員】 まずは、お亡くなりになりました

吉村前副議長に対しまして、心よりお悔やみ申

し上げます。

もったいないよ 長崎、大倉 聡です。

1、ママの安心出産～産後支援事業費について。
（1）事業の意義と課題。
去年1年間に長崎県内で生まれた赤ちゃんの

数、出生数ですけれども、7,534人、過去最少で
した。前の年と比べますと640人の減少となりま
した。少子化という流れがなかなか止まりませ

ん。おさまらないという状況です。
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そんな中、新たな事業としまして、ママの安心

出産～産後支援事業費として2,900万円余りが
計上されました。

事業の目的として、まず、産後ケア事業につい

て、市町、県婦人科医会、県助産師会との集合契

約締結とあります。この産後ケア事業そのもの

は、令和3年度から全国の市区町村で努力義務化
されています。

本県では、産婦人科施設が島にない小値賀町

を除いた県内20市町で実施されているというふ
うに聞いております。

そういった産後ケア事業を実施している多く

の市町と、この県産婦人科医会、そして県助産師

会と集合契約締結をすることによって、お母さ

んにとってはどういったメリットがあるのか、

まずそこを伺います。

【浦こども政策局長】 産後ケア事業につきまし

ては、多くの市町が取組を進めているところで

すが、市町ごとに利用できる医療機関や助産所

などの資源に差があるほか、例えば里帰り出産

に伴い、ほかの市町の施設を利用するニーズも

あるなど、広域的に利用しやすい仕組みづくり

が課題というふうに考えております。

そのため、県の広域的調整等の役割として、市

町や関係機関との集合契約に取り組むことによ

りまして、市町の垣根を越え、県内全ての施設か

ら選択して産後ケアを利用できるようになるこ

とが一番のメリットであると考えております。

【大倉委員】 まさに、この集合契約が事業の柱

だと思います。そして、いろいろ範囲が広がって

いくというのは、これはいいことだと私も思い

ます。

ですが、これまでは参加施設や市町への申請

手続が煩雑だったんですね。「非常に面倒だった」

という声が私のもとにも届いています。

今回の事業の特徴がもう一つ、アプリですね、

産後ケアアプリの導入だと思います。今後は、こ

のアプリによって、施設、市町への申請手続まで

全て1回で完了するというふうに聞いておりま
す。それだけじゃなくて、病院の空き状況とか予

約まで可能というふうにも聞いています。それ

だけじゃなくて、さらにアプリ内に事前に気に

なることであるとか、相談したいことを記入で

きる欄もあるということですから、まさに産後

の悩みとか不安、そういったものにもしっかり

と向き合ってくれるということで、このアプリ

には私は期待をしております。

そこで、伺います。この産後ケアアプリに参加

する市町、医療機関がどの程度までこれから増

えていくか、それが非常に気になるところです

けれども、今、そのあたりの呼びかけなどをどれ

くらいなされているんでしょうか。

【浦こども政策局長】 産後ケアアプリにつきま

しては、より多くの市町や医療機関等が、このア

プリ活用に参画することで、利用者の選択肢が

増え、利便性も高まることから、ただいま、委員

からお話がありましたように、参加に向けた積

極的な働きかけというのが必要であると考えて

おります。

これまでの間、県内市町や県医師会等の関係

機関に対しましては、産後ケアアプリの活用に

ついて協議、検討を行ってきたところでござい

ますけれども、今後、予算案のご議決をいただい

たうえで、県内の医療機関等も含め、参画に向け

た働きかけに力を注いでまいります。

【大倉委員】 ただ、この産後ケア事業を利用す

る際、自己負担額が今より少なくなることを望

むお母さんの声が私には非常にたくさん届いて

いるんですね。今後の産後ケア事業に対する補

助、これは今回利用する方々の自己負担額が減
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額する補助事業というふうに考えていいんです

か。

【浦こども政策局長】 産後ケア事業につきまし

ては、これまで母子保健法に基づく市町の努力

義務となっていたことから、国及び市町が2分の
1ずつを費用負担することによって事業を実施
してきたところであります。

今般、子ども・子育て支援法に基づく地域子ど

も・子育て支援事業として改めて位置づけされ

たことに伴いまして、国、県、市町の役割分担が

明確化されるとともに、事業費の4分の1を県が
負担することとなったものであります。

そのため、利用者の自己負担額の軽減には直

接つながりませんが、県の役割である広域的な

調整等に取り組む中で、市町の産後ケア事業の

充実を促してまいりたいと考えております。

【大倉委員】 今の答弁で大事なところは、利用

者の自己負担額の軽減には直接つながらないと

いうところだと思うんですね。そういうことな

んでしょうけれども、結果的に、これ、市町の負

担割合は減るわけですから、市町が減った負担

分を、それこそ独自の予算措置でもって利用者

の皆さんの自己負担額の軽減の支援をするかど

うか、そこが問われているんじゃないかなと思

うわけで、ぜひここは市町の取組に大いに期待

をしたいところですし、県は、そういったことも

しっかり呼びかけをしてもらいたいというふう

に考えております。

長崎県保険医協会が県内の妊産婦の皆さん1
万3,000人にアンケートを行った調査結果があ
ります。その中で、やっぱりお金、出産に関する

経済的な不安とか悩みに関する記述が非常に多

いんです。少しだけご紹介します。

「妊娠・出産にはとにかくお金がかかる」、「金

銭的な不安があり、子どもを産むか考える」、「働

いている女性の多くは、出産後、育児休暇を取得

し、収入が激減する。子どもにかかるお金が増え

支出が増えるのに収入は減ってしまう」、まさに

そういったお母さんたちの切実な声に、経済的

に今回の事業がどこまで応えることができるの

かという観点で今度はご質問します。

妊婦さんに対する遠方の分娩取扱施設への交

通費及び宿泊費補助とあります。さらには、遠方

の産科医療機関等における妊婦健診に係る交通

費補助ともあります。いずれも遠方という縛り

がついているんですね。この遠方というのは、自

宅から産科施設までの距離だと思うんですけれ

ども、そのあたりの基準がありましたらお示し

ください。

【浦こども政策局長】 本事業の対象者は、国の

補助要綱によれば、自宅または里帰り先から最

寄りの分娩取扱施設や産科医療機関等までの標

準的な移動時間がおおむね60分以上かかる妊婦
とされております。加えまして、本事業に係るQ
＆Aにおきまして、最寄りの分娩取扱施設が満床
の場合は、受入れ可能な最も近い施設を基準と

することなど、幾つかの具体的な取扱いも示さ

れているところでございます。

【大倉委員】 「最寄り」という言葉が何度か出

てきました。最寄りの産科施設といっても、最寄

りの定義というのが非常に曖昧だと私は思うわ

けです。例えば、自宅から60分以上が補助対象と
いうことですけれども、小値賀島には産婦人科

がないんですね。ですから、最寄りの施設に行く

ためには高速船かフェリーに乗らなきゃいけな

いわけです。高速船なら35分で上五島の有川に
着きます。有川港から徒歩で10分ほどで産科施
設に行けます。つまり45分なんですよ。自宅から
考えたとしても60分以内で行けちゃうんです。
つまりこれ、補助対象外になっちゃうんですね。
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これじゃ、おかしいなとやっぱり私は思うわけ

ですよ。離島を有する本県特有の状況も鑑みた

最寄りについての定義をしっかりと国に確認を

していただきたいと思います。

それだけじゃなくて、本県ならではの地理的

特徴、これを国に理解してもらって、補助に関し

て柔軟な措置を講じてもらうよう、ここも強く

要望していただきたいと思いますが、ご見解を。

【浦こども政策局長】 本県は、離島・半島が多

く、交通手段や交通機関の運行状況、また、生活

圏など地域の状況は様々でありまして、本事業

におきましても、様々なケースが想定される中、

実施主体であります市町においては、地域の実

情に応じた妊婦へのきめ細かな支援が求められ

ているところでございます。

県としても、こうした市町の声も的確に捉え

たうえで、国に対して本県の地域の実情をしっ

かりお伝えしながら、必要な確認等に取り組ん

でまいりたいと考えております。

【大倉委員】 しっかりと要望してきてください。

この産後ケアの集合契約の締結、それからア

プリに関して、これは有意義なものになりそう

という声が、実は県保険医協会の本田会長も一

定の評価を示していました。他方で、分娩とか妊

婦健診の交通費、宿泊費など、経済的な補助、こ

れは手厚いとは言えません。そもそも遠方とい

う縛りがありますしですね。

ある助産師からは、こんなコメントをもらい

ました。「60分以上というハードルが高過ぎて、
本土では、ほぼ該当しない」という意見ですね、

まさにおっしゃるとおりです。さらには、離島も

有している本県です。ぜひ柔軟に運用されるか

どうか。これ、今のところ、未知数です、ちょっ

と不安な部分があります。しっかりとお母さん

たちにとって有意義で、実効性のあるものにし

ていただきたいと思います。

終わります。

【近藤委員長】 以上をもちまして、総括質疑を

終了いたします。

次に、議案につきましては、お手元の分科会審

査議案のとおり、各分科会において審査いただ

きますよう、お願いいたします。

次回の委員会は、各分科会長の報告を受ける

ため、3月17日、午前11時に開催いたします。
本日は、これをもちまして散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時４８分 散会 ―



３ 月 １７ 日

（ 分科会長報告 ・ 採決）
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年３月１７日

自  午前１１時 ０分

至  午前１１時２８分

於  本 会 議 場

２、出席委員の氏名

委 員 長 近藤 智昭 君

副 委 員 長 中村 泰輔 君

委 員 田中 愛国 君

〃 小林 克敏 君

〃 中山  功 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 浅田ますみ 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 前田 哲也 君

〃 深堀ひろし 君

〃 中島 浩介 君

〃 ごうまなみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 山本 由夫 君

〃 宅島 寿一 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 中村 一三 君

〃 石本 政弘 君

〃 堤  典子 君

〃 庭 敦子 君

  〃 山下 博史 君

   〃 千住 良治 君

   〃 坂口 慎一 君

   〃 清川 久義 君

       〃 鵜瀬 和博 君

   〃 初手 安幸 君

   〃 本多 泰邦 君

   〃 山村 健志 君

       〃 中村 俊介 君

   〃 大倉  聡 君

   〃 まきやま大和 君

   〃 大久保堅太 君

  〃 白川 鮎美 君

   〃 冨岡 孝介 君

   〃 湊  亮太 君

   〃 畑島 晃貴 君

   〃 虎島 泰洋 君

３、欠席委員の氏名

委 員 宮本 法広 君

４、委員外出席議員の氏名

な     し

５、県側出席者の氏名

秘書・広報戦略部長 陣野 和弘 君

企 画 部 長 早稲田智仁 君

総 務 部 長 中尾 正英 君

危機 管理部 長 今冨 洋祐 君

地域 振興部 長 小川 雅純 君

地域振興部政策監 渡辺 大祐 君

文化観光国際部長 伊達 良弘 君

文化観光国際部政策監 村田 利博 君

県民生活環境部長 大安 哲也 君

福祉 保健部 長 新田 惇一 君

こども政策局長 浦  亮治 君
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産業 労働部 長 宮地 智弘 君

産業労働部政策監 石田 智久 君

水 産 部 長 吉田  誠 君

農 林 部 長 渋谷 隆秀 君

土 木 部 長 中尾 吉宏 君

土 木 部 技 監 植村 公彦 君

交 通 局 長 太田 彰幸 君

教育委員会教育長 前川 謙介 君

会 計 管 理 者 井手美都子 君

選挙管理委員会総括書記長補佐 小橋 和則 君

監 査 事 務 局 長 桑宮 直彦 君

人事委員会事務局長

（労働委員会事務局長併任）
田中紀久美 君

議会 事務局 長 中尾美恵子 君

警 務 部 長 中川 正則 君

議会事務局職員出席者

次長兼総務課長 濵口  孝 君

議 事 課 長 佐藤 隆幸 君

政 務 調 査 課 長 大宮 巌浩 君

議事課課長補佐 永尾 弘之 君

議事課課長補佐 川原 孝行 君

議 事 課 係 長 山口祐一郎 君

会計年度任用職員 天雨千代子 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１１時 ０分 開会 ―

【近藤委員長】ただいまから、予算決算委員会

を開きます。

なお、宮本委員より、欠席する旨の届が出て

おりますので、ご了承をお願いいたします。

また、楠本選挙管理委員会書記長が欠席のた

め、小橋選挙管理委員会総括書記長補佐が代理

出席しておりますので、ご了承をお願いいたし

ます。

これより議事に入ります。

本委員会に付託されました、第1号議案「令和
7年度長崎県一般会計予算」ほか31件を議題とい
たします。

これより各分科会長から審査結果の報告を求

めます。

まず、総務分科会長の報告を求めます。

鵜瀬総務分科会長。

【鵜瀬総務分科会長】総務分科会の審査結果に

ついて、ご報告いたします。

本分科会が審査いたしました案件は、第1号議

案「令和7年度長崎県一般会計予算」のうち関係

部分ほか6件であります。

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり可決

すべきものと決定されました。

以下、本分科会で論議のありました主な事項

について、ご報告申し上げます。

まず、第1号議案のうち関係部分について、

警察本部関係の「地域安全活動推進事業費」に

関し、「ニセ電話詐欺の対策として、『電話が

つながりにくい環境づくりの推進』『広報啓発

活動』『声掛けによる水際対策の推進』の3本柱

で取り組むとのことであるが、昨年中に、水際

で被害を阻止できた実績はどれくらいか。」と

の質問に対し、「令和6年中の阻止件数は189件、

金額は約4千615万円であり、対前年比34件、約

557万円の減であった。」との答弁がありました。

これに対し、「来年度は、どのような対策を

より一層強化していくのか。」との質問に対し、

「引き続き、3本柱を中心に抑止対策に取り組む

こととしているが、詐欺の手口が月毎に変化し

ていくことから、対策を常に最適化するととも

に、金融機関や教育委員会とも連携し、子ども
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のうちから金融リテラシーの向上に向けた啓発

も行うこととしている。」との答弁がありまし

た。

次に、企画部関係の「データ連携基盤運営業

務委託費」に関し、「当該事業の概要と、参画

している団体・業種はどのような状況か。」と

の質問に対し、「行政や民間などが保有するデ

ータの仲介や、分野間のデータを利活用しやす

くするための連携基盤であり、様々な地域課題

の解決に繋がるサービスを、官民で創出するこ

とを目的に、市町と共同で運営するものである。

県内すべての市町や、様々な民間事業者が参画

し、連携して活用しており、地図上で、避難所

や子育て施設、観光施設、土砂災害警戒区域に

関する情報などを提供している。」との答弁が

ありました。

これに対し、「これまでの主な成果は。また、

今後どのように拡大を図り、より一層効果的に

取り組んでいくのか。」との質問に対し、「デ

ータ連携基盤を介してリアルタイムの気象デー

タを地図上に表示するサービスが民間事業者に

より開発され、市町の避難指示発令の判断や消

防団出動の動作指標に活用されている。また、

森林計画図の地図表示によって、開示請求や問

い合わせが削減され、行政・住民、双方の負担

軽減の成果が出ている。令和7年度は、選挙ポス

ターの掲示板の位置情報をマップ表示し、行政

の大幅な負担軽減及び候補者の利便性向上を図

ることとしており、今後とも行政機関の事務の

効率化や県民の利便性向上を図っていきたい。」

との答弁がありました。

次に、「企業版ふるさと納税」に関し、「人

材派遣型の企業版ふるさと納税の本県の状況は

どうか。また、そのメリットは。」との質問に

対し、「令和2年10月の制度改正によって新たに

創設されたものであり、本県においては、令和

5年5月より第一生命株式会社から、職員1名の派

遣を受け、現在、国保・健康増進課にて業務に

従事している。自治体側としては、実質的に人

件費を負担することなく、専門的な知識やノウ

ハウを有する人材を受け入れることができ、メ

リットが大きい事業である。今後も引き続き、

企業に対するＰＲを行っていきたい。」との答

弁がありました。

次に、地域振興部関係の「自動運転バス等社

会実装推進事業費」に関し、「『長崎空港～新

大村駅』ルートにおいて、自動運転バスの実証

運行を実施するとのことであるが、社会実装の

時期については、いつ頃を予定しているのか。」

との質問に対し、「路線バスについては、昨今

の運転士不足の深刻化等を背景に減便・廃止が

顕在化しており、こうした課題へ将来的に対応

していくため、一定の条件下で運転者を必要と

しない『レベル4』自動運転バスの社会実装を目

指している。早ければ令和9年度中の社会実装を

目指し、令和7年度から、運転者の常時監視下で

自動運転を行う『レベル2』の実証運行に取り組

むこととしている。」との答弁がありました。

次に、秘書・広報戦略部関係の「長崎ブラン

ド構築プロジェクト費」に関し、「アンケート

調査の結果、『誇り度』・『未来への希望度』・

『未来への可能性』などについて、県職員の前

向きな回答が低いことに対しどのように受け止

めているか。また、ブランドのキャッチコピー

等の公表はいつ頃を予定しているのか。」との

質問に対し、「県職員の数値が低いことについ

ては、厳しい状況であると認識している。まず

は県職員にブランディングの考え方を浸透させ、

マインドの醸成や情報発信のスキルアップ研修

を行うとともに、県民の皆様にブランドの考え

方を伝えるための広報にも取り組んでいきたい。

また、今後、調査結果や各種会議の意見等を踏
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まえ、県民の皆様に共感していただけるキャッ

チコピー等を作成し、県議会でのご意見も伺い

ながら、7月頃に戦略と併せて公表する予定とし

ている。」との答弁がありました。

次に、総務部関係の「ふるさと納税」に関し、

「昨年度の収納額5億9千万円に対し、今年度の

実績はどうか。また、増収に向け、来年度どの

ように取り組むのか。」との質問に対し、「今

年度の収納見込額は目標額の10億円に近付いて

おり、来年度は12億円を目標とし、魅力ある返

礼品の開発や、ブラッシュアップに取り組むこ

ととしている。」との答弁がありました。

このほか、本県の財政運営に関連して、「有

利な交付税措置のある県債の活用や、市場動向

を注視した債券の運用にも取り組んでいただき

たい。」との意見がありました。

以上のほか、総務関係予算全般にわたり、熱

心な論議が交わされましたが、その詳細につい

ては、この際、省略させていただきます。

以上で、総務分科会の報告といたします。

委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。

【近藤委員長】次に、文教厚生分科会長の報告

を求めます。

中村泰輔文教厚生分科会長

【中村（泰）文教厚生分科会長】文教厚生分科

会の審査結果について、ご報告いたします。

本分科会が審査いたしました案件は、第1号議

案「令和7年度長崎県一般会計予算」のうち関係

部分、ほか6件であります。

慎重に審査いたしました結果、議案は、いず

れも異議なく、原案のとおり可決すべきものと

決定されました。

以下、本分科会で論議のありました主な事項

について、ご報告申し上げます。

第1号議案のうち関係部分について、総務部関

係の「大学法人費の運営費交付金」に関し、「今

回、予算に計上されているリサーチ・アドミニ

ストレータとは何か。」との質問に対し、「リ

サーチ・アドミニストレータとは、大学の研究

組織において、研究者や事務職員と共に、研究

活動の活性化や研究開発のマネジメント強化を

支える業務を行う人材である。長崎県立大学に

おいては、受託研究や共同研究等の促進を図る

役割を担っていただくこととしている。」との

答弁がありました。

これに関し、「なぜ、県立大学に配置する必

要があるのか。また、どのような効果を期待し

ているのか。」との質問に対し、「リサーチ・

アドミニストレータの役割も担っていた教員が

昨年3月末で退職し、国内外の機関と連携した活

動に支障を来している状況であるため、新規で

配置が必要と考えている。また、効果としては、

国内外の機関や専門家との連携により、大学の

研究機能がさらに強化されることや、県内企業

に知見を還元し、県内経済の活性化につながる

ことにも期待している。」との答弁がありまし

た。

次に、教育委員会関係の「スクールカウンセ

ラー活用事業費」に関し、「教育支援センター

等に、スクールカウンセラーを新たに12名配置

するということであるが、その意図は何か。」

との質問に対し、「スクールカウンセラーによ

るカウンセリングについては、児童生徒が在籍

する学校においてカウンセリングを受けること

になっているが、不登校となると、学校に行き

づらさを感じており、活用につながらない可能

性があるため、今回、不登校に特化したスクー

ルカウンセラーを教育支援センター等に配置し、

センター等に通所する児童生徒の心のケアに従

事するものである。」との答弁がありました。

これに関連し、「令和5年度からスクールカウ
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ンセラーの配置方式が中学校単位となり、教育

支援センター等への新たな配置を別にすると、

現在県内の中学校160校中104名の配置であるが、

今後配置を増やすという認識でいいのか。」と

の質問に対し、「現行の配置方式では、一校当

たりの勤務時間が少なくなってしまうという指

摘が学校現場からあるが、必要に応じて県から

派遣という形で対応している。学校現場として

は、同じスクールカウンセラーが継続的に対応

することが望ましいと考えており、県としては

引き続き現状の配置で対応したい。」との答弁

がありました。

次に、福祉保健部関係の「外国人介護人材確

保・定着促進事業費」に関し、「介護事業所に

対し、外国人材の居住環境の整備を支援すると

いうことであるが、令和7年度においては、何名

分の補助を考えているのか。」との質問に対し、

「外国人材の受入に消極的な事業所が多いとい

うことが課題の一つであるため、事業所に対し、

今後新たに就業する外国人、約100名分の補助を

考えている。外国人材の受入に対する事業所の

不安を解消し、積極的な気持ちをもっていただ

くことが、継続的な外国人材の確保につながる

大きな要素と考えている。」との答弁がありま

した。

次に、こども政策局関係の「ママの安心出産

～産後支援事業費」に関し、「産後ケアＷＥＢ

アプリの改修はどのような内容か。」との質問

に対し、「現在、佐世保市等の医療機関の空き

状況等を確認し、予約ができるアプリが一部で

活用されており、そのアプリに市町への産後ケ

ア申請機能や利用された方の情報をタイムリー

に医療機関と行政で共有できる機能を新たに追

加したいと考えている。産後ケアを利用するに

あたっての一連の手続きをアプリ上で完結でき

るように改修し、県内の各市町及び医療機関等

に導入したいと考えている。」との答弁があり

ました。

以上のほか、文教厚生関係予算全般にわたり、

熱心な論議が交わされましたが、その詳細につ

いては、この際省略させていただきます。

以上で、文教厚生分科会の報告といたします。

委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。

【近藤委員長】次に、観光生活建設分科会長の

報告を求めます。

坂口観光生活建設分科会長。

【坂口観光生活建設分科会長】観光生活建設分

科会の審査結果について、ご報告いたします。

本分科会で審査いたしました案件は、第1号議

案「令和7年度長崎県一般会計予算」のうち関係

部分、ほか11件であります。

慎重に審査いたしました結果、第1号議案「令

和7年度長崎県一般会計予算」のうち関係部分、

及び第14号議案「令和7年度長崎県交通事業会計

予算」につきましては、起立採決の結果、原案

のとおり、それぞれ可決すべきものと決定され、

その他の議案につきましては、いずれも異議な

く、原案のとおり、可決すべきものと決定され

ました。

以下、本分科会で論議のありました主な事項

について、ご報告申し上げます。

まず、第1号議案のうち関係部分について、土

木部関係の「不調不落」に関し、「担い手3法に

あるように、企業が受注しやすい環境づくりが

不調不落の防止につながると考えるが、県の取

組、またその状況は、どうなっているのか。」

との質問に対し、「不調不落を防止するため、

規模の小さな複数の工区をまとめて発注するな

どの発注規模の拡大、作業実態に合った見積り

の積極的な活用、ゼロ県債や債務負担行為の活

用、余裕工期制度の導入、速やかな繰越承認な
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どの取組を講じている。その結果、不調不落は、

『国土強靱化5か年加速化対策』が始まった令和

2年度は、100件、率にして6．4％であったが、

令和5年度は30件、率にして2．8％、本年度は、

1月末時点で11件、率にして1．5％と減少傾向と

なっている。」との答弁がありました。

次に、文化観光国際部関係の「長崎県ＦＩＴ

誘客インバウンド推進事業費」に関し、「本県

のインバウンドの推移はどうなっているのか。」

との質問に対し、「平成30年は約93万人だった

のに対し、令和5年は、約46万3千人、令和6年は

約60万1千人となっている。」との答弁がありま

した。

これに対し、「さらにインバウンドを本県に

呼び込むことが必要と考えるが、本事業の取組

内容は。」との質問があり、「観光庁の統計デ

ータによると、海外からの旅行客の85％は個人

旅行者である。また、外国人旅行者の84％が、

ウェブサイトにて航空券や宿泊等の検索・予約

を行っている。そのような状況を踏まえ、本事

業において、県内の宿泊施設や飲食店等がOTAサ

イト等へ情報を登録するための説明会・セミナ

ーの開催、多言語での特集記事の制作及びOTAや

SNS等への広告掲出等を実施する予定としてい

る。」との答弁がありました。

次に、県民生活環境部関係の「動物殺処分ゼ

ロプロジェクト」に関し、「全国における本県

の動物殺処分の状況及び本プロジェクトの進捗

状況はどうなっているのか。」との質問に対し、

「令和4年度の環境省統計によると、本県の動物

殺処分は、全国ワースト2位であった。本プロジ

ェクトの状況としては、各種取組により、基準

年の令和3年度と令和5年度の実績によると、収

容頭数1,603頭が、607頭。譲渡数651頭が515頭、

殺処分数937頭が93頭と推移しており、順調に進

捗が図られている。」との答弁がありました。

これに対し、「現在のアニマルポートは老朽

化、狭隘化といった問題がある。令和9年度に新

たな動物愛護センターが供用開始される予定だ

が、殺処分ゼロに向けた取組をさらに進めてい

ただきたい。」との意見がありました。

以上のほか、観光生活建設関係予算全般にわ

たり、熱心な論議が交わされましたが、その詳

細については、この際、省略させていただきま

す。

以上で、観光生活建設分科会の報告といたし

ます。

委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。

【近藤委員長】次に、農水経済分科会長の報告

を求めます。

清川農水経済分科会長。

【清川農水経済分科会長】農水経済分科会の審

査結果について、ご報告いたします。

本分科会が審査いたしました案件は、第1号議

案「令和7年度長崎県一般会計予算」のうち関係

部分、ほか14件であります。

慎重に審査いたしました結果、議案は、いず

れも異議なく、原案のとおり可決すべきものと

決定されました。

以下、本分科会で論議のありました主な事項

について、ご報告申し上げます。

まず、第1号議案のうち関係部分について、産

業労働部関係の「半導体関連産業サプライチェ

ーン強化推進事業費」に関し、「当該新規事業

は6,100万円の要求額に対し、計上額が1億958万

8,000円と約5,000万円増額されているが、その

理由は何か。」との質問に対し、「本県は、他

県と比較して関連企業数が少なく、サプライチ

ェーンの広がりに欠けるため、さらなる検討を
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行い、半導体を含む成長分野のサプライチェー

ンを強化する既存事業の一部を、半導体分野に

特化した内容に変更し、新規事業と一本化する

ことで、広がりを加速させるためである。」と

の答弁がありました。

これに対し、「九州で競争が激しくなってい

く中、本県独自の取組みが必要と考えるがどう

か。また、九州各県の予算の計上状況はどうな

っているのか。」との質問があり、「造船業で

培ってきた金属加工の高い技術力、優秀な人材

を生かし、半導体関連の製造装置のサプライチ

ェーンを強化していくことが特徴的な取組と考

える。また、予算計上で1億円を超えているのが

本県と熊本県となっており、福岡県は約9,000万

円、その他の県は5,000万円未満となっている。」

との答弁がありました。

次に、農林部関係の「ながさき農林業グリー

ン化総合対策事業費」に関し、「予算が8,131万

円で事業内容が4項目あるが、内訳はどうなって

いるのか。」との質問に対し、「長崎県みどり

戦略推進協議会の開催に355万円、ながさきグリ

ーンファーマー認定推進に94万円、農林業グリ

ーン化支援に6,867万円、グリーン農業機械導入

支援事業に815万円となっている。」との答弁が

ありました。

これに対し、「国が『みどりの食料システム

戦略』を策定し、環境に優しい農業を推進して

いる。県も21市町と連名で『基本計画』を定め、

ながさきグリーンファーマーの認定を進めてお

り、令和6年12月現在で認定者数は169者となっ

ているが、今年度の目標の達成状況はどうか。」

との質問があり、「今年度は1年間で100者増加

させる目標に対し、今年度末で140者程度増加す

る見込みであり、目標を達成するものと考えて

いる。」との答弁がありました。

次に、第47号議案「令和6年度長崎県一般会計

補正予算第6号」のうち関係部分について、水産

部関係の「繰越明許費」に関し、「作業船舶の

手配に不測の日数を要したためとあるが、具体

的にどのような内容なのか。また、工事は翌年

度内に完了するのか。」との質問に対し、「魚

礁工事において、ガット船という石材を運ぶ船

を使用するが、県内に少なく、他の港湾工事な

どに使用されたことで、ローテーションが間に

合わず、船の手配に不測の日数を要したもので

ある。また、マウンド礁には、底を開く特殊な

作業船を使用するが、ガット船と同様、船の手

配に不測の日数を要したものである。繰越事業

については、優先して工事を行っており、翌年

度内に完了の予定である。」との答弁がありま

した。

以上のほか、農水経済関係予算全般にわたり、

熱心な論議が交わされましたが、その詳細につ

いては、この際省略させていただきます。

以上で、農水経済分科会の報告といたします。

委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。

【近藤委員長】以上で、各分科会長の報告が終

了いたしました。

お諮りいたします。

各議案は、質疑討論を省略し、直ちに採決す

ることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、第1号議案「令和7年度長崎県一般会計

予算」について採決いたします。

本議案は、各分科会長報告のとおり決するこ

とに賛成の委員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

【近藤委員長】 起立多数。

よって、第1号議案は、原案のとおり可決すべ
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きものと決定されました。

次に、第13号議案「令和7年度長崎県国民健康

保険特別会計予算」について採決いたします。

本議案は、分科会長報告のとおり決すること

に賛成の委員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

【近藤委員長】 起立多数。

よって、第13号議案は、原案のとおり可決す

べきものと決定されました。

次に、第14号議案「令和7年度長崎県交通事業

会計予算」について採決いたします。

本議案は、分科会長報告のとおり決すること

に賛成の委員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

【近藤委員長】 起立多数。

よって、第14号議案は、原案のとおり可決す

べきものと決定されました。

次に、第61号議案「令和6年度長崎県一般会計

補正予算（第7号）」について採決いたします。

本議案は、各分科会長報告のとおり決するこ

とに賛成の委員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

【近藤委員長】 起立多数。

よって、第61号議案は、原案のとおり可決す

べきものと決定されました。

次に、その他の議案について一括して採決い

たします。

各議案は、各分科会長報告のとおり決するこ

とにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ、原案のとおり可

決すべきものと決定されました。

以上で、本委員会に付託されました議案の審

査は終了いたしました。

これをもちまして、予算決算委員会を閉会い

たします。

お疲れさまでした。

― 午前１１時２８分 閉会 ―



予算議案 第 1 号 議 案令和７年度長崎県一般会計予算

第 2 号 議 案令和７年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算

第 3 号 議 案令和７年度長崎県農業改良資金特別会計予算

第 4 号 議 案令和７年度長崎県林業改善資金特別会計予算

第 5 号 議 案令和７年度長崎県県営林特別会計予算

第 6 号 議 案令和７年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計予算

第 7 号 議 案令和７年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

第 8 号 議 案令和７年度長崎県用地特別会計予算

第 9 号 議 案令和７年度長崎県庁用管理特別会計予算

第10号議案令和７年度長崎県長崎魚市場特別会計予算

第11号議案令和７年度長崎県港湾施設整備特別会計予算

第12号議案令和７年度長崎県公債管理特別会計予算

第13号議案令和７年度長崎県国民健康保険特別会計予算

第14号議案令和７年度長崎県交通事業会計予算

第15号議案令和７年度長崎県流域下水道事業会計予算

第47号議案令和６年度長崎県一般会計補正予算（第６号）

第48号議案令和６年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予算（第１号）

第49号議案令和６年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

第50号議案令和６年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第１号）

第51号議案令和６年度長崎県県営林特別会計補正予算（第２号）

第52号議案令和６年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

第53号議案令和６年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

第54号議案令和６年度長崎県庁用管理特別会計補正予算（第１号）

第55号議案令和６年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第１号）

第56号議案令和６年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第２号）

第57号議案令和６年度長崎県公債管理特別会計補正予算（第１号）

第58号議案令和６年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

第59号議案令和６年度長崎県交通事業会計補正予算（第１号）

第60号議案令和６年度長崎県流域下水道事業会計補正予算（第３号）

第61号議案令和６年度長崎県一般会計補正予算（第７号）

第62号議案令和６年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第３号）

第63号議案令和６年度長崎県流域下水道事業会計補正予算（第４号）

区　分 議案番号 案 件 名
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年３月１９日

自  午前１１時３０分

至  午前１１時３５分

於  本 会 議 場

２、出席委員の氏名

委 員 長 近藤 智昭 君

副 委 員 長 中村 泰輔 君

委 員 田中 愛国 君

〃 小林 克敏 君

〃 中山  功 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 外間 雅広 君

〃 堀江ひとみ 君

〃 山田 朋子 君

〃 浅田ますみ 君

〃 山口 初實 君

〃 川崎 祥司 君

〃 前田 哲也 君

〃 深堀ひろし 君

〃 中島 浩介 君

〃 ごうまなみ 君

〃 松本 洋介 君

〃 山本 由夫 君

〃 宅島 寿一 君

〃 坂本  浩 君

〃 大場 博文 君

〃 宮本 法広 君

〃 中村 一三 君

〃 石本 政弘 君

〃 堤  典子 君

〃 庭 敦子 君

  〃 山下 博史 君

   〃 千住 良治 君

   〃 坂口 慎一 君

   〃 清川 久義 君

       〃 鵜瀬 和博 君

   〃 初手 安幸 君

   〃 本多 泰邦 君

   〃 山村 健志 君

       〃 中村 俊介 君

   〃 大倉  聡 君

   〃 まきやま大和 君

   〃 大久保堅太 君

  〃 白川 鮎美 君

   〃 冨岡 孝介 君

   〃 湊  亮太 君

   〃 畑島 晃貴 君

   〃 虎島 泰洋 君

３、欠席委員の氏名

な     し

４、委員外出席議員の氏名

な     し

５、県側出席者の氏名

総 務 部 長 中尾 正英 君

地 域 振 興 部 長 小川 雅純 君

選挙管理委員会総括書記長補佐 小橋 和則 君

議会事務局職員出席者

議 会 事 務 局 長 中尾美恵子 君

次長兼総務課長 濵口  孝 君

議 事 課 長 佐藤 隆幸 君

政 務 調 査 課 長 大宮 巌浩 君

議事課課長補佐 永尾 弘之 君
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議事課課長補佐 川原 孝行 君

議 事 課 係 長 山口祐一郎 君

会計年度任用職員 天雨千代子 君

６、付議事件の件名

第66号議案
令和7年度長崎県一般会計補正予算(第1号)

第67号議案
令和6年度長崎県一般会計補正予算(第9号)

７、審査の経過次のとおり

― 午前１１時３０分 開会 ―

【近藤委員長】ただいまから、予算決算委員会

を開きます。

なお、楠本選挙管理委員会書記長が欠席のた

め、小橋選挙管理委員会総括書記長補佐が代理

出席しておりますので、ご了承をお願いいたし

ます。

これより議事に入ります。

まず、委員席の一部変更を行います。

委員席の一部変更については、お手元の委員

配席表のとおり、決定いたします。

それでは、本日、本委員会に付託されました、

第66号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予
算（第1号）」ほか1件を議題といたします。
これより、総務分科会長から審査結果の報告

を求めます。

鵜瀬総務分科会長。

【鵜瀬総務分科会長】総務分科会の審査結果に

ついて、ご報告いたします。

本分科会が審査いたしました案件は、第66号
議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算第1号」
ほか1件であります。
慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり可決

すべきものと決定されました。

以下、本分科会で論議のありました主な事項

について、ご報告申し上げます。

第66号議案について、地域振興部関係の「県
議会議員補欠選挙費」に関し、「今回、西海市

長及び市議会議員選挙と同日執行となることで、

県の予算はどのくらい削減が見込まれるのか。」

との質問に対し、「同日選挙となることで、補

欠選挙を単独で行う場合と比較して、予算ベー

スで約1千200万円削減され、約3分の2の予算で
行うことができると試算している。｣との答弁が

ありました。

また、「短期間で行われる補欠選挙であるが、

投票率向上に向けて、どのような取組を行うの

か。」との質問に対し、「臨時啓発については、

県と市の双方で啓発を行うことで混乱を来す恐

れがあることから、市を主体として一体的に行

う予定であり、西海市庁舎に掲示する懸垂幕、

ホームページ、県選管のエックスにより周知を

図っていく。」との答弁がありました。

以上のほか、総務関係補正予算に関し、熱心

な論議が交わされましたが、その詳細について

は、この際、省略させていただきます。

以上で、総務分科会の報告といたします。

委員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。

【近藤委員長】以上で、総務分科会長の報告が

終了いたしました。

お諮りいたします。

各議案は、質疑討論を省略し、直ちに採決す

ることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各議案は、総務分科会長報告のとおり決する
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ことにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【近藤委員長】ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ、原案のとおり可

決すべきものと決定されました。

以上で、本委員会に付託されました議案の審

査は終了いたしました。

これをもちまして、予算決算委員会を閉会い

たします。

お疲れさまでした。

― 午前１１時 ３５分 散会 ―



１．分科会審査議案一覧

令和６年度長崎県一般会計補正予算（第９号） 〇第67号議案

○令和７年度長崎県一般会計補正予算（第１号）

議案番号区　　分 案 件 名

分科会審査

総務
文教
厚生

観光
生活
建設

農水
経済

第66号議案

令和７年２月定例会 予算決算委員会

分 科 会 審 査 議 案

予算議案
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予算決算委員会委員長 近藤　智昭

１　議　　案

審査結果

令和７年度長崎県一般会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県農業改良資金特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県林業改善資金特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県県営林特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計
予算

原 案 可 決

令和７年度長崎県用地特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県庁用管理特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県長崎魚市場特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県港湾施設整備特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県公債管理特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県国民健康保険特別会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県交通事業会計予算 原 案 可 決

令和７年度長崎県流域下水道事業会計予算 原 案 可 決

第 7 号 議 案

第 8 号 議 案

第 9 号 議 案

第 10 号 議 案

第 11 号 議 案

第 12 号 議 案

第 13 号 議 案

第 14 号 議 案

第 15 号 議 案

第 6 号 議 案

予 算 決 算 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和7年3月19日

　　　　議長　　徳永　達也　　様

記

番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

第 1 号 議 案

第 2 号 議 案

第 3 号 議 案

第 4 号 議 案

第 5 号 議 案

－103－



審査結果番　　号 件　　　　　　　　　　　　　　　　名

令和６年度長崎県一般会計補正予算（第６号） 原 案 可 決

令和６年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予
算（第１号）

原 案 可 決

令和６年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第１
号）

原 案 可 決

令和６年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第１
号）

原 案 可 決

令和６年度長崎県県営林特別会計補正予算（第２号） 原 案 可 決

令和６年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算
（第１号）

原 案 可 決

令和６年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計
補正予算（第１号）

原 案 可 決

令和６年度長崎県庁用管理特別会計補正予算（第１号） 原 案 可 決

令和６年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第１
号）

原 案 可 決

令和６年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第２
号）

原 案 可 決

令和６年度長崎県公債管理特別会計補正予算（第１号） 原 案 可 決

令和６年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算（第１
号）

原 案 可 決

令和６年度長崎県交通事業会計補正予算（第１号） 原 案 可 決

令和６年度長崎県流域下水道事業会計補正予算（第３
号）

原 案 可 決

令和６年度長崎県一般会計補正予算（第７号） 原 案 可 決

令和６年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第３
号）

原 案 可 決

令和６年度長崎県流域下水道事業会計補正予算（第４
号）

原 案 可 決

令和７年度長崎県一般会計補正予算（第１号） 原 案 可 決

令和６年度長崎県一般会計補正予算（第９号） 原 案 可 決

計  ３４件  (原案可決  ３４件）

第 62 号 議 案

第 63 号 議 案

第 66 号 議 案

第 67 号 議 案

第 61 号 議 案

第 50 号 議 案

第 51 号 議 案

第 52 号 議 案

第 53 号 議 案

第 54 号 議 案

第 55 号 議 案

第 56 号 議 案

第 57 号 議 案

第 58 号 議 案

第 59 号 議 案

第 60 号 議 案

第 49 号 議 案

第 47 号 議 案

第 48 号 議 案
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委    員    長    近 藤 智 昭

副  委  員  長    中 村 泰 輔

署 名 委 員    川 崎 祥 司

署 名 委 員    石 本 政 弘

書              記        川  原  孝  行

速              記       (有 )長崎速記センター


